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様式１－２－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人福祉医療機構 
評価対象中期目

標期間 
見込評価 
（中期目標期間実績評価） 第４期中期目標期間（最終年度の実績見込を含む。） 

中期目標期間 平成３０年度～令和４年度 
 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 厚生労働大臣 
 法人所管部局 社会・援護局 

社会・援護局障害保健福祉部 
医政局 
年金局 
労働基準局 
子ども家庭局 
健康局 

担当課、責任者 社会・援護局福祉基盤課 宮下 雅行 福祉基盤課長 
社会・援護局障害保健福祉部企画課 矢田貝 泰之 企画課長 
医政局医療経営支援課 和田 昌弘 医療経営支援課長 
年金局資金運用課 西平 賢哉 資金運用課長 
労働基準局労災保険業務課 千葉 茂雄 労災保険業務課長 
子ども家庭局母子保健課 山本 圭子 母子保健課長 
健康局難病対策課 簑原 哲弘 難病対策課長 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策立案・評価担当参事官室 山田 航 参事官 
 
３．評価の実施に関する事項 
令和４年８月８日に法人の理事長・監事からのヒアリング及び外部有識者からの意見聴取を実施した。 
 
 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
該当なし。 
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様式１－２－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると見込まれる。 （参考：見込評価）※期間実績評価時に使用 
 

評定に至った理由 項目別評定は 15 項目中、Ａが４項目、Ｂが 11 項目であり、うち重要度「高」であるものはＡが４項目であった。 
全体の評定を引き下げる事象はなかったことから、厚生労働省独立行政法人評価実施要領に定める総合評定の評価基準に基づき算出した結果、Ｂとした。 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 第４期中期目標期間中においては、新子育て安心プランに基づく待機児童解消に必要な受け皿の整備や地域包括ケアシステム、地域共生社会の実現が求められる中、必要な施設整

備の資金等の融資を実施するにあたって、福祉医療貸付制度の周知・広報回数や協調融資金融機関数など、定量面において計画を達成する実績をあげているだけでなく、政策融資の

果たすべき役割を踏まえ、社会福祉施設等及び医療機関等の維持及び存続を図りつつ、貸付債権区分別に適正な期中管理を実施していること等、定性面においても多くの実績をあげ

ていることは高く評価できる。 
 また、令和元年度末からの新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化した福祉医療施設に対する資金繰り支援を行い、その経営安定化に大きく貢献していることは高く評

価できる。 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に重大な影響を与える事象はなかった。 
 

 
３．課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
特になし。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
特になし。 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 【監事からの意見】 

業務執行は適切に行われている。また、理事長のリーダーシップのもと、目標に対する業務の進歩状況や実務管理を経営陣がマネジメントし、各部門それぞれが求められる役割を適

切に果たし、しっかりと成果に結びついていると評価している。 
その他特記事項 特になし。 
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様式１－２－３ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表様式 

 

中期目標 年度評価 中期目標 
期間評価 

項目別

調書№ 備考欄  中期目標 
年度評価 中期目標 

期間評価 
項目別

調書№ 備考欄 

 ３０

年度 
元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

見込 
評価 

期間

実績

評価 

    ３０

年度 
元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

見込 
評価 

期間実

績評価 
  

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
 福祉医療貸付事業 

Ａ○重 Ａ○重 Ｓ○重 Ａ○重  Ａ○重  １－１  
  業務・システムの効率化

と情報化の推進 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  ２－１ 

指標設

定困難 
福祉医療経営指導事業 
 

Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  Ａ○重  １－２  
  経費の節減 

Ｃ重 Ｃ重 Ｂ Ｂ  Ｂ  ２－２  

社会福祉振興助成事業 
 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  １－３  
   

          

退職手当共済事業 
 

Ｂ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  Ａ○重  １－４  
 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 心身障害者扶養保険事業 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  １－５  

  運営費交付金以外の収入

の確保 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  ３－１ 
指標設

定困難 
福祉保健医療情報サービ

ス事業（WAMNET 事業） 
Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  Ａ○重  １－６  

  自己資金調達による貸付

原資の確保 
年金担保貸付事業及び労

災年金担保貸付事業 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  １－７  

  不要財産の国庫納付 

承継年金住宅融資等債権

管理回収業務 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  １－８  

   
          

 一時金支払等業務及び補

償金支払等業務 
－ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  １－９ 

指標設

定困難 

 Ⅳ．その他の事項 
 

            効率的かつ効果的な業務

運営体制の整備 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  ４－１ 指標設

定困難 
  

            内部統制の充実 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  ４－２ 指標設

定困難 
 
            人事に関する事項 

 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  ４－３ 指標設

定困難 
 
             

          

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 
※４ 「項目別調書 No.」欄には、各年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 福祉医療貸付事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 1 号、2 号、

第 3 号、第 5 号及び第 6 号 
当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉、介護及び医療サービスの安定的かつ効率

的な提供体制を構築することが喫緊の課題となっており、国において「ニッ

ポン一億総活躍プラン」等の政策方針の推進に全力を挙げているところで

あり、民間の社会福祉施設及び医療関係施設等の整備に対する長期・固定・

低利の資金の提供等によりこの取組に寄与する本事業は重要度が高いもの

である。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 794・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

制度の周知・広報

回数（計画値） 
100 回以上 － 100 回以上 100 回以上 100 回以上 100 回以上 100 回以上  予算額（千円） 

41,126,966 38,503,401 34,692,196 50,917,108 
 

制度の周知・広報

回数（実績値） 
－ 126 回 126 回 136 回 151 回 123 回   決算額（千円） 

37,772,043 34,222,305 31,767,325 30,304,739 
 

達成度 
 

－ － 126.0％ 136.0％ 151.0％ 123.0％   経常費用（千円） 
43,815,149 33,645,816 38,180,043 59,412,501 

 

協調融資金融機関

数（計画値） 
最終年度に 65
機関以上増加 

－ 13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

 経常利益（千円） 
△ 2,875,705 4,442,862 817,896 △21,939,110 

 

協調融資金融機関

数（実績値） 
－ 362 機関 13 機関 

(372 機関) 
13 機関 

(380 機関) 
16 機関 

(393 機関) 
16 機関 

(408 機関) 
  行政コスト（千円） 

－ 34,779,623 38,180,043 59,412,501 
 

達成度 
 

－ － 100.0％ 100.0％ 123.1％ 123.1％   行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,726,006 － － － 

 

実地調査等の実施

先数（計画値） 
55 貸付先以上 － 55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
 従事人員数 

152.52 人 146.38 人 149.93 人 158.18 人  

実地調査等の実施

先数（実績値） 
－ 88 貸付先 74 貸付先 70 貸付先 71 貸付先 72 貸付先         

達成度 
 

－ － 134.5％ 127.3％ 129.1％ 130.9%         

  （注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第３ 国民に対し

て提供するサ

ービスその他

の業務の質の

向上に関する

事項 

通則法第29条第

2項第2号の国民に

対して提供するサ

ービスその他の業

務の質の向上に関

する事項は、次のと

おりとし、1～9の各

項目を一定の事業

等のまとまりとす

る。 

 
１ 福祉医療貸付

事業 

少子高齢化が進

展する中、福祉、介

護及び医療サービ

スの安定的かつ効

率的な提供体制を

構築することが喫

緊の課題となって

いる。「ニッポン一

億総活躍プラン」に

おいても、待機児童

解消の実現を目指

した保育の受け皿

整備や介護ニーズ

に応じた機動的な

介護サービス基盤

の整備、地域包括ケ

アの推進、地域にお

ける小児・周産期医

療体制の充実や質

第１ 国民に対し

て提供するサ

ービスその他

の業務の質の

向上に関する

目標を達成す

るためにとる

べき措置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 福祉医療貸付

事業 

少子高齢化が進展

する中、福祉、介護

及び医療サービス

の安定的かつ効率

的な提供体制を構

築することが喫緊

の課題となってい

る。「ニッポン一億

総活躍プラン」にお

いても、待機児童解

消の実現を目指し

た保育の受け皿整

備や介護ニーズに

応じた機動的な介

護サービス基盤の

整備、地域包括ケ

アの推進、地域にお

ける小児・周産期

医療体制の充実や

＜主な定量的指標＞ 
① 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報を毎年度 100 回

以上実施する。 

 

② 協調融資金融機

関数について、中期

目標期間の最終年

度において第３期

中期目標期間最終

年度と比べて 65機

関以上増加させる。 

 

 

③ 今後リスク管理

債権化する恐れの

ある貸付先に係る

実地調査等を毎年

度 55 貸付先以上に

実施する。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 福祉医療関係団体や地方公共団体に対する福祉医療貸付

制度の周知・広報については、毎年度 100 回以上（平均 134
回）実施し、中期計画を達成した。 

 
 
 
 
② 協調融資制度の覚書締結金融機関数については、令和 3 年

度末までに 58 機関増加（平均 14.5 機関増加）させ、中期計

画に基づく毎年度の計画（13 機関以上）を達成した。 
 
 
 
 
 
 
③ 今後リスク管理債権化する恐れのある貸付先に係る実地調

査等については、毎年度 55 貸付先以上（平均 71.8 貸付先）

に実施し、中期計画を達成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ 福祉貸付事業においては、政策融資の

果たすべき役割を踏まえ、地域における

医療及び介護の総合的な確保を推進する

施設整備に係る補助対象事業への支援と

して、各種融資条件の改善及び優遇措置

を実施した結果、中期目標期間における

審査実績は 18,710 件 1,109,477 百万円

となり、利用者ニーズに迅速かつ的確に

対応することにより、国の目指す福祉、

介護サービスを安定的かつ効率的に提供

する基盤の維持や整備を支援するととも

に、当該施設に従事する介護職員等の新

たな雇用の創出に貢献することができた。 
更なる取組みとして、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により事業の継続に支

障が生じた事業者への経営資金の優遇融

資を令和元年度末から行った結果、中期

目標期間における審査実績は 15,736 件

537,057 百万円となった。 
○ 医療貸付事業においては、政策融資の

果たすべき役割を踏まえ、国の医療施策

に即して各種融資用件の改善及び優遇措

置を実施した結果、中期目標期間におけ

る審査実績は 24,296 件 1,909,261 百万

円となり、利用者ニーズに迅速かつ的確

に対応することにより、国の目指す医療

サービスを安定的かつ効率的に提供する

基盤の維持や推進を支援することができ

た。 
更なる取組みとして、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、事業の継続に

支障のある事業者への経営資金の優遇融

資を令和元年度末から行った結果、中期

目標期間における審査実績は 23,958 件

1,444,156 百万円となった。 
○ 新型コロナウイルス感染症対策として、

評定 Ａ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○福祉貸付事業 
福祉貸付事業においては、

政策融資の果たすべき役割を

踏まえ、各種融資条件の改善

及び優遇措置を実施したこと

により、福祉、介護サービス

を安定的かつ効率的に提供

する基盤の維持や整備を支

援するとともに、当該施設に

従事する介護職員等の新た

な雇用の創出に貢献している

ことが認められた。 
 
○医療貸付事業 
医療貸付事業においては、

政策融資の果たすべき役割を

踏まえ、各種融資条件の改善

及び優遇措置を実施したこと

により、国の目指す医療サー

ビスを安定的かつ効率的に提

供する基盤の維持や推進を

支援した。 
 
○緊急時における資金需要

への対応 
令和元年度末からの新型

コロナウイルス感染症の影響

により事業の継続に支障が生

じた事業者の資金ニーズに対

応するため、無利子・無担保

等の優遇融資を実施し、緊急

時における資金需要に的確に

取り組んだ。 
また、急増する資金ニーズ

に対応するため、審査体制の

整備、借入関係書類の大幅な
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が高く効率的な医

療提供体制の実現

が挙げられている。 

こうした政策目

的の実現に向けて、

福祉医療貸付事業

では、民間の社会福

祉施設及び医療関

係施設等の整備に

対し長期・固定・低

利の資金を提供す

ること等により、施

設開設者等の負担

軽減を図り、福祉、

介護及び医療サー

ビスを安定的かつ効

率的に提供する基

盤整備に資するとと

もに、政策融資とし

ての役割を踏まえ、

地域における社会

福祉施設及び医療

関係施設等の維持

及び存続を図ること

を最優先としつつ、

貸付債権の適正な

管理を行うことが必

要であり、以下の点

に特に留意してその

適正な実施に努め

ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質が高く効率的な

医療提供体制の実

現が挙げられてい

る。 

こうした国の政

策目的の実現に向

けて、福祉医療貸

付事業では、民間の

社会福祉施設及び

医療関係施設等の

整備に対し長期・

固定・低利の資金

を提供すること等

により、施設開設者

等の負担軽減を図

り、福祉、介護及び

医療サービスを安

定的かつ効率的に

提供する基盤整備

に資するとともに、

政策融資としての

役割を踏まえ、地域

における社会福祉

施設及び医療関係

施設等の維持及び

存続を図ることを

最優先としつつ、貸

付債権の適正な管

理を行うことが必

要であり、以下の点

に特に留意してそ

の適正な実施に努

める。 

福祉貸付事業に

ついては、国の福祉

政策に即して民間

の社会福祉施設等

の整備に対し長期・

固定・低利の資金を

提供すること等に

より、福祉、介護サ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年度中に新型コロナウイルス対応

支援資金の融資を開始し、補正予算等に

より無利子・無担保の優遇融資の条件を

拡充した。 
また、急増する資金ニーズに対応する

ための体制整備を図るとともに、借入関

係書類を大幅に削減するなど、利用者の

利便性向上を図った。 
これらの取組みにより、中期目標策定

時には想定し得なかった資金需要

（39,694 件 1,981,213 百万円）に迅速に

対応することができ、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けた福祉医療施設の

経営の安定化に貢献することができた。 
○ 借入申込み等の手順を整理した「融資

のポイント（ガイドライン）」等を借入申

込者、協調融資機関及び地方公共団体な

ど関係機関に対して公表し、融資相談か

ら事業完了までの事務手続き及び審査の

要点等について周知するとともに、各年

度に発生した災害に係る災害復旧資金や

新型コロナウイルス感染症に係る新型コ

ロナウイルス対応支援資金等の周知・広

報活動を速やかに実施した。 
また、貸付業務の円滑な実施を推進す

るため、地方公共団体や関係団体に融資

制度の PR を行うなど、制度周知を積極

的に実施した。 
○ 国の福祉医療政策に即した施設整備に

係る資金需要を踏まえ、社会福祉施設及

び医療関連施設等の整備計画の早期段階

から、事業者に対する的確な融資相談等

に応じる態勢を整備し、長期にわたる安

定経営が可能となるよう、事業計画の妥

当性や財務状況の分析等の機構職員が有

する専門性を活かした多面的な支援・助

言等を積極的に行った。 
○ 民間金融機関との協調融資の促進を図

る観点から、機構が保有する社会福祉施

設及び医療施設等に関するデータ等を提

供するとともに、オンライン開催した金

削減など利用者の利便性の

向上に取り組んだ結果、中期

目標策定時には想定し得な

かった膨大な資金ニーズに迅

速かつ的確に対応することが

でき、福祉医療施設の経営の

安定化に大きく貢献した。 
 
○新たな融資メニューの創設

等 
国の政策を踏まえた新たな

優遇融資等のメニューについ

て、各種融資条件の改善等に

取り組み、福祉医療サービス

を安定的かつ効率的に提供

する基盤の維持や整備の支

援に努めている。 
 
○制度周知 
政策融資を効果的かつ効

率的に実施するため、地方公

共団体や関係団体に融資制

度の PR を行うなど、積極的

な制度周知に努めている。 
具体的には、借入申込み等

の手順を整理した「融資のポ

イント（ガイドライン）」等を

借入申込者、協調融資機関及

び地方公共団体など関係機

関に対して公表し、融資相談

から事業完了までの事務手

続き及び審査の要点等に関

する制度周知を行ったほか、

各年度に発生した災害に係

る災害復旧資金や新型コロ

ナウイルス対応支援資金等の

特別な優遇融資の周知・広報

活動を、関係機関と連携しつ

つ行った。 
○協調融資機関の拡大 
協調融資制度の一層の普
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（1）国の福祉医療

政策における

政策目標を着

実に推進する

ため、毎年度、

国 と協 議の

上、当該年度

における融資

の基本方針を

定めた融資方

針に基づき、

政策優先度に

即して効果的

かつ効率的な

政策融資を実

施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ービスを安定的か

つ効率的に提供す

る基盤整備に資す

るため、以下の点に

特に留意してその

適正な実施に努め

る。 

 
 
（1）政策優先度に

即して効果的

かつ効率的な

政策融資を行

うため、毎年

度、国と協議

の上、当該年

度における融

資の基本方針

を定めた融資

方針に基づ

き、福祉医療

貸付事業を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 毎年度、国と協

議のうえ、当該年

度における融資の

基本方針を定めた

融資方針に基づ

き、政策優先度に

即した効果的かつ

効率的な政策融

資を実施している

か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国及び地方公共団体の福祉医療政策と緊密に連携し、地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進する施設整備や

新子育て安心プランの実現に向けた保育所整備等、政策優先

度に即した効果的かつ効率的な政策融資について、地方公共

団体の意見を踏まえるとともに厚生労働省関係部署と調整の

うえ策定した各年度の融資方針に基づき実施した。 
  また、新型コロナウイルスの影響により事業停止等となっ

た福祉医療関係施設の事業者に対して、福祉医療基盤の維

持・存続を目的とした緊急的な融資を実施した。 
○ 各年度における貸付審査の実績は、次のとおりである。 
 （（ ）書は、新型コロナウイルス対応支援資金の再掲） 
＜福祉貸付＞ 

年度 件数 金額 

平成 30 年度 785 件 139,965 百万円 

令和元年度 
805 件 
(22 件) 

157,829 百万円 

(422 百万円) 

令和 2 年度 
9,478 件 

(8,691 件) 
486,733 百万円 

(330,984 百万円) 

令和 3 年度 
7,642 件 

(7,023 件) 
324,950 百万円 

(205,651 百万円) 

計 
18,710 件 

(15,736 件) 
1,109,477 百万円 

(537,057 百万円) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

融機関業務打合せ会議において社会福祉

施設及び医療関連施設に関するデータや

福祉・医療に関する政策動向・経営動向

等に関する情報を提供した。 
○ 全国地方銀行協会との意見交換会を開

催し、機構と民間金融機関が連携・協調

していくための考え方やそれぞれの取組

み等について意見交換を行ったほか、民

間金融機関との広範な連携を図るため、

全国銀行協会、第二地方銀行協会、全国

信用金庫協会、全国信用組合中央協会等

とも意見交換を行った。 
○ 協調融資制度の一層の普及を図るた

め、原則として全ての借入申込者に対し

て、融資相談時に協調融資制度を案内す

るとともに、民間金融機関（メインバン

ク）の支援体制等の確認を徹底したほか、

地方公共団体や福祉医療関係団体を訪問

し、機構の融資制度及び協調融資制度の

周知・広報活動を行った。また、協調融

資制度に加入していない民間金融機関に

対して訪問活動を実施するなど、協調融

資の利用の向上に資するための取組みを

実施した結果、中期計画（目標 65 機関

増加）に対して 58 機関拡大し、制度利

用者が円滑に民間資金を活用することが

できる体制整備を推進した。 
○ 昨今の社会福祉施設及び医療施設等を

取り巻く経営環境については、介護報酬

及び診療報酬の改定を受け依然として厳

しい状況が続いている中で、貸付先から

の返済相談に対し迅速かつきめ細かな対

応を行うとともに、地域の福祉医療施設

等の維持・存続を図ることが機構の役割

であることを認識しつつ、既往貸付金の

貸出条件緩和等により積極的に支援する

ことができた。 
○ 正常先・要注意先の管理の高度化等を

図る取組みとして、平年度化モニタリン

グ先等の管理については、「平年度化モニ

タリング先の業務手順マニュアル」に基

及を図るため、原則として全

ての借入申込者に対して、融

資相談時に協調融資制度を

案内するとともに、民間金融

機関（メインバンク）の支援

体制等の確認を徹底したほ

か、地方公共団体や福祉医療

関係団体を訪問し、機構の融

資制度及び協調融資制度の

周知・広報活動に取り組んで

いる。 
新たな協調融資機関の拡

大を図るため、協調融資制度

に加入していない民間金融機

関に対して訪問活動を実施

するなど、併せ貸しの利用の

向上に資するための取組みを

実施した結果、順調に協調融

資機関数は増加しており、制

度利用者が円滑に民間資金

を活用することができる体制

整備を推進している。 
また、第４期目標期間中を

通じて、機構と民間金融機関

の連携・協調に向けた意見交

換を積極的に実施している

が、民間金融機関との広範な

連携を図る観点から、意見交

換の相手先を全国銀行協会、

第二地方銀行協会、全国信用

金庫協会、全国信用組合中央

協会等にも拡大しての実施に

取り組んでいる。 
 
○債権管理 
債権悪化の未然防止とし

て、毎年度、貸付先の決算に

基づきイエローゾーン先の抽

出を行ったうえで、経年のデ

ータ分析を行い、分析結果及

び実地調査先等に係る事例
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また、政策

融資の果たす

べき役割を踏

まえ、国の要

請 等 に 基 づ

き、災害復旧、

金融環境の変

化に伴う経営

悪化等の緊急

時における資

金需要に迅速

かつ機動的に

対 応 す る な

ど、融資対象

の重点化及び

必要な融資枠

の確保、融資

条件の改善等

により、増大

する利用者ニ

ーズへの対応

を図ること。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、政策

融資の果たす

べき役割を踏

まえ、国の要

請等に基づ

き、災害復旧、

金融環境の変

化に伴う経営

悪化等の緊急

時における資

金需要に迅速

かつ機動的に

対応するな

ど、融資対象

の重点化及び

必要な融資枠

の確保、融資

条件の改善等

により、増大

する利用者ニ

ーズへの対応

を図る。 

（関連指標） 

○政策融資によ

る施設整備実

績 

・借入申込受理

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 政策融資の果た

すべき役割を踏ま

え、国の要請等に

基づき、災害復旧、

金融環境の変化に

伴う経営悪化等の

緊急時における資

金需要に迅速かつ

機動的に対応する

など、融資対象の

重点化及び必要な

融資枠の確保、融

資条件の改善等に

より、増大する利

用者ニーズへの対

応を図っているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜医療貸付＞ 
年度 件数 金額 

平成 30 年度 79 件 116,433 百万円 

令和元年度 
106 件 
(8 件) 

124,715 百万円 

(314 百万円) 

令和 2 年度 
20,863 件 

(20,790 件) 
1,376,786 百万円 

(1,287,731 百万円) 

令和 3 年度 
3,248 件 

(3,160 件) 
291,326 百万円 

（156,111 百万円) 

計 
24,296 件 

(23,958 件) 
1,909,261 百万円 

(1,444,156 百万円) 
 
○ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、次のとおり政策に

沿った融資条件の改善及び優遇措置を講じた。 
年度 件数 

平成 30 年度 

・保育関連施設及び放課後児童クラブの

整備に係る優遇融資について、据置期

間中無利子となるよう優遇内容を拡充 
・地域医療構想に基づいた病院の建築資

金に係る貸付利率を基準金利同率とす

る融資制度の創設 

令和元年度 

・防災や減災に係る融資制度の再編を行 
い、融資条件を統一化 

・激甚災害の指定を受けた大規模な災害 
の復旧を速やかに支援するため、激甚 
災害復旧資金を創設 

令和 2 年度 

・特別養護老人ホーム（定員 30 人以上）、

介護老人保健施設及び介護医療院に

係る老朽施設の改築整備について融資

条件を拡充 
・まち・ひと・しごと創生総合戦略に位

置付けられる施設・事業について、優

遇措置を創設 

令和 3 年度 

・新型コロナウイルス対応支援資金に係

る融資条件の優遇措置を延長 
・地域医療構想に基づく病院の統廃合の

残債処理における既往貸付の繰上償還

に伴う弁済補償金を免除 
 
 

づき、平年度化モニタリング先等から定

期的に報告を受けるとともに経営的な助

言を行い、信用リスク分科会に状況を報

告した。 
○ 債権悪化の未然防止として、毎年度、

貸付先の決算に基づきイエローゾーン先

の抽出を行ったうえで、経年のデータ分

析を行い、分析結果及び実地調査先等に

係る事例報告を信用リスク分科会におい

て報告するとともに、関係部署にフィー

ドバックした。 
また、イエローゾーン先として継続的

にフォローしている先を中心に経営改善

状況や運営状況等を把握するため面談等

を実施し、必要に応じて経営的な助言を

行うことにより、リスク管理債権化の未

然防止を図ったほか、改善計画が策定困

難な貸付先を対象とした「経営計画策定・

実施の手順」について、チェックポイン

トの追加等の見直しを行うなど、経営改

善に向けた取組みを実施した。 
○ 新型コロナウイルス感染症への対策と

して、株式会社地域経済活性化支援機構

（REVIC）と「病院等事業者に対する経

営支援の連携協定」を締結し、福祉医療

関係施設の経営状況が大幅に悪化した場

合に備え、REVICの経営ノウハウの提供

等機能と機構の優遇融資を連携して、地

域の医療・福祉サービスの提供体制の維

持・強化を図る仕組みを構築した。 
新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた既往貸付先については、最長 3 年 6
か月の元利金を返済猶予する措置を講じ

ており、定期的に書面・電話等による運

営状況や返済再開の見通し等のヒアリン

グを実施し、貸付先の状況に応じた支援

を行った。 

令和 3 年度には新たな取組みとして、

福祉医療施設の安定的な経営が継続的に

可能となるよう、機構単独ではなく、民

間金融機関、福祉医療関係団体及び地方

報告を信用リスク分科会にお

いて報告するとともに、関係

部署にフィードバックするな

ど、組織内での共有を図って

いる。 
また、イエローゾーン先と

して継続的にフォローしてい

る先を中心に、経営改善状況

や運営状況等を把握するため

の面談等を実施し、必要に応

じて経営的な助言を行う等、

リスク管理債権化の未然防

止に取り組むとともに、改善

計画が策定困難な貸付先を

対象とした「経営計画策定・

実施の手順」について、チェ

ックポイントの追加等の見直

しを行うなど、経営改善に向

けた取組みを実施した。 
 新型コロナ感染症対策へ

の対応としては、 
・令和２年度に株式会社地域

経 済 活 性 化 支 援 機 構

（REVIC）と協定を締結し、

地域の医療・福祉サービスの

提供体制の維持・強化を図る

仕組みを構築、 
・新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた既往貸付先

に対する返済猶予措置、 
・令和３年度は、福祉医療施

設の安定的な経営が継続的

に可能となるよう、機構単独

ではなく、民間金融機関金融

機関、福祉医療関係団体及び

地方公共団体等関係機関が

連携した支援態勢の構築に

取り組む、 
など、関係機関との連携強化

等を図り福祉医療事業者を

支援するための体制構築に努



9 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）政策融資を効

果的かつ効率

的に実施する

ため、福祉医療

関係団体や地

方公共団体に

対する福祉医

療貸付制度の

周知・広報を実

施し、地方公共

団体等との連

携強化を図る

こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 

実績 

・審査実績 

・貸付契約実績 

・資金交付実績 

・政策に即した

優遇融資実績 

・政策への貢献

度（整備定員

数） 

○災害対応実績 

・意見交換会開

催実績 

・個別融資相談

会開催実績 

・訪問相談実績 

・借入申込受理

実績 

・審査実績 

・貸付契約実績 

・資金交付実績 

 
（２）政策融資を

効果的かつ効

率的に実施す

るため、福祉

医療関係団体

や地方公共団

体に対する福

祉医療貸付制

度の周知・広

報を実施し、

地方公共団体

等との連携強

化を図る。 

（関連指標） 

○貸付制度周知

広報活動実績 

・個別融資相談

件数 

・訪問相談実績 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報を実施し、地方公

共団体等との連携

強化を図っている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療関係団体や地方公共団体に対する福祉医療貸付

制度の周知・広報を通じて地方公共団体等との連携強化を図

るため、次の取組みを行った。 
a 貸付業務の円滑な実施を推進するため、これまでの地方

公共団体や関係団体へ出向いての説明に加え、令和 2 年度

からは、概要説明動画の配信等オンラインでも融資制度の

PR を行った。（実績：536 回） 
b 関係団体主催のセミナーなどにおいて、機構職員による

福祉医療施設の経営に係る講義に併せて融資制度の説明を

行った。（実績：講義 10 回） 
c 医療関係団体をはじめ、周辺業界団体等にアプローチ

し、業界動向について情報収集のうえ、融資制度の説明

を行った。（実績：17 先） 
d 新型コロナウイルス対応支援資金について、大学病院等

に電話・DM 等でアプローチするとともに、希望する先に

ついては訪問し、具体的な相談を実施した。（実績：電話・

DM105 法人、訪問相談 22 法人） 
e 新型コロナウイルス対応支援資金の利用を通して新たに

機構融資先となった病院に対し、建築資金についてもあ

らためて DM で案内したうえで、訪問・Web 会議システ

ム・電話で具体的な相談を実施した。（実績：DM3,246

公共団体等関係機関が連携した支援態勢

の構築を図るため、以下の活動を実施し

た。 
a 民間金融機関に対して、コロナ禍にお

ける福祉医療施設を取り巻く環境や経

営状況、与信判断や審査のポイントに

ついて、意見交換や勉強会を通じて、

情報提供を行い、コロナ禍以後の民間

金融機関による福祉医療施設に対する

融資の円滑化に向けた対応を行った。 
b 福祉医療関係団体に対して、コロナ禍

における福祉医療施設の経営状況につ

いて、情報提供を行うとともに、今般

の新型コロナウイルス感染症の蔓延を

受けて、今後必要な融資条件について

意見交換を行い、感染症対策を伴う施

設整備に対する優遇融資制度を令和 4
年度から創設するなど、コロナ禍以後

の施設整備の重点化を図った。 
c 地方公共団体の福祉医療施設整備担

当者に審査のポイントや福祉医療施設

の経営状況、行政担当者セミナー等の

情報提供を行い、福祉医療施設が行政

からの助言、支援を適時得られるよう

対応を行った。 
○ 以上のとおり、政策融資の果たすべき

役割を踏まえ、地域における医療及び介

護の総合的な確保を推進する施設整備、

新子育て安心プランの実現に向けた保育

所等の整備、病院の耐震化整備事業など、

利用者ニーズに迅速かつ的確に対応して

円滑な基盤整備を支援するとともに、民

業補完の観点から協調融資制度の普及に

努めた。 
また、債権管理においても、施設の維

持・存続が機構の役割であることを踏ま

え、貸出条件緩和等による積極的な支援

とともに、債権区分別に適切な期中管理

を実施した。 
さらに、新型コロナウイルス感染症の

影響により経営が悪化した福祉医療施設

めている。 
 
○評価 
以上のとおり、政策融資の

果たすべき役割を踏まえ、新

子育て安心プランの実現に向

けた保育所等の整備、病院の

耐震化整備事業など、利用者

のニーズに迅速かつ的確に対

応して円滑な基盤整備を支

援するとともに、民業補完の

観点から協調融資制度の普

及に努めるとともに、債権管

理においても、施設の維持・

存続が機構の役割であること

に鑑み、貸出の条件緩和等に

よる積極的な支援や、債権区

分別に適切な期中管理の実

施に取り組んでいる。 
 さらに、令和元年度末から

の新型コロナウイルス感染症

の影響により経営が悪化した

福祉医療施設に対して迅速

に対応し、経営の安定化に大

きく貢献するなど、国の福祉

医療政策等に沿った政策融

資が、非常に効果的かつ効率

的に行われていることを総合

的に勘案し、「Ａ」評価とす

る。 
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（３）利用者の円

滑な資金調達

に資する観点

から、融資や

経営診断を通

じて得た社会

福祉施設及び

医療関係施設

等に関するノ

ウハウ等を民

間金融機関に

提供するとと

もに、民業補

完の観点から

協調融資の普

及に努めるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）利用者の円

滑な資金調達

に資するよ

う、民間金融

機関と協調し

た融資を推進

するため、融

資や経営診断

を通じて得た

社会福祉施設

及び医療関係

施設等に関す

るノウハウや

データ等を民

間金融機関に

対し積極的に

提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 融資や経営診断

を通じて得た社会

福祉施設及び医療

関係施設等に関す

るノウハウやデータ

等を民間金融機関

に対し積極的に提

供しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

先、相談 28 先） 
f 病院の耐震化及び地域医療構想に資するため、将来的に整

備を検討している病院に対し DM・電話で融資制度の周知

を行うとともに、希望する先については訪問のうえ、具体

的な相談を実施した。（実績：電話・DM309 法人、訪問相

談 59 法人） 
g 借入申込み等の手順を整理した「融資のポイント（ガイ

ドライン）」を借入申込者、協調融資機関及び地方公共団

体など関係機関に対して公表し、融資相談から事業完了ま

での事務手続き及び審査の要点等について積極的に周知を

行った。 
 
○ 民間金融機関との協調融資を促進する観点から、次の取組

みを行った。 
a 民間金融機関に対し、機構が保有する社会福祉施設及び

医療施設等の経営指標や建設費等のデータ等を提供した。

（実績：145 回） 
b 全国地方銀行協会、厚生労働省及び財務省との意見交換

会を開催し、機構と民間金融機関が連携・協調していくた

めの考え方やそれぞれの取組み等について意見交換を行っ

た。（実績：4 回） 
また、民間金融機関との広範な連携を図るため、全国銀

行協会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用

金庫協会及び全国信用組合中央協会等との意見交換を開

催した。（実績：22 回） 
c 金融機関業務打合せ会議を開催し、次の取組みを行った。 

・経営サポートセンターと連携のうえ、福祉・医療に関す

る政策動向・経営動向等に関する情報を提供した。（実績：

9 回） 
・デフォルト先及び今後リスク管理債権化する恐れのある

貸付先（以下「イエローゾーン先」という。）の特徴等を

踏まえた与信判断のポイントについて講義を行った。（実

績：9 回） 
・貸付先へのフォローアップ調査において得たイエローゾ

ーン先の特徴やデフォルト分析の結果等について、民間

金融機関に対して、福祉医療施設経営に関する情報・ノ

ウハウの提供を推進する観点から、情報提供を行った。 
d 民間金融機関の職員を対象に機構職員が福祉医療分野の

経営環境や融資のポイントなどをテーマに講義を行った。

（実績：5 回） 
 

への支援を迅速かつ優先的に対応し福祉

医療施設の経営の安定化に貢献した。 
以上のとおり、国の福祉医療政策に即

して民間の福祉医療施設等の整備に対し

長期・固定・低利の資金を提供すること

等により、福祉医療サービスを安定的か

つ効率的に提供する基盤整備に資する取

組みを定めた中期計画を大幅に上回る実

績を上げ、地域における福祉医用施設の

基盤整備を支援することができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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また、協調

融資金融機関

数について拡

大するなど、

制度の充実を

図 る と と も

に、適切な運

用 を 行 う こ

と。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）福祉、介護及

び医療サービ

スを安定的か

つ効率的に提

供する基盤整

備を推進する

ため、事業者

の施設整備等

に関する相談

等を適切に実

施するととも

に、適正な審

査手続を確保

しつつ、業務

を迅速に実施

 

また、協調

融資金融機関

数について拡

大するなど、

制度の充実を

図るととも

に、適切な運

用を行う。 

（関連指標） 

○協調融資取組

実績 

・協調融資実績 

・社会福祉施設

及び医療関係

施設に関する

ノウハウ及び

データ提供実

績 

・全国地方銀行

協会等との意

見交換会開催

実績 

・受託金融機関

業務研修会開

催実績 

 
（４）利用者サー

ビスの向上を

図るため、施

設整備計画の

早期段階から

的確な融資相

談等に応じ、

速やかに安定

的な事業実施

ができるよう

必要な見直し

の提案、助言

等を行うとと

もに、適正な

○ 協調融資金融機

関数について拡大

するなど、制度の充

実を図るとともに、

適切な運用を行っ

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 施設整備計画の

早期段階から的確

な融資相談等に応

じ、速やかに安定的

な事業実施ができ

るよう必要な見直

しの提案、助言等を

行うとともに、適正

な審査手続を確保

しつつ、業務を迅速

に実施しているか。 
 
 
 
 

○ 協調融資機関数については、上記➁のとおり、中期計画（目

標 65 機関）に対して 58 機関拡大した。 
  なお、機関数を拡大するため、民間金融機関の中央組織に

制度周知を依頼するとともに、協調融資覚書未締結の 244 金

融機関に対して DM 送付や電話等により、機構業務及び協

調融資制度の説明を行った。 
○ 協調融資の実績は、次のとおりである。 
【福祉貸付】                 （件、%） 

 審査件数 協調融資件数 割合 

平成 30 年度 785 233 29.7 

令和元年度 781 251 32.1 

令和 2 年度 787 244 31 .0 

令和 3 年度 619 196 31.7 

計 2,972 924 31.1 
 
【医療貸付】                 （件、%） 

 
 
 
 
○ 利用者サービスの向上を図るため、次の取組みを行った。 

a 借入申込者に対して、事業計画の妥当性や財務状況の分

析等の機構職員が有する専門性を活かした多面的な支援・

助言等を積極的に行った。（相談実績：福祉貸付 269 件、

医療貸付 249 件） 
b 全国 7 ブロックにおいて、個別融資相談会（37 回、融資

相談件数 474 件）を開催するとともに、新型コロナウイル

スの感染状況に応じてオンラインによる個別融資相談（融

資相談件数 391 件）を実施し、事業計画の早期段階から融

資相談に応じることで、事業規模や償還計画に無理のない

計画となるよう助言を行った。 
c 訪問相談の実施により、利用者のニーズや既存施設の老

朽化等の状況を現地に赴くことでいち早く把握し、適切な

助言を行った。（実績：185 回） 
 d 審査業務については、特殊異例な案件を除き、借入申込

 審査件数 協調融資件数 割合 

平成 30 年度 79 62 78.5 

令和元年度 98 65 66.3 

令和 2 年度 73 56 76.7 

令和 3 年度 88 75 85.2 

計 338 258 76.3 
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することによ

り、利用者サ

ービスの向上

を図ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）融資後の貸

付債権につい

ては、福祉医

療経営指導事

業と連携しつ

つ、継続的に

貸付先の事業

の運営状況や

財務状況等を

把握するとと

もに、フォロ

ーアップ調査

を実施するな

ど、債権区分

別に適切な期

中管理を行う

こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 

審査手続を確

保しつつ、業

務を迅速に実

施する。 

（関連指標） 

○利用者サービ

ス向上の取組

実績 

・個別融資相談

会開催実績 

・訪問相談実績 

・顧客満足度、

有用度 

・審査処理期間 

・資金交付処理

期間 

 
（５）融資後の貸

付債権につい

ては、福祉医

療経営指導事

業と連携しつ

つ、継続的に

貸付先の事業

の運営状況や

財務状況等を

把握するとと

もに、フォロ

ーアップ調査

を実施するな

ど、債権区分

別に適切な期

中管理を行

う。 

（関連指標） 

○期中管理の実

績 

・業況注視先の

実地調査等の

実施先数 

・災害返済猶予

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療経営指

導事業と連携しつ

つ、継続的に貸付先

の事業の運営状況

や財務状況等を把

握するとともに、フ

ォローアップ調査

を実施するなど、債

権区分別に適切な

期中管理を行って

いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受理から貸付内定通知までの平均処理期間は福祉貸付

26.6 日、医療貸付 18.9 日となり、適正な手続きを確保し

つつ、迅速に実施した。 
e 資金交付業務については、請求内容の不備が著しいもの

等を除き、請求後の平均処理期間は、福祉貸付 7.4 営業日、

医療貸付 8.1 営業日となり、適正な手続きを確保しつつ、

迅速に実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 正常先・要注意先に対する債権管理の高度化等を図るため、

財務状況等を継続的に注視すべきとして指定した平年度化モ

ニタリング先等の管理については、「平年度化モニタリング

先の業務手順マニュアル」に基づき、モニタリング先等から

定期的に報告を受けてフォローを行うとともに、必要に応じ

て実地調査等（72 貸付先）の実施により経営的な助言を行

った。また、信用リスク分科会において、モニタリング先に

係る状況を定期的に報告した。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた貸付先及び災害

等で被災した貸付先に対し、元利金返済猶予の措置を講じる

など、迅速かつきめ細やかに対応をした。 

○ 期中管理強化の観点から、破綻懸念先以下（貸付残高 1 億

円以上）の貸付先について実地調査やオンラインによるバン

クミーティング等を延べ 69 貸付先に実施し、事業の運営実

態を把握するとともに、経営改善につながるアドバイスを行

った。 
○ 経営者による経営状況の的確な把握に資するため、経営サ

ポートセンターと連携し、イエローゾーン先に対する調査時

に、社会福祉法人の経営状況や特別養護老人ホームの人材確

保に関する調査等に関するリサーチレポートを提供したほか、

簡易経営診断ツールを用いて、同種施設の経営指標との比較

結果を 78 貸付先に対して提示し、改善点についてアドバイ

スを行った。 

○ 新型コロナウイルス対応支援資金により令和 2 年度以降、

貸付先が大幅に増加したことを受け、適切な期中管理を実施
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（６）債権悪化の

未然防止を図

るため、貸付

債権のポート

フォリオ分析

を的確に実施

し、効果的・効

率的な債権管

理に努める。 

また、政策

融資を行う機

関としての健

全性を確保す

る観点から、

リスク管理債

権の発生要因

等の分析を行

い、分析結果

実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）債権悪化の

未然防止を図

るため、貸付

債権のポート

フォリオ分析

を的確に実施

し、効果的・

効率的な債権

管理に努め

る。 

また、政策

融資を行う機

関としての健

全性を確保す

る観点から、

リスク管理債

権の発生要因

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ リスク管理債権

の発生要因等の分

析を行い、分析結果

を貸付関係部等に

フィードバックする

とともに、イエロー

ゾーン先に対して

定期的なモニタリ

ングを実施するな

ど、効果的・効率的

な債権管理に努め

ているか。 

 

 

 
 
 
 

するため、次の事項について見直しを図った。 
a 貸付先の決算書等の入力業務の見直し 

貸付先の決算書等の入力業務について業務フロー・シス

テムの見直し等により、アウトソーシングを前提とした各

種態勢の整備を行い、業務プロセスの外部委託により効率

的に業務を実施した。 
b 定型的業務対応に係るコールセンターの活用 

各種届出・変更に係る一般的な問合せに対する電話対応

や、決算書等の提出に係る問合せ対応・未提出先への提出

依頼等の、インバウンド・アウトバウンドにわたる定型的

な電話対応業務について、電話対応に習熟し品質の高い外

部のコールセンターの活用を拡大した。 
c リスク特性の変化を踏まえたイエローゾーン先管理の見直

し 
リスク管理債権化する恐れがある貸付先を把握するイエ

ローゾーン等の仕組みについて、コロナ資金による無担保

債権の上昇を踏まえて保全状況の評価軸を加えることで、

効率的・効果的なモニタリングを実施する仕組みの検討・

構築を図った（実施は令和 4 年度以降） 
  これらの取組とあわせて、派遣職員を含む人員体制の再

配置を行うことで、機構職員を判断・指示業務等のマネジ

メントに集中させ、効率的・効果的な業務実施に努めた。 
 

○ 貸出条件緩和債権の管理について、経営支援機能を発揮す

る観点から、複数回の条件緩和を実施している貸付先へ実地

調査による指導やバンクミーティング等を延べ 72 貸付先に

実施し、経営支援状況を信用リスク分科会に報告した。 

○ 貸付先に係る事業報告書等を毎年度徴求のうえ、イエロー

ゾーン先の抽出基準に基づき経年のデータ分析を行い、分析

結果及び実地調査先等に係る報告を信用リスク分科会に報告

のうえ、関係部署にフィードバックした。 

○ イエローゾーン先として継続的にフォローを実施している

先を中心に経営改善状況や運営状況等を把握するため、実地

調査等（287 貸付先）及び電話等によるモニタリング（延べ

948）を実施し、必要に応じて経営的な助言を行うことによ

り、リスク管理債権化の未然防止を図った。 
○ 改善計画が策定困難な貸付先を対象とした「経営計画策

定・実施の手順」について、より効果的な計画を策定できる

ようにチェックポイントの追加等の見直しを行ったうえで、

35 貸付先に提供し、経営改善に向けた取組みを実施した。 

○ リスク管理債権が増加傾向にあるユニット型特養について、
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を貸付関係部

等にフィード

バックするな

ど、リスク管

理債権に対す

る態勢の強化

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）政策融資の

果たすべき役

割を踏まえ、

経営の悪化あ

るいは悪化が

懸念される貸

付 先 に 対 し

て、貸出条件

緩和等の措置

を講ずること

により経営を

支援し、福祉・

介護及び医療

サービスの供

給体制の維持

を図るよう努

めること。 

 

 

また、き損

する可能性が

等の分析を行

い、分析結果

を信用リスク

分科会及び貸

付関係部にフ

ィードバック

するなど、リ

スク管理債権

に対する態勢

の強化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）政策融資の

果たすべき役

割を踏まえ、

経営の悪化あ

るいは悪化が

懸念される貸

付先に対し

て、貸出条件

緩和等の措置

を講ずること

により経営を

支援し、福祉・

介護及び医療

サービスの供

給体制の維持

を図るよう努

める。 

 

 

また、き損

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 政策融資の果た

すべき役割を踏ま

え、経営が悪化ある

いは悪化が懸念さ

れる貸付先に対し

て、貸出条件緩和等

の措置を講ずるこ

とにより経営を支

援し、福祉・介護及

び医療サービスの

供給体制の維持を

図るよう努めてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
○ き損する可能性

が高い債権の管理

デフォルト分析等を行い、分析結果を信用リスク分科会に報

告のうえ、関係部署にフィードバックした。また、分析結果

を踏まえて、次年度から元金償還を開始する 145貸付先に対

して早期モニタリングを実施し、そのうち償還に懸念ありと

判断した 23 貸付先については、再度モニタリングを行った。 
 

《参考》各年度末の全体のリスク管理債権比率 

年度 

リスク 

管理 

債権比率 

リスク管理 

債権 
総貸付残高 

平成 30 年度 3.17％ 109,150 百万円 3,445,935 百万円 
令和元年度 3.67％ 125,250 百万円 3,412,410 百万円 
令和 2 年度 5.48％ 266,977 百万円 4,873,874 百万円 
令和 3 年度 4.24％ 223,201 百万円 5,263,450 百万円 

※ 新型コロナウイルス感染症及び東日本大震災等の災害に係

るリスク管理債権比率及びリスク管理債権額（令和 3 年度

末：2.65％139,612 百万円） 
※ 令和 3 年度末の総貸付残高には、正常債権に係る未収利息

が含まれている。 

 

○ 貸出条件緩和の実施にあたっては、地域における社会福祉

施設及び医療施設等の維持・存続を支援するという観点から、

貸付先から提出される改善計画書を基に、その事業の公共性

及び必要性、経営状態等を十分に勘案し、個々の貸付先にと

って適切な償還計画を調整のうえ、緩和措置を講じるなど、

「中小企業金融円滑化法」の期限到来後においても、引き続

き対応方針を変えることなく適正に対応した。 
 

 ＜貸出条件緩和の実績＞            （件） 

年度 貸付先数 資金数 

平成 30 年度 161 265 
令和元年度 188 275 
令和 2 年度 198 301 
令和 3 年度 196 271 

計 743 1,112 
 

○ 貸付先の事業や財務の状況等を把握するため、貸付先との

面談等を実施するとともに、必要に応じて施設経営に関する

支援を講じるなど、リスク管理債権化の未然防止を図った。 

 

○ き損する可能性が高い債権については、管理を徹底し、事

前に貸付条件の緩和措置を講じるとともに、必要に応じて債
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高い債権の管

理の徹底を図

るとともに、

必要に応じて

債権保全措置

を的確に実施

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）福祉医療貸

付事業に関す

る評価につい

て、以下の指

標 を 設 定 す

る。 

① 政策融資

を効果的か

つ効率的に

実施するた

め、福祉医

療関係団体

や地方公共

団体に対す

る福祉医療

貸付制度の

周知・広報

を 毎 年 度

100回以上

実施するこ

と。（第３期

中期目標期

間実績（平

成25年度か

する可能性が

高い債権の管

理の徹底を図

るとともに、

必要に応じて

債権保全措置

を的確に実施

する。 

（関連指標） 

○経営の悪化し

た貸付先等へ

の対応実績 

・貸出条件緩和

実績 

・法的措置等に

よる債権回収

実績 

 
（８）福祉医療貸

付事業に関す

る評価につい

て、以下の指

標の達成を目

指す。 

① 政策融資

を効果的か

つ効率的に

実施するた

め、福祉医

療関係団体

や地方公共

団体に対す

る福祉医療

貸付制度の

周知・広報

を 毎 年 度

100回以上

実施する。 

 

 

 

の徹底を図るとと

もに、必要に応じて

債権保全措置を的

確に実施している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報について、中期計

画を達成している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

権保全措置を講じるなど、適切に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 上記①のとおり。 
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ら平成28年
度実績をい

う。以下同

じ。）平均：

98回） 

② 協調融資

金融機関数

について、

中期目標期

間の最終年

度において

第３期中期

目標期間最

終年度と比

べて65機関

以上増加さ

せること。

（第３期中

期目標期間

実績：49機
関（年度平

均 12.3 機

関）） 

③ 正常先及

び要注意先

のうち今後

リスク管理

債権化する

恐れのある

貸付先に係

る実地調査

等を毎年度

55 貸付先以

上に実施す

ること。（平

成 27 年度及

び平成 28 年

度実績平均：

48 貸付先） 

 

 

 

 

 

 

② 協調融資

金融機関数

について、

中期目標期

間の最終年

度において

第３期中期

目標期間最

終年度と比

べて65機関

以上増加さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

③ フォローアッ

プ調査につい

ては、正常先及

び要注意先の

うち今後リス

ク管理債権化

する恐れのあ

る貸付先に係

る実地調査等

を毎年度 55 貸

付先以上に実

施する。 

 
 
 
 
 
○ 協調融資金融機

関数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 今後リスク管理

債権化する恐れの

ある貸付先（イエロ

ーゾーン先）に係る

実地調査等の実施

先数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 

 

 

 

 

 
○ 上記②のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 上記③のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の継続に支
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障がある福祉医療関係施設の事業者に対する経営資金（長期

運転資金）について、優遇融資を実施した。また、国の福祉

医療政策と緊密に連携し、国の策定した補正予算等の内容に

ついて、厚生労働省と調整のうえ、優遇融資の条件を拡充し、

機構ホームページに公表するとともに、福祉医療関係団体に

周知を依頼し、新聞や報道機関等に対しても積極的に PR を

行った。 
○ 新型コロナウイルスに係る優遇融資については、政府によ

る緊急事態宣言の発令等により、電話相談や申請の件数が急

激に増加したことを受けて、「新型コロナウイルス対策融資

業務室」を設置するとともに、「専用コールセンター」を開

設するなど、逼迫する医療機関等の資金繰り支援に対し迅速

に対応するための体制を整備した。また、緊急を要すること

から、貸付業務の基幹システムに連携させる新型コロナウイ

ルス対応支援資金に係るサブシステムを新たに構築すること

により、事務処理期間の短縮を図った。 
○ 国からの要請を受け、福祉医療関係施設の経営状況が大幅

に悪化した場合への備えとして、株式会社地域経済活性化支

援機構（REVIC）の経営ノウハウの提供等機能と機構の優遇

融資との連携を図るため、REVIC と「病院等事業者に対す

る経営支援の連携協定」を締結した。 
○ コロナ禍以後の民間金融機関による福祉医療施設に対する

融資が円滑に進むようコロナ禍における福祉医療施設を取り

巻く環境や経営状況、与信判断や審査のポイントについて、

意見交換や勉強会を通じて、民間金融機関に対して、情報提

供を行った。 
○ 福祉医療関係団体に対して、コロナ禍における福祉医療施

設の経営状況について、情報提供を行うとともに、今般の新

型コロナウイルス感染症の蔓延を受けて、今後必要な融資条

件について、意見交換を実施し、感染症対策を伴う施設整備

に対する優遇融資制度を令和 4 年度から創設することとし

た。 
○ 新型コロナウイルス対応支援資金に係る貸付審査の実績

は、次のとおりである。 
《福祉貸付》                      （単位：件、百万円） 

年度 件数 金額 

令和元年度 22 422 
令和 2 年度 8,691 330,984 
令和 3 年度 7,023 205,651 

計 15,736 537,057 
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《医療貸付》                      （単位：件、百万円） 

年度 件数 金額 
令和元年度 8 314 
令和 2 年度 20,790 1,287,731 
令和 3 年度 3,160 156,111 

計 23,958 1,444,156 
 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた290貸付先（420
資金）から当面 6 か月の返済猶予の申し出を受け、元利金返

済猶予の措置を講じた。また、6 か月の返済猶予期間到来後

は、貸付先の要望を踏まえながら経営状態等を勘案し、引き

続き返済再開が困難な 161 貸付先（236 資金）に対しては返

済猶予措置を延長、58 貸付（74 資金）については返済を再

開した。 
 
○ 新型コロナウイルス対応支援資金により貸付金が大幅

に増加したことに伴い、令和 4 年 3 月期から、建築資金

を主体とする通常の融資と新型コロナウイルス対応支援資

金にグルーピングしたうえで、貸倒引当金を適正に計上し

た。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 福祉医療経営指導事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 4 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉、介護及び医療サービスの安定的かつ効率

的な提供体制を構築することが喫緊の課題となっており、国において「ニッ

ポン一億総活躍プラン」等の政策方針の推進に全力を挙げているところであ

り、福祉、介護及び医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経

営を直接・間接を問わず支援することによりこの取組に寄与する本事業は重

要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802 

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度    ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

セミナーの延べ受

講者数（計画値） 

延べ 16,200 人 

以上 

－ 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 

(16,200 人) 
  予算額（千円） 

316,221 422,019 479,467 455,869 
 

セミナーの延べ受

講者数（実績値） 

－ 3,808 人 4,072 人 

(4,072 人) 

3,496 人 

(7,568 人) 

－ 
※コロナにより 
実施できず 

－ 
※コロナにより 
実施できず 

  決算額（千円） 
422,083 451,125 420,586 503,816 

 

達成度 

 

－ － 125.7％ 107.9％ － －   経常費用（千円） 
401,775 483,796 467,795 475,412 

 

リサーチレポート

件数（計画値） 

延べ 80 件 

以上 

－ 16 件以上 16 件以上 16 件以上 16 件以上 16 件以上 

（80 件） 

 経常利益（千円） 
0 0 0 0 

 

リサーチレポート

件数（実績値） 

－ 20 件 

 

17 件 

(17 件) 

23 件 

(40 件) 

19 件 

(59 件) 

20 件 

(79 件) 
  行政コスト（千円） 

－ 697,159 467,795 475,412 
 

達成度 

 

－ － 106.3％ 143.8％ 118.8％ 125.0％   行政サービス実施コ

スト（千円） 157,995 － － － 
 

マスコミの引用回

数（計画値） 

延べ 340 回以

上 

－ 68 回以上 68 回以上 68 回以上 68 回以上 68 回以上 

（340 回） 

  従事人員数 
30.41 人 32.53 人 33.32 人 37.73 人 

 

マスコミの引用回

数（実績値） 

－ 78 回 

 

133 回 

(133 回) 

145 回 

(278 回) 

129 回 

(407 回) 

143 回 

(550 回) 
         

達成度 

 

－ － 195.6％ 213.2％ 189.7％ 210.3％          
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経営診断の実施回

数（計画値） 

延べ 1,710 件

以上 

－ 342 件以上 342 件以上 342 件以上 342 件以上 342 件以上         

経営診断の実施回

数（実績値） 

－ 429 件 372 回 

(372 回) 

375 回 

(747 回) 

418 回 

(1,165 回) 

411 回 

(1,576 回) 
         

達成度 

 

－ － 108.8％ 109.6％ 122.2％ 120.2％          

※ セミナー延べ受講者数について、令和 2 年度及び令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかったため、定量的指標から除外。 

 
  

（注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 福祉医療経営

指導事業 
少子高齢化が進

展する中、福祉医

療サービスの安定

的かつ効率的な提

供体制を構築する

ことが喫緊の課題

となっている。「ニ

ッポン一億総活躍

プラン」において

も、待機児童解消

の実現を目指した

保育の受け皿整備

や質が高く効率的

な医療提供体制の

実現が挙げられて

おり、こうした課

題に対応していく

ため、福祉医療サ

ービスを担う経営

主体の経営の効率

化、安定化を図り

つつ、施設等の整

備を促進すること

が求められている。 

こうした政策目

的の実現に向け

て、福祉医療経営

指導事業では、民

間の社会福祉施設

及び医療関係施設

等の経営者や地方

公共団体、福祉医

療関係団体等に対

し、公的な立場か

ら経営に関わる正

確な情報や有益な

２ 福祉医療経営

指導事業 

少子高齢化が進

展する中、福祉医

療サービスの安定

的かつ効率的な提

供体制を構築する

ことが喫緊の課題

となっている。「ニ

ッポン一億総活躍

プラン」において

も、待機児童解消

の実現を目指した

保育の受け皿整備

や質が高く効率的

な医療提供体制の

実現が挙げられて

おり、こうした課

題に対応していく

ため、福祉医療サ

ービスを担う経営

主体の経営の効率

化、安定化を図り

つつ、施設等の整

備を促進すること

が求められてい

る。 

こうした国の政

策目的の実現に向

けて、福祉医療経

営指導事業では、

民間の社会福祉施

設及び医療関係施

設等の経営者や地

方公共団体、福祉

医療関係団体等に

対し、公的な立場

から経営に関わる

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間に

おけるセミナーの

延べ受講者数を

16,200 人以上とす

る。 

 

② 中期目標期間に

おける施設の経営

状況に関する調査・

分析結果（リサーチ

レポート）を 80 件

以上公表する。 

 

③ 中期目標期間に

おいて、リサーチレ

ポートで公表した

結果がマスコミの

記事・論文等に引用

された回数を 340
回以上とする。 

 

④ 中期目標期間に

おいて経営診断の

実施件数を延べ

1,710 件以上とす

る。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 中期目標期間におけるセミナーの延べ受講者数について

は、7,568 人となった。ただし、新型コロナウイルスの影響

により集合セミナーが開催できなかった令和2年度及び令和

3 年度は、評価の対象外としている。 
（参考：対象 2 か年平均 3,784 人） 
 

② 施設の経営状況に関する調査・分析結果（リサーチレポー

ト）の公表については、中期計画に基づく毎年度の計画（16
件以上）を達成（平均 19.8 件）した。 

 
 
 
 
③ リサーチレポートで、公表した結果がマスコミの記事・論

文等に引用された回数については、中期計画に基づく毎年度

の計画（68 回以上）を達成（平均 137.5 件）した。 
 
 
 
 
 
④ 経営診断の実施件数については、中期計画に基づく毎年度

の計画（342 件以上）を達成（平均 394 件）した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ セミナーについては、平成 30 年度及び

令和元年度は、年度計画（3,240 人）を上

回る延べ受講者数（平均 3,784 人）を達

成した。令和 2 年度及び令和 3 年度は、

新型コロナウイルスの足元の感染拡大状

況を踏まえ、集合形式での開催を見送り、

代替としてオンラインセミナーを配信し

た。 
なお、オンラインセミナーのログイン

数は 2 か年合計で 20,708 件に上り、集合

形式でのセミナーが開催できない状況下

においても、福祉医療施設の経営を支援

するための情報の提供に努めた。 
セミナーの内容については、医師の働

き方改革など 2040 年に向けた柔軟かつ

持続可能な医療提供体制の構築や、保育・

教育の質の向上と人材の多様性に焦点を

当てるなど幅広い視点に立ったテーマを

設定するとともに、今後の事業展開を見

据えた財務諸表の見方・使い方に係るテ

ーマを設定するなど、受講者の経営管理

等に有用な講義となるよう内容の充実を

図った。 

さらに、機構によるリサーチ結果やコ

ンサル事例等に基づき、機構職員による

講義を実施するとともに、施設整備や経

営管理に関する優良実践事例についての

講義を行うなど、機構の独自性を発揮す

ることができた。 

○ 施設の経営状況に関する調査・分析結

果（リサーチレポート）については、施設

の経営状況や特別養護老人ホーム、保育

所、障害福祉サービス事業所等各施設の

人材確保に関する調査結果など、計 79 件

を作成し、プレスリリース及び機構ホー

ムページで公表したところ、マスコミの

評定 Ａ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○セミナー 
セミナーについては、平成

30 年度及び令和元年度は、

年度計画を上回る延べ受講

者数を達成した。一方、令和

２年度及び３年度は、新型コ

ロナウイルス感染症の感染

防止のため、集合形式による

開催ができない中、オンライ

ンセミナーに切り替えて開

催するなど、コロナ禍におい

ても幅広く福祉医療施設の

経営支援等に関する情報提

供に努めたことについて高く

評価できる。 
セミナーのテーマについて

も、受講者の経営管理等に有

用な講義となるよう、幅広い

視点に立ったテーマを設定

しており、福祉医療施設の経

営を支援する情報発信に努

めている。さらに、機構が保

有するノウハウを活かし機

構職員による施設整備や経

営管理に関する優良事例等

の講義を行うなど、機構の独

自性を発揮した取り組みを

実施している。 

 

○経営状況に関する調査・分

析結果及び公表 

各福祉医療施設の経営状

況に関する調査・分析結果に

ついては、機構ホームページ

等で公表したところ、多くの

マスコミの記事・論文等に引
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知識を提供するセ

ミナーを実施する

こと、あるいは機

構が保有するノウ

ハウを活用して経

営指標の提供や経

営状況を的確に診

断することにより、

福祉、介護及び医

療サービスを安定

的かつ効率的に提

供できる施設の経

営を直接・間接を

問わず支援するこ

とが必要であり、

以下の点に特に留

意してその適正な

実施に努めるこ

と。 

 
 
（１）セミナーに

ついては、民

間の社会福祉

施設や医療関

係施設等の健

全な経営を支

援するため、

機構の独自性

を発揮できる

施設整備・経

営管理に関す

る優良実践事

例や政策動向

の情報提供等

を中心に内容

の充実を図る

こと。 

 
 
 

正確な情報や有益

な知識を提供する

セミナーを実施す

ること、あるいは

機構が保有するノ

ウハウを活用して

経営指標の提供や

経営状況を的確に

診断することによ

り、福祉、介護及

び医療サービスを

安定的かつ効率的

に提供できる施設

の経営を直接・間

接を問わず支援す

ることが必要であ

り、以下の点に特

に留意してその適

正な実施に努め

る。 

 

（１）セミナーに

ついては、民

間の社会福祉

施設や医療関

係施設等の健

全な経営を支

援するため、

機構の独自性

を発揮できる

施設整備・経

営管理に関す

る優良実践事

例や政策動向

の情報提供等

を中心に内容

の充実を図

る。 

（関連指標） 

○セミナーのサ

ービス向上取

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ セミナーについ

て、機構の独自性を

発揮できる施設整

備・経営管理に関す

る優良実践事例や

政策動向の情報提

供等を中心に内容

の充実を図ってい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ セミナーについては、機構によるリサーチ結果やコンサル

事例等に基づき、機構職員による講義を実施するとともに、

施設整備や経営管理に関する優良実践事例についての講義を

行うなど、機構の独自性を発揮した。 

また、地域共生社会の実現に向けた包括的支援のあり方や、

多様なニーズへの対応と地域づくりに焦点を当てたセミナー

を開催するとともに、医療従事者の働き方改革をはじめとし

た人材マネジメント、業務改善事例等を盛り込むなど、各年

度において時宜を得た政策動向に関する情報を提供し内容の

充実を図った。 

これらの結果、平成 30 年度及び令和元年度に 38 回の集

合セミナーを実施し、受講者アンケートによる有用度は

97.7%となった。 

○ 令和 2 年度及び令和 3 年度においては、新型コロナウイル

ス感染症の感染状況を踏まえ、感染拡大リスクを考慮して、

集合形式からオンライン配信に切り替えて開催した。 

オンラインセミナーでは、新型コロナウイルス対策経営セ

ミナーや 2040年に向けた柔軟かつ持続可能な医療提供体制

の構築、保育・教育の質の向上と人材の多様性に焦点を当て

るなど幅広い視点に立ったテーマを設定するとともに、今後

記事・論文等に 550 回引用されており、

一定の評価を得ることができた。 
○ 地方公共団体や社会福祉協議会等に機

構職員を派遣し、福祉・医療に関する政

策動向や経営状況に関する調査・分析結

果に関する講演を行うとともに、社会福

祉法人や医療法人等の福祉・医療の経営

に関する情報を幅広く提供するため、外

部媒体で執筆するなど、福祉医療施設の

経営基盤強化を支援するための取組みを

推進した。 

○ 書面による経営診断については、小規

模多機能型居宅介護事業等 4 種類を新た

に対象施設として追加するなど分析内容

の充実を図った。また、個別支援プログ

ラムについては、新たに「介護医療院移

行支援プログラム」や「人事給与分析プ

ログラム」を開発し、運用を開始した。 

これらの取組みにより、各年度の個別

経営診断件数は目標を上回っており、施

設の健全経営を支援することができた。 
○ 以上のとおり、定性面においては、機

構の独自性を発揮したセミナーの実施及

びリサーチレポートの作成・プレスリリ

ース等により有益な情報を幅広く提供す

ることができた。 
また、調査・分析や経営診断にあたっ

ては、機構が保有する貸付先等から提供

された固有データを有効に活用すること

により、福祉・介護・医療サービスを安

定的かつ効率的に提供できる福祉医療施

設経営に資する取組みを実施した。 
定量面においては、新型コロナウイル

ス感染症の影響により実施できなかった

令和 2 年度及び令和 3 年度のセミナーを

除いた全ての指標で目標値を達成すると

ともに、計画を大幅に上回る実績を上げ

ることができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 

用されており、一定の評価を

得られていることが認められ

る。 
また、地方公共団体や関係

団体等に機構職員による、福

祉・医療に関する政策動向や

経営状況に関する調査・分析

結果に関する講演や、福祉・

医療の経営に関する情報を

幅広く提供するため執筆す

るなど、福祉医療施設の経営

基盤強化の支援に取り組ん

だ。 
 
○経営診断 
 経営診断については、 
・書面による経営診断につい

て、対象施設を新たに追加す

るなど分析内容の充実を図

り、 
・個別支援プログラムついて

は、新たに「介護医療院移行

支援プログラム」や「人事給

与分析プログラム」の開発及

び運用開始、 
等を実施した結果、各年度の

個別経営診断の件数は目標

を上回っており、施設の健全

経営に資する取り組みを行

っている。 
 
○評価 
定量面では新型コロナウイ

ルス感染症の影響により実

施できなかった令和２年度

及び３年度のセミナーを除

く全ての指標について、大き

く目標値を上回っており、定

性面においても、機構の独自

性を発揮したセミナーの実

施及びリサーチレポートの
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（２）施設経営者等

が施設の経営

状況を的確に

把握すること

ができるよう、

経営状況に関

する調査・分

析・公表を行う

こと。さらには、

施設の経営基

盤の強化を支

援するため、分

析内容の充実

を図るなどの

取組を行うこ

と。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

組実績 

・開催回数 

・セミナー有用

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設経営者等

が施設の経営

状況を的確に

把握すること

ができるよう、

経営状況に関

する調査・分

析・公表を行う

こと。さらに

は、施設の経営

基盤の強化を

支援するため

の取組を行い、

調査・分析結果

の利活用の促

進に努める。 

（関連指標） 

○福祉医療分

野における情

報提供実績 

・講師派遣回数 

・外部媒体執筆

件数 

・社会福祉法人

経営動向調査

モニター法人

数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 施設経営者等が

施設の経営状況を

的確に把握するこ

とができるよう、経

営状況に関する調

査・分析・公表を行

っているか。さらに

は、施設の経営基盤

の強化を支援する

ための取組を行い、

調査・分析結果の利

活用の促進に努め

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の事業展開を見据えた財務諸表の見方・使い方に係るテーマ

を設定するなど、受講者の経営管理等に有用な講義となるよ

う内容の充実を図った。 

 これらの結果、令和 2 年度及び令和 3 年度のオンラインセ

ミナーの延べログイン数は 20,708 件となり、受講者アンケ

ートによる有用度については令和 2 年度 99.0%、令和 3 年

度 95.2%となった。 

○ 社会福祉法人の監査・指導を行う行政担当者等を対象とし

て、社会福祉法人の制度や会計の概要、監査・指導時に必要

な知見、経営分析のポイントについて、機構職員を講師とし

た「行政担当者向け事業者支援セミナー」を開催し、自治体

における社会福祉法人支援の高度化に資する情報提供を行っ

た。（実績：受講者数 306 人） 

 
○ 施設及び運営法人の経営を支援するため、人材確保に関す

るアンケート調査等を実施するとともに、施設の経営状況や

アンケート結果に関するリサーチレポート等を作成のうえ、

プレスリリースし、機構ホームページで公表した。（実績：

79 回） 
○ 社会福祉法人の課題や経営状況を定期的に把握するため、

「社会福祉法人経営動向調査」を実施（実績：12 回、調査対

象平均 557 法人）した。また、病院及び病院を運営する医療

法人の課題や経営状況の実感を定期的に把握するため、「病

院経営動向調査」を実施（実績：22 回、調査対象平均 298.1
病院）した。 

○ これらのリサーチ結果の公表により、マスコミに 550 回記

事として引用された。 
○ 地方公共団体や社会福祉協議会等に職員を派遣し、福祉・

医療に関する政策動向や経営状況に関する調査・分析結果に

関する講演を行った。（実績：合計 150 回、うちオンライン

配信 21 回） 
○ 社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員

（厚生労働省）、社会福祉法人経営指導強化事業検討委員会

（厚生労働省）、高齢者福祉事業経営委員会（全国社会福祉

法人経営者協議会）など、国等が設置する有識者会議等に、

機構職員が構成員として参画した。（実績：32 会議） 
○ 社会福祉法人や医療法人等の福祉・医療の経営に関する情

報を幅広く提供するため、外部媒体に執筆した。（実績：83
本） 

○ 顧客サービス向上の観点から、WAM NET 基盤を活用し

て福祉医療貸付事業の貸付先が自らの施設の経営状況と経営

特になし。 
 

 
 
 

公表等により有益な情報を

幅広く提供するなど、独自の

取組による安定的かつ効率

的な施設の運営支援に努め、

多岐に渡る取組みを実施し

官民問わず有益な情報を提

供していることを総合的に

勘案し、「Ａ」評価とする。 
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（３）経営診断につ

いては、福祉医

療貸付事業と

連携しつつ、経

営の悪化ある

いは悪化が懸

念される施設

のほか、制度改

正等への対応

や人事体系の

構 築 な ど の

個々の法人・施

設が抱える課

題の解決に重

点を置いた診

断・支援の手

法・内容の充実

を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（３）経営診断に

ついては、福

祉医療貸付

事業と連携し

つつ、経営の

悪化あるいは

悪化が懸念さ

れる施設のほ

か、制度改正

等への対応や

人事体系の構

築などの個々

の法人・施設

が抱える課題

の解決に重点

を置いた診

断・支援の手

法・内容の充

実を図る。 

（関連指標） 

○経営診断のサ

ービス向上取

組実績 

・経営診断有用 

 度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
○ 経営診断につい

て、福祉医療貸付事

業と連携しつつ、経

営の悪化あるいは

悪化が懸念される

施設のほか、制度改

正等への対応や人

事体系の構築など

の個々の法人・施設

が抱える課題の解

決に重点を置いた

診断・支援の手法・

内容の充実を図っ

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標を比較することができる「経営指標自己チェックシート」

（無料診断）サービスを提供し、施設経営者への支援を行っ

た。（対象施設：特別養護老人ホーム、ケアハウス、保育所・

認定こども園、病院、介護老人保健施設／利用件数：全 6,643
件） 

 
○ 個々の法人・施設が抱える課題の解決に重点を置いた診断・

支援として、経営診断を合計 1,576 件実施した。また、経営

診断の利用者に対するアンケートでの有用度は 100.0%であ

った。 
経営診断メニュー 実績 

経営診断 1,516 件 
経営分析プログラム 15 件 
個別支援プログラム 34 件 
人事給与分析プログラム 10 件 
介護医療院移行支援プログラム 1 件 

 
○ 書面による経営診断について、小規模多機能型居宅介護事

業等 4 種類を対象施設として新たに追加し、診断種類の充実

を図った。 
○ 個別支援プログラムについては、法人・施設の個別のニー

ズに合わせた改善の方向性や改善策を提示するとともに、制

度改正への対応や人事体系の構築を支援するため、新たに令

和元年度から「人事給与分析プログラム」、令和 3 年度から

「介護医療院移行支援プログラム」を開発し、運用を開始し

た。 
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（４）福祉医療経営

指導事業に関

する評価につ

いて、以下の指

標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）福祉医療経営

指導事業に関

する評価につ

いて、以下の指

標の達成を目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 地域医療構想の推進等を支援するため、次のとおり、国や

地方公共団体等からの業務を受託した。 
年度 委託元 受託業務 

平成 
30 年度 

和歌山県 
公的病院の再編・ネットワーク

化に係る経営分析等業務委託 
全国更生保護 
法人連盟 

継続保護事業を営む更生保護

法人等の経営分析業務 

令和 
元年度 

和歌山県 
公的病院の再編・ネットワーク

化に係る経営分析等業務委託 

法務省 
更生保護施設等更生保護関係

団体の活動に係る民間資金の

活用のための実態調査等業務 

東京都 
施設・居住系サービス事業者運

営状況調査 

令和 
2 年度 

和歌山県 
公的病院の再編・ネットワーク

化に係る経営分析等業務委託 

大分県 
地域医療構想セミナー開催事

業委託業務 

横浜市 
医師等の働き方改革に向けた

取組支援事業業務 

令和 
3 年度 

北海道置戸町 

養護老人ホーム及び特別養護

老人ホームの経営分析支援業

務にかかるコンサルティング業

務 

一般社団法人 

東京都病院協会 

新型コロナウイルス感染症下に

おける東京都の病院の運営状

況と補助金等経営支援の状況

に関する調査 

厚生労働省 

医政局 

医療機関における医師作成文

書等の運用並びに事務負担等

に関する調査・研究事業 

都道府県における医療勤務環

境改善に関する令和 2 年度活

動実績及び令和 3 年度活動計

画に係る集計分析業務 
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① セミナー

については、

中期目標期

間における

延べ受講者

数を 16,200
人以上とす

ること。（第

３期中期目

標期間実績：

12,926 人

（年度平均

3,232 人）） 
② 施設の経

営状況に関

する調査・分

析結果（リサ

ーチレポー

ト）について

は、中期目標

期間におい

て 80 件以上

公表するこ

と。（平成 26
年度から平

成 28 年度実

績：レポート

公表 47 件

（年度平均

15.7 件）） 
③ 公表した

結果がマス

コミの記事・

論文等に引

用された回

数を中期目

標期間にお

いて 340 回

以上とする

こと。（平成

指す。 

① セミナー

については、

中期目標期

間における

延べ受講者

数を 16,200
人以上とす

る。 

 

 

 

 

 

② 施設の経

営状況に関

する調査・分

析結果（リサ

ーチレポー

ト）について

は、中期目標

期間におい

て 80 件以上

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 公表した

結果がマス

コミの記事・

論文等に引

用された回

数を中期目

標期間にお

いて 340 回

以上とする。 

 

 
○ セミナーの延べ

受講者数について、

中期計画を達成し

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 施設の経営状況

に関する調査・分析

結果の公表件数に

ついて、中期計画を

達成しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 公表した結果が

マスコミの記事・論

文等に引用された

回数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 
 
 
 

 
○ 上記①のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響により、

令和 2 年度と令和 3 年度は集合セミナーを実施できなかっ

たが、代替措置として無料オンラインセミナーの配信を実施

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記③のとおり。 
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26 年度から

平成 28 年度

実績：記事等

引 用 回 数

199 件（年度

平 均 66.3
件）） 

④ 経営診断

については、

中期目標期

間において

延 べ 1,710
件以上の診

断を実施す

ること。（第

３期中期目

標期間実績：

1,363 件（年

度平均340.8
件）） 

 

 

 

 

 

 

 

④ 経営診断

については、

中期目標期

間において

延 べ 1,710
件以上の診

断を実施す

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
○ 経営診断の実施

延べ件数について、

中期計画を達成し

ているか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
○ 上記④のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ セミナー年間実施計画に基づくセミナーに加えて、新型コ

ロナウイルスの感染拡大をはじめとした期中の経営環境の変

化を踏まえ、福祉医療施設の経営支援のため、「新型コロナ

ウイルス対策経営セミナー」、「高齢者施設政策・経営セミナ

ー」をオンラインで配信した。 
「新型コロナウイルス対策経営セミナー」は、福祉・医療

の現場での不安やストレスに適切に向き合い、with／afterコ
ロナを踏まえた今後の経営や安定した組織運営の在り方に関

する講義を行った。 
また、「高齢者施設政策・経営セミナー」は、令和 3 年 4

月の介護報酬改定で義務付けられた新型コロナウイルス感染

症対策や災害対応など、最新の話題に関する講義を行った。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

  
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 社会福祉振興助成事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 7 号及び第 8
号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 798・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

平均処理期間 
（計画値） 

22 日以内 － 22 日以内 22 日以内 22 日以内 22 日以内 22 日以内  予算額（千円） 
954,168 906,842 844,336 13,189,18 

 

平均処理期間 
（実績値） 

－ 20.9 日 18.5 日 18.3 日 20.7 日 17.0 日   決算額（千円） 
973,246 888,390 856,860 812,114 

 

達成度 
 

－ － 118.9％ 120.2％ 106.3％ 129.4％   経常費用（千円） 
972,967 894,110 854,204 811,618 

 

助成事業の利用者

満足度（計画値） 

最高評価の率

60％以上 
－ 60％以上 60％以上 60％以上 60％以上 60％以上  経常利益（千円） △ 95 △1 △9,668 △81 

 

助成事業の利用者

満足度（実績値） 

－ 62.3％ 65.8％ 67.4％ 69.5％ 66.1％   行政コスト（千円） 
－ 1,034,509 854,204 811,618 

 

達成度 
 

－ － 109.7％ 112.3％ 115.8％ 110.2％   行政サービス実施コ

スト（千円） 641,786 － － － 
 

         従事人員数 
 

6.90 人 6.97 人 6.77 人 6.22 人 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 社会福祉振興

助成事業 
社会福祉振興助

成事業（以下「助成

事業」という。）につ

いては、NPO 等の

非営利法人が行う

民間の創意工夫あ

る活動や地域に密

着したきめ細かな活

動、特に制度の谷間

にいる要支援者を

支える活動等に対

して効果的な助成

を行うことにより、

地域共生社会の実

現に寄与するととも

に、助成先法人等

が、助成期間内の活

動だけにとどまら

ず、継続的に活動す

るための自立的運

営を行う基盤を構

築できるよう、事業

実施の支援及び事

後評価を適切かつ

効果的に実施し、助

成期間後の助成先

法人等の活動の発

展・充実にも資する

よう、以下の点に特

に留意してその適

正な実施に努める

こと。 
 
 
（１）助成事業の募

集にあたって

３ 社会福祉振興

助成事業 
社会福祉振興助

成事業（以下「助成

事業」という。）に

ついては、NPO 等

の非営利法人が行

う民間の創意工夫

ある活動や地域に

密着したきめ細か

な活動、特に制度の

谷間にいる要支援

者を支える活動等

に対して効果的な

助成を行うことに

より、地域共生社会

の実現に寄与する

とともに、助成先法

人等が、助成期間内

の活動だけにとど

まらず、継続的に活

動するための自立

的運営を行う基盤

を構築できるよう、

事業実施の支援及

び事後評価を適切

かつ効果的に実施

し、助成期間後の助

成先法人等の活動

の発展・充実にも資

するよう、以下の点

に特に留意してそ

の適正な実施に努

める。 
 
 

（１）助成事業の募

集にあたって

＜主な定量的指標＞ 
①  助成金申請書

の受理から交付

決定までの平均

処理期間を 22 日

以内とする。 

 

②  助成事業が対

象とした利用者の

満足度（4 段階評

価のうち最高評

価の率）を60％以

上とする。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 助成事業の募集

にあたっては、国が

＜主要な業務実績＞ 
① 助成金申請書の受理から助成決定までの平均処理期間は、

毎年度 22 日以内を維持（平均 18.6 日）し、中期計画を達成

した。 
 
 
 
② 助成先団体の助成事業の利用者に対するアンケート調査を

実施した結果、毎年度 60％を上回る（平均 67.2％）利用者

から「とても満足」との回答を得ており、中期計画を達成し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 毎年度、助成事業の募集にあたり、政策動向や国民ニーズ、

前年度の助成事業の事後評価結果、今年度の助成事業の実施

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 各年度助成事業の募集にあたっては、

政策動向や国民ニーズ等を踏まえ、国と

協議のうえ募集要領を策定・公表するこ

とで、政策的に必要なテーマに重点化し

て募集することができた。 
○ 各年度、事業評価の実施とともに、審

査・評価委員会委員の意見集約や前年度

に実施した助成事業で事業完了時に提出

された助成事業への意見・要望等や社会

の変化に伴い新たに発生した課題にも対

応することを踏まえ、要望書様式や助成

テーマ、「通常助成事業」の対象経費や「モ

デル事業」の要件など助成事業のプログ

ラムの見直しを行った。 
○ 助成事業の選定にあたっては、国及び

審査・評価委員会の了承を得たうえで公

表した募集要領に基づき、同委員会にお

いて審査・採択し、公正性、客観性及び

透明性を確保することができた。 
○ 中期目標期間における助成事業の助成

金申請書の受理から助成決定までの平均

処理期間は 18.6 日となり、中期計画の目

標値（22 日以内）を上回る実績を上げる

ことができた。 
○ 各年度助成事業の全ての助成先団体に

対して進捗状況の確認調査を実施し、事

業の実施状況についてフォローを行った。 
○ 助成金の不正受給や不正使用の防止の

観点から、完了報告時におけるチェック

に加え、監査部門との連携によるチェッ

ク体制を継続するとともに、不正が明ら

かになった場合の対応として、機構が団

体名等を公表できる旨を内定団体向けの

事業実施説明動画において説明するなど、

助成先団体のガバナンス強化を図った。 
○ 各年度の助成事業の事後評価について

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○平均処理期間 
中期計画の目標指標であ

る助成金申請書の受理から

助成決定までの平均処理期

間は、第４期中期目標期間中

（令和３年度まで）の平均

で、目標を上回る実績をあげ

ている。 
 
○助成先のフォロー・ガバナ

ンス強化 
各年度助成事業の全ての

助成先団体に対して事業の

実施状況のフォローに努め

ている。 
また、助成金の不正受給や

不正使用の防止の観点から、

事業完了時の完了報告にお

けるチェックに加え、監査部

門と連携したチェック体制

を継続するとともに、不正が

明らかになった場合は機構

が団体名等を公表できる旨

を、内定団体向けの事業実施

説明動画において説明する

など、助成先団体に対するガ

バナンス強化が図られてい

る。 
 
○利用者の満足度 
助成先団体が実施する事

業の利用者満足度は、67.2%
の利用者から最高評価であ

る「とても満足」との回答を

得ており（中期目標期間にお

ける達成度平均 112.0％）、
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は、地域共生社

会の実現など

の国が示した

社会福祉政策

を振興する上

で必要なテー

マに重点化し、

毎年度、国と協

議の上、助成方

針を定め公表

するとともに、

NPO 等の非営

利法人が実施

する分野横断

的な事業や他

団体と連携・協

働する事業等

を選定するこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は、地域共生社

会の実現など

の国が示した

社会福祉政策

を振興する上

で必要なテー

マに重点化し、

毎年度、国と協

議の上、助成方

針を定め公表

するとともに、

NPO 等の非営

利法人が実施

する分野横断

的な事業や他

団体と連携・協

働する事業等

を選定する。 
（関連指標） 

○募集及び採

択実績 

・募集及び採

択の件数・

金額 

○募集等に係

る周知実績 

・周知活動回

数（メール

マガジン、

Twitter、
Facebook
等） 

○他団体との

連携・協働

による効果 

・新たに他団

体･関係機関

等との連携の

効果があった

事業の割合 

 

示した社会福祉政

策を振興する上で

必要なテーマに重

点化し、毎年度、国

と協議の上、助成方

針を定め公表する

とともに、NPO 等

の非営利法人が実

施する分野横断的

な事業や他団体と

連携・協働する事業

等を選定している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

状況を踏まえ、国と協議のうえ各年度ごとに「社会福祉振興

助成事業募集要領」（通常助成事業版及びモデル事業版）を

策定し、公表した。 
○ 令和 3 年度事業から、新型コロナウイルス感染症により顕

在化・深刻化した課題等に対応する事業については、審査に

おける採点時に加点する枠組みを設けた。また、令和 4 年度

事業には、社会の変化に伴い新たに発生した課題にも対応す

るため、近年増加しているヤングケアラーへの支援などを踏

まえ、助成テーマの見直しを行ったほか、事業の発展性が期

待できるものについては2か年にわたり採択することや正職

員の人件費の一部を対象経費とするなど見直しを行った。 
○ モデル事業では、社会課題が一層複雑化する中、これまで

民間福祉活動団体が培ってきたノウハウや連携体制をもと

に、事業を通じて新たに明らかとなった課題や社会的に認知

が進んでいない課題に対応することを目的とした。募集にあ

たっては、毎年度、事業評価結果及び審査・評価委員からの

助言を踏まえ、要件の明確化や見直しを行った。 
○ 上記に加え、令和 3 年度補正予算にて、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、孤独・孤立に陥る危険性の高い生活

困窮者やひきこもり状態にある者等への支援活動を実施する

団体に対し、助成事業することとし、国と協議のうえ「令和

3 年度社会福祉振興助成事業募集要領」（コロナ禍における

生活困窮者及びひきこもり支援に係る民間団体活動助成事

業）を策定し、公表した。 
○ 各年度における助成実績は、次のとおりである。 
（（ ）書はモデル事業の再掲） 
＜助成実績＞             （金額の単位：百万円） 

年度 募 集 採 択 交 付 
件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成 
30 年度 

497 
(69) 

2,163 
(285) 

163 
(13) 

622 
(32) 

160 
(13) 

608 
(32) 

令和 
元年度 

505 
(145) 

2,612 
(1,069) 

139 
(4) 

624 
(31) 

136 
(4) 

608 
(31) 

令和 
2 年度 

427 
(59) 

2,048 
(442) 

143 
(5) 

618 
(40) 

141 
(5) 

608 
(40) 

令和 
3 年度 

605 
(83) 

3,111 
(671) 

133 
(7) 

619 
(57) 

132 
(7) 

609 
(57) 

令和 
3 年度 
補正予算 

214 1,390 69 465 ― ― 

令和 
4 年度 

497 
(56) 

2,745 
(495) 

123 
(7) 

604 
(68) 

― 
(―) 

― 
(―) 

計 2,745 
(412) 

14,069 
(2,962) 

770 
(36) 

3,552 
(228) 

569 
(29) 

2,433 
(160) 

は、審査・評価委員会において策定した

評価方針に基づき、助成先団体による自

己評価、ヒアリング評価、書面評価を重

層的に実施した。特に、ヒアリング評価

にあたっては、助成先団体との対話やス

コアリング評価の手法を用いるなど効果

的かつ効率的に実施するとともに、委員

によるヒアリング評価については複数の

委員で協議して評価を決定することによ

り、評価結果の精度や客観性の向上を図

った。 
○ 事後評価結果については報告書として

取りまとめ、審査・評価委員会の了承を

得たうえで公表し、特に優れた助成事例

について、機構ホームページ等で広く周

知した。 
○ 以上のとおり、当該事業内において

PDCAサイクルの仕組みを構築しており、

効果的な資金助成を実現している。助成

事業の成果（効果）については、助成先

団体が実施する事業の利用者（エンドユ

ーザー）を対象とした満足度調査を実施

した結果、67.2%の利用者から最高評価で

ある「とても満足」との回答を得ており

（中期目標期間における達成度平均

112.0％）、助成先団体のみならず、助成事

業のエンドユーザーに対する高い効果（満

足度）を確認することができた。 
  また、助成先団体については、助成先

のうち、80％以上の団体から「助成事業

を通じて新たに他団体・関係機関との連

携等があった」との回答があり、助成事

業の実施による波及効果を確認すること

ができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

 

助成先団体のみならず、助成

事業の利用者からも高い評

価を受けていると言える。 
また、助成先団体に対する

調査で 80%以上の団体から

「助成事業を通じて新たに

他団体・関係機関との連携等

があった」との回答を受けて

おり、助成事業の実施による

着実な波及効果を確認でき

た。 
 
○追加対応措置 
令和３年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響によ

り、孤独・孤立に陥る危険性

が高い生活困窮者や引きこ

もり状態にある者等に対す

る支援を実施する団体に対

する支援策として、令和３年

度補正予算（令和⒋年度に

繰越）において、事業規模を

拡大して助成事業の募集及

び採択を実施するなど、緊急

的な国の政策動向に着実に

対応している。 
 
○事後評価 
各年度の助成事業の事後

評価については、助成先団体

による自己評価、ヒアリング

評価、書面評価を重層的に実

施し、特にヒアリング評価に

あたっては、助成先団体との

対話やスコアリング評価の

手法を用いるなど効果的か

つ効率的に実施し、複数の委

員で協議して評価を決定す

るなど、評価結果の精度や客

観性の向上に取り組んでい

る。 
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（２）助成金申請業

務の効率化に

より、助成金申

請書の受理か

ら交付決定ま

での平均処理

期間の短縮を

図ること。 
なお、効率化

にあたっては、

「IT 利活用に

係る基本指針」

（平成 27 年 6
月高度情報通

信ネットワー

ク社会推進戦

略本部策定）を

踏まえること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）助成金申請業

務の効率化に

より、助成金申

請書の受理か

ら交付決定ま

での平均処理

期間の短縮を

図る。 
なお、効率化

にあたっては、

「IT 利活用に

係る基本指針」

（平成 27 年 6
月高度情報通

信ネットワー

ク社会推進戦

略本部策定）を

踏まえること

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 助成金申請業務

の効率化により、助

成金申請書の受理

から交付決定まで

の平均処理期間の

短縮を図っている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 毎年度、助成事業に係る募集をメールマガジン、Facebook、
募集説明動画等で周知した。 
その他、WAM 助成の年間を通じた事業の周知及び利用促

進を図るため、内閣府「NPO ホームページ」への WAM 助

成バナーの設置を継続するとともに、WAM 助成普及用チラ

シ及びポスターに加え、新たに WAM 助成普及用パンフレッ

トを作成し、全国各地の行政機関、社会福祉協議会、NPO 支

援センター等に配布した。 
上記の取組みに加え、応募手続きの簡素化（機構ホームペ

ージからの応募フォームへの入力方法等の改善）や募集開始

時期を早めるなど、応募件数の増加につながる取組みを実施

した。 
○ 助成事業の助成先団体による事業実績（569 事業）のうち、

「助成事業を通じて新たに他団体・関係機関との連携等があ

った」とする助成先団体が 82.2％（468 事業）、「事業完了後

も連携を継続していく見込み」とする助成先団体が 93.7％
（533 事業）との回答を得た。また、連携にあたっては、行

政・社協・大学・企業等の多機関による強みを活かした連携

や、地域内の行政・企業等との連携に加えて地域外の支援団

体との広域ネットワークを構築した連携などの事例がみられ

た。 
 
○ 助成金申請業務については、採択団体別に機構専任担当者

を配置し、細やかな調整事項に対応できる体制を構築してい

ることに加え、内定事務説明動画の配信等により、採択団体

が円滑に助成金申請手続きを行えるようにするなど、助成金

申請の受理から交付までの平均処理期間の短縮に取り組ん

だ。 
○ 「IT 利活用に係る基本指針」を踏まえ、機構ホームページ

からの応募フォームへの入力方法等の改善による応募手続き

の簡素化や審査や事業評価に係るデータ授受等を安全に行う

ための専用の連絡システムの機能の充実による審査・評価委

員と機構間の連絡・調整業務の効率化を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 

また、評価結果報告書は公

表するだけでなく、特に優れ

た助成事例について、機構ホ

ームページや WAM 助成 e-
ライブラリー等で広く周知

に努めている。 
 
○申請手続き等の効率化 
 申請手続き等については、

機構ホームページを通じて

オンライン手続きが可能に

なるなど簡素化を図り、ま

た、審査・評価委員と機構間

で審査や事業評価に係る連

絡・調整をする際のデータ授

受等を安全に行うための連

絡システムの充実化を図る

など、事業全体の効率化に努

めている。 
 
○評価 
定量的な目標達成に加え、

継続して評価手法の改善や

優良事例の周知に努め、また

助成事業を通じて助成団体

内外に対して波及する効果

を上げるなど、効果的な助成

ができており、所期の目標を

達成していると見込まれる

ことから、「Ｂ」評価とする。 
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（３）助成先法人等

のコンプライア

ンス確保の観

点から、ガバナ

ンス強化の支

援を充実させ

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、助成期

間後の助成先

法人等の活動

の発展・充実に

資するよう、事

後評価を行う

とともに、事後

評価結果につ

いては、助成先

法人等に対し、

適切にフィー

ドバッグした上

で、次年度の募

集要領等に反

映させること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

とする。 
 

（３）助成先法人等

のコンプライ

アンス確保の

観点から、ガバ

ナンス強化の

支援を充実さ

せる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
また、助成期

間後の助成先

法人等の活動

の発展・充実に

資するよう、事

後評価を行う

とともに、事後

評価結果につ

いては、助成先

法人等に対し、

適切にフィー

ドバッグした

上で、次年度の

募集要領等に

反映させる。 
（関連指標） 

○期中支援の充

実 

・進捗状況調査

等の実施件数 

○助成先法人

等の活動の発

展・充実 

 
 
○ 助成先法人等の

コンプライアンス

確保の観点から、ガ

バナンス強化の支

援を充実させてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 助成期間後の助

成先法人等の活動

の発展・充実に資す

るよう、事後評価を

行うとともに、事後

評価結果について

は、助成先法人等に

対し、適切にフィー

ドバッグした上で、

次年度の募集要領

等に反映させてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 助成事業の内定団体に対しては事業実施説明会を開催し、

事業を適切に実施するための留意事項や助成先団体として整

備すべき体制などについて説明することにより、ガバナンス

強化の重要性に係る意識づけを行った。 
○ 不正な手段により助成金の交付を受け、他の用途に使用し

た場合や、その他規程等に違反する悪質な行為により助成決

定の取消し等を行った場合の公表について、募集要領に留意

事項として明記し、注意喚起を行った。 
○ ガバナンス強化の取組みとして、監査室と連携し、助成先

について、書面による内部監査や実地検査を実施した。（書

面監査件数：40 件、実地検査数：30 件） 
○ 助成先団体に対する進捗状況調査において、調査票に団体

のガバナンス体制に係るチェック項目を設けて実施するとと

もに、課題を抱えている団体等に対しては、適宜、課題解決

のための相談・助言を実施した。 
 
○ 助成事業の事後評価については、審査・評価委員会におい

て策定した評価方針に基づき、助成先団体による自己評価（全

589 団体）、審査・評価委員会又は機構事務局によるヒアリ

ング評価（115 団体）及び書面評価（466 団体）を実施した。 
○ 審査・評価委員会又は機構事務局によるヒアリング評価に

ついては、ヒアリング内容を団体に書面でフィードバックし、

優良事例は事業評価報告書に取りまとめるとともに、機構ホ

ームページで公表した。 
また、ヒアリング等で審査・評価委員から上がった意見を

踏まえ、次年度の募集要領・様式の見直しを行った。 
○ 事業評価報告書については、行政と連携して地域共生社会

の実現に向けた取り組みや、制度化につながった事例につい

て紹介する等、これまでの WAM 助成の成果を新たに掲載す

る等の見直しを行った。 
○ 継続的な助成の成果普及とNPO等の民間福祉活動の振興

を図ることを目的としたシンポジウム等を開催した。 
平成 30 年度には、持続可能な福祉社会を目指し、行政や

企業等との「連携」を重視し成果を生み出した助成先団体の

取組みを紹介、令和元年度においては「「協力」と「対話」

からみえたもの」として、民間福祉活動における「社会との

コミュニケーション」のあり方について考えることにより、

民間福祉団体の事業運営に資することを目的として開催し

た。 
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（４）助成事業が円

滑に実施され、

助成先法人等

が行う事業の

継続・発展に繋

がるよう、適切

な相談・助言に

努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）助成事業に関

する評価につ

いて、以下の指

標を設定する。 
 

・助成事業報告

会（WAMセミ

ナー）におけ

る満足度 

 
 
 
 
 
（４）助成事業が円

滑に実施され、

助成先法人等

が行う事業の

継続・発展に繋

がるよう、適切

な相談・助言に

努める。 
（関連指標） 

 ○助成事業の継

続率 

 ・助成事業1年
経過後におけ

る事業継続率

（助成事業と

同程度以上） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）助成事業に関

する評価につ

いて、以下の指

標の達成を目

指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 助成事業が円滑

に実施され、助成先

法人等が行う事業

の継続・発展に繋が

るよう、適切な相

談・助言に努めてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  令和 2 年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響

を鑑み開催を中止したが、令和 3 年度は地域共生社会の実現

に向け、中心的な担い手となる行政との協働並びに優れた取

組みを普及させる目的でNPO法人等による地域の福祉課題

の解決に資するため、「NPO と行政との協働の現在地～地域

共生社会の実現に向けて～」をオンラインで開催した。オン

ラインで開催することで、集合開催よりも多くの参加申し込

みがあった。 
 
○ 令和 2 年度助成募集説明会では、機構主催の 3 か所（東京

都、大阪府、福岡県）に加え、行政や各地域で NPO 法人を

支援する中間支援団体が主催の 3 地域（北海道、千葉県、愛

知県）においても開催し、より多くの NPO 法人等に向けて

助成事業の周知及び相談を行った。令和 3 年度以降の WAM
助成募集の説明については、集合形式に代えて、募集説明動

画を作成・公開するとともに、中間支援組織を通じて参加者

を募集したオンライン募集説明会を開催することにより、さ

らに多くのNPO法人等に向けて助成事業の周知及び相談に

応じた。 
○ 進捗状況調査やヒアリング評価等を通して助成先団体の活

動を直接確認し、助成先団体との意見交換を行うとともに、

事業の継続、発展及び改善のための相談・助言を行った。 
○ WAM 助成 e-ライブラリー（電子図書館）の更新を行い、

これまでの採択事業 9,411 件分を掲載し、事業開始の際など

に参考となる情報を提供した。また、WAM 助成 e-ライブラ

リーでは、事業区分、地域別や助成金額に加え、キーワード

やフリーワードによる検索機能を設定したほか、検索方法を

分かりやすく提示することにより、利用者の利便性にも配慮

した。 
○ 助成事業の成果普及及び利用促進を図るとともに、民間福

祉団体における活動の参考とするため、月刊誌 WAM「いき

いきチャレンジ」に掲載された助成事業の概要及び優良事例

を「WAM 助成レポート」として冊子にまとめ、NPO 法人、

行政、中間支援組織などへ配布するとともに機構ホームペー

ジに掲載した。 
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① 助成金申

請書の受理

から交付決

定までの平

均処理期間

を 22 日以内

とすること。

（第３期中

期目標期間

実績：平均

22.9 日） 
② 助成事業

が対象とし

た利用者の

満足度（4 段

階評価のう

ち最高評価

の 率 ） を

60％以上と

すること。

（第３期中

期目標期間

実績平均：

59.3％） 
 

① 助成金申

請業務の効

率化により、

助成金申請

書の受理か

ら交付決定

までの平均

処理期間を

22 日以内と

する。 
 
② 助成事業

が対象とし

た利用者の

満足度（4 段

階評価のう

ち最高評価

の 率 ） を

60％以上と

する。 

○ 助成金申請書の

受理から交付決定

までの平均処理期

間について、中期計

画を達成している

か。 
 
 
 
 
 
○ 助成事業が対象

とした利用者の満

足度が中期計画を

達成しているか。 

○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 

 
 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

  
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 退職手当共済事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
社会福祉施設職員等退職手当共済法第 18 条 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 9 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉サービスの安定的かつ効率的な提供体制を

構築することは喫緊の課題であり、その担い手である福祉人材の確保が必要

であるため、国において「ニッポン一億総活躍プラン」等の政策方針の推進

に全力を挙げているところであり、社会福祉施設職員等退職手当共済制度を

安定的に運営し、社会福祉施設等に従事する職員の処遇改善を図り、福祉人

材の確保に資する本事業は重要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 793・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度    ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

平均事務処理期間 
（計画値） 

42 日以内 － 42 日以内 42 日以内 42 日以内 42 日以内 42 日以内  予算額（千円） 
115,190,065 121,103,262 123,295,310 121,879,937 

 

平均事務処理期間 
（実績値） 

－ 36.9 日 41.4 日 39.9 日 41.0 日 35.1 日   決算額（千円） 
111,221,707 114,763,250 116,981,396 117,579,115 

 

達成度 
 

－ － 101.4％ 105.3％ 102.4％ 119.7％   経常費用（千円） 
106,737,381  113,065,967 116,413,744 115,738,194 

 

退職届作成システム

の利用割合（計画値） 
30％以上 － 30％以上 30％以上 30％以上 30％以上 30％以上  経常利益（千円） 

5,186,851 1,404,572 208,701 2,102,927 
 

退職届作成システム

の利用割合（実績値） 
－ 33.7％ 34.6％ 41.4％ 49.4％ 52.4％   行政コスト（千

円） 
－ 116,588,411 118,166,617 118,971,589 

 

達成度 
 

－ － 115.3％ 138.0％ 164.7％ 174.7％   行政サービス実

施コスト（千円） 
46,004,964 － － － 

 

         従事人員数 
 

20.45 人 20.69 人 22.00 人 23.26 人  
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ４ 退職手当共済

事業 
少子高齢化が進

展する中、福祉サー

ビスの安定的かつ効

率的な提供体制を構

築することは喫緊の

課題であり、その担

い手である福祉人材

の確保が必要であ

る。「ニッポン一億総

活躍プラン」におい

ても、保育・介護サ

ービスを提供するた

めの人材確保に向け

た対策が挙げられて

いる。   
こうした政策目的

の実現に向けて、退

職手当共済事業で

は、社会福祉施設等

を経営する社会福祉

法人等の相互扶助の

精神に基づき、退職

手当共済制度の安

定的な運営を図るこ

とにより、社会福祉

施設等に従事する職

員の処遇改善を図

り、福祉人材の確保

に資することが必要

であり、以下の点に

留意してその適正な

実施に努めること。 
 
 
 
 

４ 退職手当共済

事業 
少子高齢化が進

展する中、福祉サー

ビスの安定的かつ

効率的な提供体制

を構築することは

喫 
緊の課題であり、

その担い手である

福祉人材の確保が

必要である。「ニッ

ポン一億総活躍プ

ラン」においても、

保育・介護サービス

を提供するための

人材確保に向けた

対策が挙げられて

いる。   
こうした国の政

策目的の実現に向

けて、退職手当共済

事業では、社会福祉

施設等を経営する

社会福祉法人等の

相互扶助の精神に

基づき、退職手当共

済制度の安定的な

運営を図ることに

より、社会福祉施設

等に従事する職員

の処遇改善を図り、

福祉人材の確保に

資することが必要

であり、以下の点に

留意してその適正

な実施に努める。 
 

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間に

おいて請求書の受

付から給付までの

平均処理期間を 42
日以内とする。 

 

② 退職届作成シス

テムの利用割合を

毎年度 30％以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 請求書の受付から給付までの平均処理期間は、毎年度 42
日以内（平均 39.4 日）を維持し、中期計画を達成した。 

 
 
 
 
② 退職届作成システムの利用割合は、毎年度 30%以上（平均

44.5％）を維持し、中期計画を達成した。 
 
＜実績＞ 

年度 

4 月 1 日 

現在の 

被共済職員数 

退職手当金 

支給者数 

退職手当金 

支給額 

平成 

30 年度 
857,705 人 78,588 人 106,127,019 千円 

令和 

元年度 
867,784 人 79,459 人 112,455,195 千円 

令和 

2 年度 
874,997 人 77,073 人 115,739,684 千円 

令和 

3 年度 
885,688 人 75,467 人 115,085,648 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

○ 退職手当金の給付事務については、退

職届及び請求書の誤記入を減少させるた

め、記入上の注意事項の見直しや様式レ

イアウトの変更等を行うとともに、請求

書を退職者が Web 上で入力し、振込口

座等のエラーチェックができる「退職手

当金請求書作成ツール」を機構ホームペ

ージで公開し、エラーを減少させること

ができた。 
また、支給業務の一部について業務委

託を導入し、業務量に応じて柔軟な人員

配置（処理体制強化）、各工程の細分化・

最適化による難易度に応じた分業化等を

行うことで、支給件数が大幅に増加する

4 月から 8 月の間について業務処理体制

の効率化を図った。さらに、データ入力

業者、業務委託業者、機構間で緊密に連

携することにより、処理量を最大化する

ことに努めた。 
こうした取組みの結果、請求書の受付

から給付までの平均処理期間は 39.4 日

となり、各年度において中期計画（42 日

以内）を上回る実績を上げることができ

た。 
○ 共済契約者の退職届作成システムの認

知を高めるため、利便性や操作方法を簡

潔にまとめたチラシを作成し、退職共済

電子届出システムの利用依頼文書と合わ

せて、共済契約者あてに送付した。 
また、各種手続きに係る共済契約者あ

ての電話照会や文書送付の際に、退職届

作成システムの利用案内を行うとともに、

WAM NET基盤のメール一括配信機能を

活用し、退職共済電子届出システム利用

者（ID 保有者）あてに退職届作成システ

ム利用案内を送信し、システム利用によ

評定 Ａ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○平均処理期間の短縮 
 請求書の受付から給付ま

での事務手続きについて、平

均処理期間の短縮を図るた

め、 
・事務処理の一部について業

務委託を導入、 
・データ入力業者、業務委託

業者、機構の間で緊密に連携

し、事務処理の体制の強化、 
等を図ったことにより、平均

処理期間は、各年度において

中期目標に定められた目標

値を上回る実績を上げてい

る。 
 
○退職届作成システムの利

用促進 
 共済契約者の負担を軽減

するため、退職届作成システ

ムの利用促進として、 
・利用促進のためのチラシに

ついて、メリットを強調した

デザインへの変更及び利用

者の意見の掲載を実施、 
・利便性や操作方法を簡潔

にまとめたチラシを作成し、

退職共済電子届出システム

の利用依頼文書と合わせて、

共済契約者へ送付、 
等の取り組みを実施した結

果、退職届作成システムの利

用率は中期目標に定めた目

標値を大きく上回る実績を

上げている。 
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（１）退職手当金の

給付事務の効

率化により、請

求書の受付から

給付までの平均

処理期間の短

縮を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者の手続

面での利便性の

向上及び負担の

軽減を図るた

め、提出書類の

簡素化等に努め

るとともに、退

職届作成システ

ムの利用を促進

すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）退職手当金支

給に係る事務

処理の効率化

を図ることに

より、請求書の

受付から給付

までの平均処

理期間の短縮

を図る。 
（関連指標） 

○退職手当金支

給実績 

・退職手当金支

給件数・金額 

 
（２）利用者の手続

面での利便性

の向上及び負

担の軽減を図

るため、利用者

の意向を踏ま

え、提出書類の

電子化及び簡

素化等を進め

るとともに、退

職届作成シス

テムの利用を

促進する。 
（関連指標） 

○電子化の推進

実績 

・電子届出シス

テム利用率 

○利用者の事務

負担軽減の取

組実績 

・電子届出シス

テム利用者満

足度 

・掛金納付対象

＜評価の視点＞ 
○ 退職手当金支給

に係る事務処理の

効率化を図ること

により、請求書の受

付から給付までの

平均処理期間の短

縮を図っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者の意向を

踏まえ、提出書類の

電子化及び簡素化

等を進めるととも

に、退職届作成シス

テムの利用を促進

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 退職届及び請求書の誤記入を減少させるため、記入上の注

意事項の見直しや様式レイアウトの変更等を行った。さら

に、請求書の作成にあたって、退職者が Web 上で請求書を

入力し、振込口座等のエラーチェックができる「退職手当金

請求書作成ツール」を機構ホームページで公開し、エラーを

減少させた。 
○ 支給業務の一部について業務委託を導入し、業務量に応じ

た柔軟な人員配置を可能とするとともに、各工程を細分化・

最適化し、難易度に応じた分業化を行うことで処理体制の

強化を行い、支給件数が大幅に増加する 4 月から 8 月の間

について業務処理の効率化を図ったことにより、請求書の

受付から給付までの平均処理期間の短縮に努めた。 
 

 
 

○ 退職届作成システムの利用を促進するため、次の取組みを

行った。 
a 退職届作成システムの利便性や操作方法を簡潔にまとめ

たチラシを作成し、退職共済電子届出システムの利用依頼

文書と合わせて、共済契約者あてに送付した。 
b 各種手続きに係る共済契約者あての電話照会や文書送付

の際に、退職届作成システムの利用案内を実施した。 
c WAM NET 基盤のメール一斉配信機能を活用し、退職共

済電子届出システム利用者（ID 保有者）あてに退職届作

成システム利用案内を送信し、システム利用によるメリッ

トや利便性等を周知した。 
d 全国社会福祉法人経営者協議会を通じて、社会福祉法人

あての制度周知に加え、退職共済電子届出システムの利用

促進について依頼を行った。 
e 退職共済電子届出システム未利用者あてに、システムの

利用案内を送付した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

るメリットや利便性等を周知した。 
 加えて、全国社会福祉法人経営者協議

会を通じて、社会福祉法人あての制度周

知及び退職共済電子届出システムの利用

促進依頼を行うとともに、退職共済電子

届出システム未利用者あてにシステムの

利用案内を送付するなど、電子届出シス

テムの利用拡大に努めた。 
こうした取組みの結果、退職届作成シ

ステムの平均利用率は 44.5％となり、各

年度において中期計画（30％以上）を大

きく上回る実績を上げることができた。 

○ 都道府県と連携し、新設社会福祉法人

向け PR チラシの配布及びホームページ

の相互リンク設定を拡充するとともに、

機構ホームページを利用者（共済契約者、

被共済職員、退職者、一般国民）に見や

すく、かつ、わかりやすい情報提供が行

えるように全面刷新を行った。 
加えて、一般社団法人日本ソーシャル

ワーク教育学校連盟と連携した制度説明

チラシの配布や、福祉医療貸付事業主催

の都道府県行政担当者会議において管内

の法人への周知依頼を行った。 

  また、新型コロナウイルス感染症や災

害など緊急対応が必要なものは、手続き

の案内を迅速かつ詳細に機構ホームペー

ジに掲載するとともに WAM NET メー

ルにより個別メールでの案内を行ったほ

か、機構ホームぺージに掲載している共

済契約者・被共済職員（福祉施設職員）

向けの制度及び手続説明の冊子やリーフ

レット等について、より分かりやすいも

のとなるよう大幅な見直しを行った。 
○ こうした取組みの結果、加入職員は、

885,688 人となり、前中期最終年度

843,027 人から 42,661 人増加した。 
○ 電子届出システム利用者アンケート結

果では、平均 96.6％の利用者から「職員

の安定的な確保に貢献している」との回

答を得ることができた。 

○制度周知 
 共済契約者、被共済職員等

に対しては、 
・新型コロナウイルス感染症

や災害等で掛金納付期限の

延長など緊急対応が必要な

場合の手続き案内について、

迅速かつ詳細に機構ホーム

ページに掲載、 
・機構ホームページに掲載し

ている制度マニュアルについ

て、よりわかりやすいものと

なるよう全面刷新、 
等を実施し、制度を利用する

に当たっての利便性の向上

に取り組んでいる。 
 また、新規制度加入者の増

加への取組として、 
・退職手当共済制度に係る

都道府県ホームページとの

相互リンクの強化、 
・一般社団法人日本ソーシ

ャルワーク教育学校連盟を

通じた制度周知に加え、新た

に介護・福祉系の大学や専門

学校に対して本制度の広報

の実施、 
等による制度周知を実施し

たことにより、制度加入職員

は、前中期最終年度と比較し

て４万人以上の増加となり、

制度運営の安定化に努めて

いる。 
 
○評価 
以上のとおり、退職手当金

給付事務の効率化や電子届

出システムの利用促進に積

極的に取り組むことで共済

契約者の事務負担の軽減及

び利用者サービスの向上に
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（３）社会福祉施設

等に従事する職

員の処遇改善を

図り、福祉人材

の確保に資する

ため、都道府県

等と連携し、退

職手当共済制

度を広く周知す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）退職手当共済

事業に関する評

価について、以

下の指標を設定

する。 
① 請求書の

受付から給付

までの平均処

理期間を中

期目標期間

において 42

職員届処理に

係るエラー発

生率の減少度 

 
（３）社会福祉施設

等に従事する

職員の処遇改

善を図り、福祉

人材の確保に

資するため、都

道府県等と連

携し、退職手当

共済制度を広

く周知する。 
（関連指標） 

○退職手当共済

制度の周知実

績 

・都道府県等と

連携し周知し

た実績 

・加入職員数 

・新規加入職員

数 

・共済契約者へ

のアンケート

による福祉人

材確保の貢献

度 

 
（４）退職手当共済

事業に関する

評価について、

以下の指標の

達成を目指す。 
① 請求書の

受付から給

付までの平

均処理期間

を中期目標

期間におい

 
 
 
 
○ 社会福祉施設等

に従事する職員の

処遇改善を図り、福

祉人材の確保に資

するため、都道府県

等と連携し、退職手

当共済制度を広く

周知しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 請求書の受付か

ら給付までの平均

処理期間について、

中期計画を達成し

ているか。 
なお、退職手当金

 
 
 
 
○ 退職手当共済制度を幅広く周知するため、次の取組みを

行った。 
a 都道府県と連携し、新設社会福祉法人向け PR チラシの

配布及びホームページの相互リンク設定を拡充した。 
b 機構ホームページについて、利用者（共済契約者、被共

済職員、退職者、一般国民）に見やすく、かつ、わかりや

すい情報提供が行えるように全面刷新を行った。 
c 福祉専門職の養成校協会と連携し、福祉専門職養成校に

在籍する教員・学生への制度周知のため、一般社団法人日

本ソーシャルワーク教育学校連盟に対し、加盟校への制度

説明チラシの配布を依頼した。さらに、介護・福祉系の大

学、専門学校に対しても退職手当共済事業を広報すること

で、学生への制度周知の強化を図った。 
d 福祉医療貸付事業が主催する行政担当者説明会において

管内の法人への周知依頼を行った。 
e 新型コロナウイルス感染症や災害など緊急対応が必要な

ものは、手続きの案内を迅速かつ詳細に機構ホームページ

に掲載するとともに、WAM NET 基盤のメール一括配信

機能による個別メールでの案内を行った。また、機構ホー

ムぺージに掲載している制度及び手続説明の冊子・リーフ

レット等について、見直しを行った。 
○ 電子届出システム利用者アンケート結果では、利用者の

96.6%から「職員の安定的な確保に貢献している」との回答

を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 

○ 以上のとおり、退職手当金給付事務の

効率化や電子届出システムの利用促進に

積極的に取り組むことで、共済契約者の

事務負担の軽減及び利用者サービスの向

上に努めることにより、制度の安定的な

運営に資する取組みを定めた中期計画を

上回る実績を上げることができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし 

 

努めていること、幅広い制度

周知の実施により加入職員

の増加を図り、事業の増進に

繋がる取り組みをしているこ

とを総合的に勘案し「Ａ」評

価とする。 
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日以内とする

こと。（マイナ

ンバー制度導

入後（平成 27
年度及び平

成 28 年度）

実績平均：

42.1 日） 
②  退職届作

成システム

の利用を促

進し、利用割

合を毎年度

30％以上と

すること。

（第３期中

期目標期間

実績平均：

27.5％） 
 

て 42 日以内

とする。 
 
 
 
 
 
 

② 退職届作

成システム

の利用を促

進し、利用割

合を毎年度

30％以上と

する。 
 

の支給原資のうち、

国及び地方公共団

体の補助金等の予

算制約が生じた場

合は、当該事情を考

慮する。 
 
 
○ 退職届作成シス

テムの利用割合に

ついて、中期計画を

達成しているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ 心身障害者扶養保険事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅸ－1－1 障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く

場や地域における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 10 号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 801・848 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度  ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

周知・広報活動回

数（計画値） 
15 回以上 － 15 回以上 15 回以上 15 回以上 15 回以上 15 回以上 予算額（千円） 

32,003,111 31,301,911 31,648,550 31,950,926 
 

周知・広報活動回

数（実績値） 
－ 14 回 16 回 17 回 16 回 16 回  決算額（千円） 

32,888,186 33,156,600 33,509,232 33,582,287 
 

達成率 
 

－ － 106.7％ 113.3％ 106.7％ 106.7％  経常費用（千円） 
21,314,240 22,638,902 21,712,630 21,835,521 

 

 
 

       経常利益（千円） 
△ 709,740 △3,454,267 2,698,291 △1,312,287 

 

 
 

       行政コスト（千円） 
－ 22,735,302 21,712,630 21,835,522 

 

        行政サービス実施コ

スト（千円） 
813,873 － － － 

 

 
 

       従事人員数 
6.28 人  6.28 人 5.66 人 6.63 人 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ５ 心身障害者扶

養保険事業 
心身障害者扶養

保険事業（以下「扶

養保険事業」とい

う。）については、地

方公共団体が実施

する心身障害者扶

養共済制度（以下

「扶養共済制度」と

いう。）によって地方

公共団体が加入者

に対して負う共済責

任を保険する事業に

関する業務を安定的

に運営することによ

り、心身障害者の保

護者の不安を解消

し、保護者死亡後の

心身障害者の生活

安定に寄与すること

を目的とし、以下の

点に特に留意してそ

の適正な実施及び繰

越欠損金の発生防

止に努めること。 
なお、扶養共済制

度に関し、国におい

ては、その安定的な

運営を図り、将来に

わたり障害者に対す

る年金給付を確実に

行うため、平成19年
度末までに加入した

者の積立不足に対

応し、機構が定期的

に行う扶養共済制

度の長期的な財政

５ 心身障害者扶

養保険事業 
心身障害者扶養

保険事業（以下「扶

養保険事業」とい

う。）については、地

方公共団体が実施

する心身障害者扶

養共済制度（以下

「扶養共済制度」と

いう。）によって地方

公共団体が加入者

に対して負う共済責

任を保険する事業に

関する業務を安定的

に運営することによ

り、心身障害者の保

護者の不安を解消

し、保護者死亡後の

心身障害者の生活

安定に寄与すること

を目的とし、以下の

点に特に留意してそ

の適正な実施及び繰

越欠損金の発生防

止に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標

＞ 
① 国、地方公共

団体及び関係団

体等との連携・

協力による周

知・広報活動を

毎年度 15 回以上

行う。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜主要な業務実績＞ 
① 心身障害者及びその保護者に必要な情報がいきわたるよう、

国、地方公共団体及び関係団体等との連携・協力による周知・

広報活動を毎年度 15 回以上（平均 16.3 回）行い、中期計画を

達成した。 
 
 
（実績） 

年度 

新規 

加入者数 

（人） 

新規年金 

受給者数 

（人） 

保険対象 

加入者数 

（人） 

年金給付 

保険金 

支払対象 

障害者数

（人） 

死亡・障害 

保健金額 

（百万

円） 

年金給付 

保険金額 

（百万

円） 

平成 

30 年度 
973 2,051 63,264 57,195 6,973 13,816 

令和 

元年度 
1,012 2,088 61,586 57,762 7,085 13,956 

令和 

2 年度 
1,033 2,114 59,908 58,275 7,191 14,168 

令和 

3 年度 
1,009 2,120 58,281 58,639 7,172 14,197 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 扶養保険事業の安定的な運営を図り、

将来にわたり障害者に対する年金給付を

確実に行うため、毎年度、財務状況検討

会で前年度決算を踏まえた財務状況の

検証を行い、検証結果を取りまとめた報

告書により、厚生労働省、事業の実施主

体である地方公共団体及び障害者関係

団体へ報告するとともに、加入者等に対

して機構ホームページにおいて公表する

ことにより、事業の透明性の確保に努め

た。 
○ 扶養保険資金の運用については、長期

的な観点から安全かつ効率的に行うた

め、毎年度、資産運用委員会を開催し、

扶養保険資金の基本方針（基本ポートフ

ォリオを含む）の見直しの検討や、現行

の基本ポートフォリオについて、想定し

た運用環境が現実から乖離していないか

などの検証を行った。その結果、乖離許

容幅については、他機関と比べやや大き

いこと等から見直しを図ることで意見が

一致し、その旨をガバナンス委員会に報

告した。 
また、扶養保険資産の資産構成割合に

ついては、基本ポートフォリオとの乖離

許容幅内に収まるよう、毎月管理を行っ

た。 
運用利回りについては、資産ごとに概

ねベンチマーク収益率を確保するととも

に、中期目標期間において、資産合計で

平均 2.59%の運用利回りを確保した。 
○ 心身障害者及びその保護者に必要な

情報がいきわたるよう、国、地方公共団

体及び関係団体等との連携・協力によ

り、周知・広報活動を毎年度 15 回以上

（平均 16.3 回）行い、中期計画に定め

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○扶養保険事業の安定的な 
運営を図るため、平成 13 年 
度以降毎年度、外部有識者 
から構成される「心身障害者 
扶養保険事業財務状況検討 
会」において、心身障害者扶 
養保険財政将来予測を実施 
している。各年度において 
は、前年度の決算データに基 
づき、将来予測を行った。そ 
の検証結果については、報告 
書としてとりまとめ、厚生労 
働省、都道府県、指定都市へ

報告するとともに、障害者団

体へ説明、当法人ホームペ

ージにおいて公表している。 
 
○扶養保険資金の運用につ 
いては、資産運用の外部専

門家で構成する資産運用委

員会の議を経た上で策定し

た「心身障害者扶養保険資

金の運用に関する基本方

針」において定められた基本

ポートフォリオに基づき、扶

養保険資金を運用しており、

令和３年度には、現行の基

本ポートフォリオについて、

想定した運用環境が現実か

ら乖離していないかなどの

検証を行い、令和３年度に

は、乖離許容幅について、多

機関と比べやや大きいこと

等から見直しを図った。 
また、各年度においては、 

各資産とも概ね資産毎のベ
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状況の検証を踏ま

え、毎年度予算編成

を経て必要な財政支

援措置を各地方公

共団体とともに講ず

ることとし、機構は、

上記の国・地方公共

団体による財政措置

を踏まえ、資金の安

全かつ効率的な運用

に努めること。 
 
（１）財政状況の検 
   証 

扶養保険事

業の安定的な

運営を図り、将

来にわたり障害

者に対する年金

給付を確実に

行うため、毎年

度、扶養保険事

業の財政状況

を検証するとと

もに、加入者等

に対し公表する

こと。 
なお、国にお

いては少なくと

も5年ごとに保

険料水準等の

見直しを行うこ

ととしているこ

とから、機構は

基礎数値等見

直しに必要な情

報を提供すると

ともに、将来的

に当該事業の

安定的な運営

に支障が見込ま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）財政状況の検 
   証 

扶養保険事

業の安定的な

運営を図り、将

来にわたり障害

者に対する年金

給付を確実に

行うため、毎年

度、扶養保険事

業の財政状況

を検証するとと

もに、加入者等

に対し公表す

る。 
なお、検証の

結果は、厚生労

働省に報告する

とともに、将来

的に当該事業

の安定的な運

営に支障が見

込まれる場合に

は、厚生労働大

臣に対しその旨

を申し出る。 
（関連指標） 

○心身障害者扶 

 養保険事業実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 毎年度、扶養保

険事業の財政状

況を検証するとと

もに、加入者等に

対し公表している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 財務状況検討会を毎年度開催し、前年度決算に基づく扶養保

険事業の財務状況の検証及び将来予測に関する報告書を取りま

とめ、厚生労働省、地方公共団体及び障害者関係団体に報告す

るとともに、機構ホームページでの公表を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る目標値（各年度 15 回以上）を上回る

ことができた。 
○ 制度の周知・広報活動について、従来

は関係団体等が開催する大会等への参

加を中心に実施していたが、令和 2 年度

以降、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止の観点から開催が控えられたた

め、業界誌等への記事掲載、特別支援学

校及び関係団体へのパンフレット配布、

障害福祉サービス事業所における制度

広報用ポスターの掲示依頼等に加え、関

係団体内ネットワーク（Facebook）や

WAM NET 会員向けメールマガジン及

び Twitter を活用した制度案内、各地方

公共団体のホームページとの相互リンク

等により、効果的な周知・広報活動を実

施した。 
○ 事務担当者会議の開催にあたっては、

機構と地方公共団体並びに地方公共団

体相互間での情報交換・意見交換が円滑

に行われるよう、事前に質問事項、情報

交換事項等を募り、事項別に整理した上

で国と連携して回答を作成したことに加

え、情報交換事項については、項目別に

地方公共団体の対応状況等を調査し、結

果を取りまとめ、情報提供することによ

り、扶養保険事業の運営上の課題把握及

び解消に努めるなど、地方公共団体の事

務処理が適切になされるようきめ細かに

対応した。 
さらに、地方公共団体の円滑な事務処

理のため、機構の自主的な対応として、

機構と地方公共団体の加入者名簿内容

の照合、加入者現況確認調査を行うとと

もに、心身障害者、加入者等の利益の確

保及び地方公共団体の的確な事務処理

の実施について指導を行い、管理状況の

ばらつきや事務の停滞を防止するなど、

地方公共団体の事務処理の標準化を図

ることができた。 
 

ンチマーク収益率を確保し

ている。 
 
○運用におけるリスク管理 
については、毎月１回、運用

受託機関からの報告に基づ

き、資産全体の資産構成割

合と基本ポートフォリオと

の乖離状況を確認している。 
 
○心身障害者扶養保険資金 
の運用に関する基本方針に

ついては、機構のホームペー

ジにおいて公表するととも

に、外部有識者からなる資産

運用委員会で検証を行って

いる。 
 
○国、地方公共団体及び関 
係団体等との連携・協力に

より、周知・広報活動を毎年

度 15 回以上行っており、中

期計画に定める目標値（各

年度 15 回以上）を上回って

いる。 
 
○制度の周知・広報活動に 
ついて、業界誌等への記事掲

載、特別支援学校及び関係

団体へのパンフレット配布、

障害福祉サービス事業所に

おける制度広報用ポスター

の掲示依頼等に加え、関係

団 体 内 ネ ッ ト ワ ー ク

（Facebook）や WAM NET
会員向けメールマガジン及

び Twitter を活用した制度

案内、各地方公共団体のホ

ームページとの相互リンク

等を行っており、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大
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れる場合には、

厚生労働大臣

に対しその旨を

申し出ること。 
 
 
 
 
 

 
 
 

（２）扶養保険資金 
の運用 
① 基本的考 

え方 
扶 養 保 険

資金の運用

については、

資金の特性

を十分に踏ま

え、長期的な

観点から安

全かつ効率

的に行うこと

により、将来

にわたって扶

養保険事業

の運営の安

定に資するこ

とを目的とし

て行うことと

し、運用に関

する基本方

針（長期的に

維持すべき資

産構成割合

（以下「基本

ポートフォリ

オ」という。）

を含む。）を定

 績 

・新規加入者数 

・新規年金受給 

 者数 

・保険対象加入 

者数 

・年金給付保険 

金支払対象障 

害者数 

・年金給付保険 

金額 

 
（２）扶養保険資金 

の運用 
① 基本的考 
え方 
扶 養 保 険

資金の運用

については、

資金の特性

を十分に踏ま

え、厚生労働

大臣の認可

を受けた金銭

信託契約に

基づき、長期

的な観点から

安全かつ効

率的に行うこ

とにより、将

来にわたって

扶養保険事

業の運営の

安定に資する

ことを目的と

して行うこと

とし、運用に

関する基本

方針（長期的

に維持すべき

資産構成割

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険資金

の運用について

は、長期的に維持

すべき資産構成割

合（以下「基本ポ

ートフォリオ」と

いう。）を含む運用

に関する基本方針

を心身障害者扶

養保険資産運用

委員会の議を経た

上で策定し、長期

的な観点から安全

かつ効率的な運用

を行っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 心身障害者扶養保険資産運用委員会の議を経た上で策定した

扶養保険資金の運用に関する基本方針に基づき、安全かつ効率

的な運用を行った。また、その運用状況については、定期的に

経営企画会議及びガバナンス委員会に報告した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 
 
 

防止の観点を踏まえつつ、周

知・広報活動を実施してい

る。 
 
○障害者及びその保護者に 
対するサービスの向上を図

るため、地方公共団体の事

務担当者会議を開催し、扶

養保険事業の運営上の課題

把握及び解消に努めるなど、

地方公共団体と相互の事務

処理が適切になされるよう

きめ細かに対応している。 
 
○以上のとおり、所期の目標

を達成していると見込まれ

ることから「Ｂ」評価とする。 
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め、これに基

づき管理を行

うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、各資

産ともパッシ

ブ運用を中

心として、各

年度における

各資産のベン

チマーク収益

率を確保する

よう努めると

ともに、中期

目標期間に

おいても各資

産のベンチマ

ーク収益率

を確保するこ

と。 
 
 
 
 
 

合（以下「基

本ポートフォ

リオ」とい

う。）を含む。）

を、心身障害

者扶養保険

資産運用委

員会（資産運

用に精通した

外部専門家

により構成さ

れる組織をい

う。以下「資

産運用委員

会」という。）

の議を経た上

で策定し、こ

れに基づき適

切に管理す

る。 
また、各資

産ともパッシ

ブ運用を中

心として、各

年度における

各資産のベン

チマーク収益

率を確保する

よう努めると

ともに、中期

目標期間に

おいても各資

産のベンチマ

ーク収益率

を確保するこ

ととする。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 各資産ともパッ

シブ運用を中心と

して、各年度にお

いて、各資産のベ

ンチマーク収益率

を確保するよう努

めるとともに、中

期目標期間におい

ても各資産のベン

チマーク収益率を

確保しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 各資産ともパッシブ運用を実施し、概ね資産ごとのベンチマ

ーク収益率を確保することができた。また、運用実績について

は、定期的に経営企画会議及びガバナンス委員会に報告した。 
なお、各年度末におけるベンチマーク収益率との差は、次の

とおりである。 
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② 運用におけ

るリスク管理 
扶 養 保 険

資金について

は、分散投資

による運用を

行うととも

に、運用に伴

う各種リスク

の管理を行う

こと。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 運用におけ

るリスク管理 
リターン・

リスク等の特

性が異なる複

数の資産に

分散投資す

ることをリス

ク管理の基

本とし、運用

に伴う以下の

リスクの管理

を適切に行

う。 
・ 基本ポ

ートフォ

リオを適

切に管理

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 資産全体の資

産構成割合と基

本ポートフォリオ

との乖離状況を少

［平成 30 年 4 月～令和 4 年 3 月（年率）］ 

区分 
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ 

収益率 
運用実績 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ差 

平成 
30年度 

国内 
債券 1.89% 1.91% 0.02% 
株式 △5.04% △4.77% 0.27% 

外国 
債券 2.46% 2.46% 0.00% 
株式 10.14% 9.54% △0.60% 

令和 

元年度 

国内 
債券 △0.18% △0.16% 0.02% 
株式 △9.50% △9.27% 0.23% 

外国 
債券 4. 37% 4. 52% 0. 15% 
株式 △12.42% △12.81% △0. 40% 

令和 

2年度 

国内 
債券 △0.70% △0.72% △0.01% 
株式 42.13% 42.27% 0.14% 

外国 
債券 5.43% 5.07% △0.36% 
株式 59.79% 59.45% △0.34% 

令和 

3年度 

国内 
債券 △1.22% △1.20% 0.01% 
株式 1.99% 2.20% 0.21% 

外国 
債券 1.96% 1.96% 0.00% 
株式 22.96% 22.71% △0.24% 

※各資産の運用実績は時間加重収益率 
 
（参考）資産全体の運用実績 

区分 運用実績 

平成30年度 2.14% 

令和元年度 ▲1.60% 

令和2年度 7.52% 
令和3年度 1.62% 

※資産全体の運用実績は修正総合利回り 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 毎月、資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖

離状況を把握し、あらかじめ設定した乖離許容幅内に収まるよ

う管理を行った。また、乖離状況については、定期的に経営企

画会議及びガバナンス委員会に報告した。 
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③ 運用に関

する基本方

針の見直し 
運用に関

する基本方

針について

するため、

資産全体

の資産構

成割合と

基本ポー

トフォリ

オとの乖

離状況を

少なくと

も月 1 回

把握する

とともに、

必要な措

置を講じ

る。 
・ 扶養保

険資金に

ついて、運

用受託機

関への委

託等によ

り運用を

行うとと

もに、運用

受託機関

等からの

報告等に

基づき、資

産全体、各

資産、運用

受託機関

等につい

て、リスク

管理を行

う。 
③ 運用に関

する基本方

針の見直し 
運 用 に 関

する基本方

針について

なくとも毎月1回
把握し、必要な措

置を講じている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 資産全体及び

各資産のリスクを

確認し、リスクに

ついて分析及び評

価を行い、適切な

リスク管理を行っ

ているか。 
 
○ 運用受託機関

等に対し運用ガイ

ドライン及びベン

チマークを示すと

ともに、運用状況

及びリスク管理の

状況を把握し、適

切に管理している

か。 
 
 
 
○ 扶養保険資金

の運用に関する基

本方針を公表する

とともに、少なく

とも毎年1回検討

を加え、必要があ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 毎月、運用コンサルティング会社を活用し、資産全体に係る

リスク要因、各資産に係るリスク及びトラッキングエラー等の

要因を把握し、特に問題ないことを確認した。 
 
 
 
 
 
○ 運用受託機関からの月次報告及び四半期毎の定期ミーティン

グにおいて、運用状況、リスク管理の状況及びベンチマーク収

益率との乖離状況を把握し、特に問題ないことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険資金の運用に関する基本方針については、機構ホー

ムページで公表した。また、同基本方針の見直しについては、

令和 3 年度の資産運用委員会で検証を行った結果、乖離許容幅

については他機関と比べやや大きいこと等から見直しを図る（国

内債券 8%、国内株式 4%、外国債券 2%、外国株式 4%とする）

ことで意見が一致し、その旨をガバナンス委員会に報告した。 
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は、必要に応

じて随時見

直すこと。 
 
 
 
 
 
 

④ 基本ポー

トフォリオの

策定 
基 本 ポ ー

トフォリオ

は、長期的な

観点から、厚

生労働大臣

が別途指示

する運用利

回りを確保す

るような資産

構成とするこ

と。 
なお、策定

に際しては、

以下の点に

留意するこ

と。 
・ 扶養保

険事業の

短期資金

需要等を

踏まえて

策定する

こと。 
・ 基本ポ

ートフォ

リオ全体

のリスク

を最小限

に抑制す

は、公表する

とともに、少

なくとも毎年

1 回検討を加

え、必要があ

ると認めると

きは速やかに

見直しを行

う。 
④ 基本ポー

トフォリオの

策定 
基 本 ポ ー

トフォリオ

は、長期的な

観点から、厚

生労働大臣

が別途指示

する運用利

回りを確保す

るような資産

構成とする。 
なお、策定

に際しては、

以下の点に

留意する。 
 
 

・ 扶養保

険事業の

短期資金

需要等を

踏まえて

策定する

こと。 
・ 基本ポ

ートフォ

リオ全体

のリスク

を最小限

に抑制す

ると認めるときは

速やかに見直しを

行っているか。 
 
 
 
 
 
 
○ 基本ポートフォ

リオの策定時に想

定した運用環境が

現実から乖離して

いないかなどにつ

いて、毎年 1 回、

資産運用委員会

で検証を行うとと

もに、必要に応じ

て随時見直してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 短期資金需要

等を踏まえて、年

金給付等に必要

な流動性（現金

等）を確保すると

ともに、効率的な

現金管理を行って

いるか。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 基本ポートフォリオ策定時に想定した運用環境が現実と乖離

が生じていないかなどについては、令和 3 年度の資産運用委員

会で検証を行った結果、現行基本ポートフォリオを維持するこ

とで意見が一致し、その旨をガバナンス委員会に報告した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 短期資産については、年金給付等の支出に不足が生じないよ

う管理を行うとともに、収支見通しに基づき必要な現金等を確

保し、効率的な現金管理を行った。また、管理状況については、

定期的にガバナンス委員会に報告した。 
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ること。 
また、策定

時に想定した

運用環境が

現実から乖

離していない

かなどについ

ての検証を行

い、必要に応

じて随時見

直すこと。 
 
 
 

⑤ 扶養保険

事業に関する

生命保険契

約における運

用実績等の

検証 
扶 養 保 険

事業の財政

状況の検証

に資するた

め、毎年度、

市場環境や

投資行動の

観点から運

用実績を確

認する等の検

証を行うこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ること。 
また、策定

時に想定した

運用環境が

現実から乖

離していない

かなどについ

て、毎年1回、

資産運用委

員会で検証

を行うととも

に、必要に応

じて随時見

直す。 
⑤ 扶養保険

事業に関する

生命保険契

約における運

用実績等の

検証 
扶 養 保 険

事業の財政

状況の検証

に資するた

め、毎年度、

市場環境や

投資行動の

観点から、外

部有識者等

からなる心身

障害者扶養

保険事業財

務状況検討

会において運

用実績を確

認する等の検

証を行う。 
（関連指標） 

○扶養保険資 

金の運用実 

績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険事業

の財政状況の検

証に資するため、

毎年度、市場環境

や投資行動の観

点から、外部有識

者等からなる心身

障害者扶養保険

事業財務状況検

討会において運用

実績を確認する等

の検証を行ってい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 毎年度、生命保険会社の決算に係る経営指標等を整理し、運

用実績等の分析方法や着眼点等について、コンサルタントと意

見交換を行った。その結果を踏まえ、前年度決算書を分析・検

証するとともに、財務状況検討会において確認等の検証を行い、

問題ないことを確認した。 
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（３）事務処理等の

適切な実施 
心身障害者

及びその保護者

に対するサービ

スの向上を図る

ため、扶養共済

制度を運営する

地方公共団体

と連携し、事務

担当者会議の

開催等により相

互の事務処理

の適切な実施を

図るとともに、

制度周知に努

めること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）扶養保険事業

に関する評価に

ついて、以下の

指標を設定す

る。 
・ 心身障害

者及びその

保 護 者 に

必 要 な 情

報が行きわ

・ベンチマー 

ク差 

 
（３）事務処理等の

適切な実施 
心身障害者

及びその保護者

に対するサービ

スの向上を図る

ため、扶養共済

制度を運営する

地方公共団体

と連携し、事務

担当者会議の

開催等により相

互の事務処理

の適切な実施を

図るとともに、

制度周知に努

める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）扶養保険事業

に関する評価に

ついて、以下の

指標の達成を

目指す。 
・ 心身障害

者及びその

保 護 者 に

必 要 な 情

報が行きわ

 
 
 
○ 心身障害者及

びその保護者に対

するサービスの向

上を図る観点か

ら、扶養保険事業

の運営上の課題

把握及び解消に

努めているか。 
○ 各自治体担当

者の事務処理の

標準化を図るよう

努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国、地方公共団

体及び関係団体

等との連携・協力

による周知・広報

活動は中期計画

 
 
 
○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、令和

2 年度以降は事務担当者会議を書面開催としたが、機構と地方

公共団体並びに地方公共団体相互間での情報交換・意見交換が

円滑に行われるよう、事前に地方公共団体から質問事項、情報

交換事項等を募り、事項別に整理したうえ、国とも連携して回

答を作成することに加え、情報交換事項については、項目別に

地方公共団体の対応状況等を調査し、結果を取りまとめ情報提

供することにより、扶養保険事業の運営上の課題把握及び解消

に努めた。 
○ 各年度、事業の実施主体である地方公共団体等からの意見、

要望等を踏まえたパンフレット・リーフレットを作成し、地方

公共団体を経由して、加入者、年金管理者及び年金受給者へ配

布することにより、制度のより一層の周知を図った。 
○ 平成 30 年度、令和元年度において、利用者サービスの向上

を図る観点から、扶養保険事業の特殊性を踏まえ、事務処理等

の実態把握及び改善を行うため、事業の実施主体である地方公

共団体を訪問し、意見交換等を行った。 
 
○ 各年度、地方公共団体の円滑な事務処理のため、機構の自主

的な対応として地方公共団体に対し、加入者名簿の送付を行い、

加入者及び保険対象障害者の現況について調査・確認の依頼を

行い、確認結果について報告を受けた。 
また、機構と地方公共団体の加入者名簿の照合や年金給付金

等の請求遅延・遺漏等の確認を通じて、地方公共団体の的確な

事務処理の実施等について指導を行い、各地方公共団体の事務

処理の標準化を図った。 
 

 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
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たるよう、

国、地方公

共 団 体 及

び 関 係 団

体 等 と の

連携・協力

に よ る 周

知・広報活

動 を 毎 年

度 15 回以

上 行 う こ

と。（平成

28 年度実

績：10 回） 
 

たるよう、

国、地方公

共 団 体 及

び 関 係 団

体 等 と の

連携・協力

に よ る 周

知・広報活

動 を 毎 年

度 15 回以

上行う。 

を達成している

か。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 11 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 全ての利用者に対する一元的かつ正確な情報の提供や、地域共生社会の実 

現に向けた情報提供体制の整備の支援などの取組が必要とされている中、国

においては各種関連法律を改正するなど、政策目的の実現に全力を挙げてい

るところであり、この取組に寄与する本事業は重要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

情報充実及び機能見

直し（計画値） 
25 件以上 － 5 件以上 5 件以上 5 件以上 5 件以上 5 件以上 

（25 件） 
 予算額（千円） 

493,605 962,815 630,830 1,320,829 
 

情報充実及び機能見

直し（実績値） 
－ 5 件 8 件 

(8 件) 
8 件 

(16 件) 
7 件 

(23 件) 
6 件 

(29 件) 
  決算額（千円） 

504,108 738,653 790,648 655,928 
 

達成度 
 

－ － 160.0％ 160.0％ 140.0％ 120.0%   経常費用（千円） 
628,095 721,064 798,359 949,390 

 

年間ヒット件数 
（計画値） 

11,000 万件 

以上 
－ 11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
 経常利益（千円） 

0 0 0 0 
 

年間ヒット件数 
（実績値） 

－ 12,940 万件 19,258 万

件 
15,798 万

件 

22,809 万

件 
25,922 万

件 
  行政コスト（千円） 

－ 794,297 798,359 949,390 
 

達成度 
 

－ － 175.1％ 143.6％ 207.4％ 235.7％   行政サービス実施コ

スト（千円） 
387,079 － － － 

 

         従事人員数 8.29 人 10.92 人 11.02 人 11.56 人  

 
  

（注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ６ 福祉保健医療

情報サービス事業

（ＷＡＭ ＮＥＴ

事業） 
ＷＡＭ ＮＥＴ事

業については、福祉

及び保健医療に関す

る情報システムの整

備及び管理を行い、

福祉保健医療関連

の各種情報を幅広く

総合的に提供してい

くとともに、独立行

政法人という公的な

主体が運営する信用

力を活かし、「社会福

祉法等の一部を改

正する法律」（平成

28 年法律第 21 号）

に基づく「社会福祉

法人の財務諸表等

電子開示システム」

及び「障害者の日常

生活及び社会生活

を総合的に支援する

ための法律及び児童

福祉法の一部を改

正する法律」（平成

28 年法律第 65 号）

に基づく「障害福祉

サービス等情報公表

システム」の管理・

運営を行うことなど

により、全ての利用

者に対し福祉保健

医療施策に関する一

元的かつ正確な情報

の基盤を提供するこ

６ 福祉保健医療

情報サービス事

業（ＷＡＭ ＮＥＴ

事業） 
ＷＡＭ ＮＥＴ事

業については、福祉

及び保健医療に関す

る情報システムの整

備及び管理を行い、

福祉保健医療関連

の各種情報を幅広く

総合的に提供してい

くとともに、独立行

政法人という公的な

主体が運営する信用

力を活かし、「社会福

祉法等の一部を改

正する法律」（平成

28 年法律第 21 号）

に基づく「社会福祉

法人の財務諸表等

電子開示システム」

及び「障害者の日常

生活及び社会生活

を総合的に支援する

ための法律及び児童

福祉法の一部を改

正する法律」（平成

28 年法律第 65 号）

に基づく「障害福祉

サービス等情報公表

システム」の管理・

運営を行うことなど

により、全ての利用

者に対し福祉保健

医療施策に関する一

元的かつ正確な情報

の基盤を提供するこ

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間にお

いて、提供情報の整

備充実及び機能の見

直しに関する取組を

25 件以上実施する。 

 

② 年間ヒット件数を

1 億 1,000 万件以上

とする。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 中期目標期間において、提供情報の整備充実及び

機能の見直しに関する取組みを 25 件以上（29 件）

実施し、中期計画を達成した。 

 
 
 
② 年間ヒット件数は、毎年 1 億 1,000 万件以上（平

均 2 億 946 万件）となり、中期計画を達成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ WAM NET 事業においては、国の政策動

向や利用者からの要望を踏まえ、関係省庁

及び関係機関と連携しつつ、毎年度コンテ

ンツを新設するとともに、WAM NET トッ

プページの全面的なリニューアルや「福祉

サービス第三者評価制度情報」、「介護保険

地域密着型サービス外部評価制度情報」等

の既存コンテンツの機能の見直しを行うな

ど、提供情報の整備充実及び機能の見直し

に関する取組みは中期計画の目標値を大き

く上回る実績（中期目標期間における達成

度 145.0％）をあげることができた。 
○ これらの提供情報の質の向上と利用者の

利便性の向上を図った結果、年間ヒット件

数は各年度において中期計画の目標値を大

きく上回る実績（中期目標期間における達

成度平均：190.4%）をあげることができた。 
○ 福祉保健医療施策及び機構業務の効率的

な実施を推進するため、WAM NET 基盤を

活用し、連絡システムの構築、メール一括

送信機能の利用、Web 上でのアンケートの

実施等を行った。 
○ 国の施策に基づく情報システムについて

は、国と連携のうえ、「社会福祉法人の財務

諸表等電子開示システム」、「障害福祉サー

ビス等情報公表システム」及び「子ども・

子育て支援情報公表システム」について安

定的に運用するとともに、効率的な管理を

適切に実施した。 
また、「障害者支援施設等災害時情報共

有システム」及び「児童福祉施設等災害時

情報共有システム」については、国と連携

を図り、運用体制の整備を適切に実施する

とともに、都道府県等を対象としたシステ

ム操作訓練の支援を行うなどシステムの利

用促進を図りつつ、令和 3 年度より運用を

評定 Ａ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○提供情報の整備充実等 
 国の政策動向や利用者から

の要望を踏まえ、関係省庁及

び関係機関と連携しつつ、提

供情報の整備充実及び機能の

見直しに関する取組みを実施

しており、中期計画の目標値

を上回る実績をあげている。 
 
○年間ヒット件数 
 コンテンツの新設など、提供

する情報の充実及び機能の見

直しを行ったことにより、年間

ヒット件数は中期計画の目標

値を大きく上回る実績をあげ

ている。 
 
○評価 
 中期計画の目標値を大きく

上回る実績をあげている他、国

の施策に基づくシステムにつ

いて、国と連携して安定的な

運用と効率的な管理を適切に

実施しており、福祉保健医療

関連の各種情報を幅広く総合

的に提供するとともに、利用者

の利便性向上が図られるなど、

質的にも量的にも成果をあげ

ていることから「Ａ」評価とす

る。 
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とを目的とし、以下

の点に特に留意して

その適正な実施に努

めること。 
 
（１）福祉保健医療

関連の各種情

報を幅広く総

合的に提供して

いくとともに、

提供する情報の

質の向上と利

用者の利便性

の向上に努める

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

とを目的とし、以下

の点に特に留意して

その適正な実施に努

める。 
 

（１）福祉保健医療

関連の各種情

報を幅広く総

合的に提供して

いくとともに、

提供する情報の

質の向上と利

用者の利便性

の向上に努め

る。 
（関連指標） 

○利用者サービ

ス 

向上取組実績 

・アンケート調査

における情報利

用者の満足度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉保健医療関連

の各種情報を幅広く

総合的に提供してい

くとともに、提供す

る情報の質の向上と

利用者の利便性の向

上に努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
○ 提供情報の質の向上を図るため、各年度において

次のとおり、新たにコンテンツを開設した。 
年度 主な取組み 

平成 
30 年度 

・「地域共生社会実現関連情報」 
・「介護離職ゼロの実現に向けて」 
・「子供の未来応援基金関連情報」 
・「福祉医療貸付制度 融資のごあんな

い」 
･｢SC Research Report｣ 

令和 
元年度 

・「福祉のしごとコーナー」 
・「子ども・子育てサポートサイト」 
・「疾病情報サイト」 
・「障害福祉サービス等指定基準・報酬関

係 Q&A」 
・「経営動向調査」 
・「介護ワンストップサービス」 
・「産前・産後休業、育児休業関連情報」 
・「介護医療院への移行支援」 

令和 
2 年度 

・「新型コロナウイルス関連情報」 
・「更生保護」 
・「防災・減災サポートサイト」 
・「保育士お役立ち情報」 
・「すくすくサポート ～子どもの発達・

成長・障害に関する情報～」 

令和 
3 年度 

・「介護報酬改定フォローアップ」 
・「子育て・介護と仕事の両立支援情報ポ

ータル」 
・「妊娠期お役立ち情報」 
・「社会福祉法人経営ポータル」 

 
 
 
 
 

 

開始し、安定的な運用と効率的な管理を適

切に実施した。 
○ 国の施策に基づく、「社会福祉法人の財務

諸表等電子開示システム」、「障害福祉サー

ビス等情報公表システム」及び「子ども・

子育て支援情報公表システム」について、

厚生労働省及び内閣府等関係省庁と連携

し、社会福祉法人や事業者、所轄庁等に当

該システムの利用を促した結果、高い利用

率を達成した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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（２）国の施策に基

づく情報システ

ムについては、

国と連携の上、

着実に整備し、

当該システムを

安定的に運用

するとともに、

効率的に管理

すること。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）国の施策に基

づく情報システ

ムについては、

国と連携の上、

着実に整備し、

当該システムを

安定的に運用

するとともに、

効率的に管理

する。 
（関連指標） 

○システムの着実

な整備・安定的

な運用の取組

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国の施策に基づく

情報システムについ

ては、国と連携の上、

着実に整備し、当該

システムを安定的に

運用するとともに、

効率的に管理してい

るか。 
 
 
 
 
 
 

○ 利用者の利便性の向上を図るため、各年度におい

て次のとおり、既存コンテンツの機能の見直しを行

った。 
年度 主な取組み 

平成 
30 年度 

・「介護ロボット関連情報」ページの情報

の拡充 
・スマートフォンサイトのリニューアル 
・WAM NET 内の横断的な検索ページの

検索性向上 
令和 
元年度 

・「介護離職ゼロの実現に向けて」コンテ

ンツの充実 

令和 
2 年度 

・WAM NET トップページの全面的リニ

ューアル 
・「専門職養成施設検索」コンテンツの提

供情報の拡充及び利便性の向上 

令和 
3 年度 

・「福祉サービス評価情報」の一元化、全

面リニューアル 
・「イベント・セミナー情報」コンテンツ

の情報登録機能等の改善 
 

○ 毎年度、福祉医療分野、情報通信分野等を専門と

する外部有識者からなるWAM NET事業推進専門委

員会を開催し、福祉保健医療に関して今後求められ

る情報システムの在り方、効果的な情報発信、WAM 
NETの提供情報の質及び利便性の向上等について検

討を行った。 
 
○ 「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」

については、国と連携を図り、システムの改善や運用

体制の整備を実施した。 
○ 「障害福祉サービス等情報公表システム」について

は、平成 30 年度から運用を開始し、国と連携を図り、

システムの運用改善や運用体制の整備を適切に実施

するとともに、情報登録に係るシステムの利用促進

を図った。 
○ 「子ども・子育て支援情報公表システム」について

は、令和 2 年度から運用を開始し、国と連携を図り、

システムの運用改善や運用体制の整備を適切に実施

するとともに、情報登録に係るシステムの利用促進

を図った。 
○ 「障害者支援施設等災害時情報共有システム」及
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実績 

・国の施策に基づ

く情報システム

の利用実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

び「児童福祉施設等災害時情報共有システム」につ

いては、令和 3 年度から運用を開始し、国と連携を

図り、運用体制の整備を適切に実施するとともに、シ

ステムの利用促進を図った。 
○ 国の施策に基づく情報システムの利用実績は、次

のとおりである。 

［社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム］ 

年 度 対象法人数 利用法人数 利用率 

平成 30 年度 20,818 件 20,514 件 98.5％ 
令和元年度 20,883 件 20,713 件 99.2％ 
令和 2 年度 20,941 件 20,836 件 99.5％ 

令和 3 年度 21,003 件 20,927 件 99.6％ 

 
［障害福祉サービス等情報公表制度システム］ 

年 度 対象事業所数 利用事業所数 利用率 

平成 30 年度 156,482 件 121,092 件 77.4％ 
令和元年度 162,134 件 126,411 件 78.0％ 

令和 2 年度 168,217 件 138,991 件 82.6％ 

令和 3 年度 178,818 件 149,636 件 83.7％ 

 
［子ども・子育て支援情報公表システム］ 

年 度 対象事業所等数 利用事業所等数 利用率 

令和 2 年度 63,137 件 57,572 件 91.2％ 

令和 3 年度 63,304 件 58,430 件 92.3％ 
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（３）福祉保健医療

施策及び機構

業務の効率的

な実施を推進す

るため、WAM 
NET の活用を

図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）福祉保健医療

施策及び機構

業務の効率的

な実施を推進す

るため、WAM 
NET の活用を

図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 福祉保健医療施策

及び機構業務の効率

的な実施を推進する

ために WAM NET
基盤を活用している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ WAM NET については、機微情報やデータの受渡

し時のセキュリティが確保され、大容量データの授

受が可能となることから、次のとおり、各年度におい

てWAM NET基盤を活用して機構業務の効率的な実

施を推進した。 
年度 主な取組み 

平成 
30 年度 

・与信管理業務において、アドバイザー契

約業務委託先との連絡用掲示板システ

ムの構築 
・年金担保貸付事業において、受託金融機

関との連絡用掲示板システムの構築 

令和 
元年度 

・一時金支払等業務及び補償金支払等業

務において、厚生労働省と支払データの

授受を行うため、専用連絡システムの構

築 
・福祉医療貸付事業において、貸付先との

専用連絡システムの構築 
・福祉医療経営指導事業において、業務を

受託した行政との専用連絡システムの構

築 

令和 
2 年度 

・福祉医療貸付事業の新型コロナウイルス

対応支援資金に係るコールセンター等と

の専用連絡システムの構築 
・社会福祉振興助成事業において、審査・

評価委員との専用連絡システムの構築 
・社会福祉振興助成ついて、専用応募フォ 
ームの作成及びデータアップロードによ 
る提出の仕組みを構築 

令和 
3 年度 

・年金貸付部において、受託金融機関との

専用連絡システムの構築 
・監査室において、業務委託先（監査先）

との間でデータ授受や連絡等を行うた

め、専用の連絡システムの構築 
・顧客業務部において、コールセンター等

との専用連絡システムの構築 
 
○ WAM NET のメール一括配信機能を活用し、社会

福祉振興助成事業に係る各種手続きの案内、機構の

調達情報や月刊誌 WAM の最新情報を配信するメー

ルマガジンなど、各事業における事務の効率化及び

利用者サービスの向上を支援した。 
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（４）ＷＡＭ ＮＥＴ

事業に関する評

価について、以

下の指標を設

定する。 

① 中期目標

期間におい

て、提供情報

の整備充実

及び機能の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）ＷＡＭ ＮＥＴ

事業に関する評

価について、以

下の指標の達

成を目指す。 
① 中期目標

期間におい

て、提供情報

の整備充実

及び機能の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 提供情報の整備充

実及び機能の見直し

に関する取組につい

て、中期計画を達成

しているか。 

○ 福祉医療経営指導事業と連携し、Web 回答による

調査の仕組みを構築のうえ、次の調査を円滑かつ効

率的に実施した。 
年度 主な取組み 

平成 
30 年度 

・社会福祉法人経営動向調査 
・アンケート調査（介護人材に関する調査、

介護報酬・診療報酬改定後の状況に関す

る調査、保育人材に関する調査アンケー

ト） 

令和 
元年度 

・社会福祉法人経営動向調査 
・病院経営動向調査 
・アンケート調査（介護人材に関する調査、

介護職員等特定処遇改善加算等に関す

るアンケート、特別養護老人ホームの入

所状況に関するアンケート） 

令和 
2 年度 

・社会福祉法人経営動向調査（新型コロナ

ウイルス感染症の影響等に関する特別調

査を併せて実施） 
・病院経営動向調査（同上） 
・アンケート調査（介護人材に関する調査、

保育人材に関するアンケート、病院の手

数料等に関するアンケート） 

令和 
3 年度 

・社会福祉法人経営動向調査 
・病院経営動向調査 
・アンケート調査（病院の運営状況等に関

する調査、介護人材に関する調査等） 
 
○ 福祉医療貸付事業及び退職手当共済事業の電子申

請システムの利用者に対し、迅速なユーザーID の発

行やシステム利用における問い合わせに対応し、電

子届出事務の円滑な実施を支援した。 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
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見直しに関す

る取組を 25
件以上実施

すること。（第

３期中期目

標期間実績

16 件（年度平

均 4 件）） 

② 年間ヒット

件数を毎年

度 1 億 1,000
万件以上と

すること。（平

成 28 年度実

績：1 億 144
万件） 

 

見直しに関す

る取組を 25
件以上実施

する。 

 

 

 

② 年間ヒット件数

を毎年度 1 億

1,000 万件以上

とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年間ヒット件数に

ついて、中期計画を

達成しているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 12 号及び第

13 号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
なし 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

連携・協力による

周知活動（計画値） 
30 団体以上 

 
－ 30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
42 団体 

以上 
 予算額（千円） （年担） 

1,241,641 
（労担） 

21,460 

（年担） 
1,268,991 

（労担） 
22,024 

（年担） 
1,114,567 

（労担） 
20,316 

（年担） 
982,563 

（労担） 
17,612 

 

連携・協力による

周知活動（実績値） 
 32 団体 36 団体 36 団体 42 団体 42 団体   決算額（千円） （年担） 

1,251,530 
（労担） 

20,842 

（年担） 
1,116,494 

（労担） 
19,523 

（年担） 
923,790 

（労担） 
18,017 

（年担） 
881,782 

（労担） 
16,497 

 

達成率 
 

－ － 120.0％ 120.0％ 140.0％ 140.0％   経常費用（千円） （年担） 
1,223,833 

（労担） 
20,904 

（年担） 
1,086,520 

（労担） 
18,955 

（年担） 
912,829 

（労担） 
17,776 

（年担） 
1,117,220 

（労担） 
16,512 

 

         経常利益（千円） （年担） 
△138,188 

（労担） 
△4,132 

（年担） 
81,180 

（労担） 
496 

（年担） 
140,771 

（労担） 
1,435 

（年担） 
29,616 

（労担） 
900 

 

         行政コスト（千円） （年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
1,086,752 

（労担） 
18,955 

（年担） 
913,042 

（労担） 
17,776 

（年担） 
868,154 

（労担） 
16,512 

 

         行政サービス実施コ

スト（千円） 

（年担） 
137,612 

（労担） 
4,059 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

 

         従事人員数 （年担） 
16.44 人 

（労担） 
0.34 人 

（年担） 
16.13 人 

（労担） 
0.33 人 

（年担） 
14.41 人 

（労担） 
0.30 人 

（年担） 
14.56 人 

（労担） 
0.30 人 

 

 
  



60 
 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ７ 年金担保貸付事

業及び労災年金担

保貸付事業 
厚生年金保険制度

及び国民年金制度に

基づき支給される年

金の受給権者並びに

労働者災害補償保険

制度に基づき支給さ

れる年金の受給権者

に対し、その受給権

を担保にして低利で

小口の資金を貸し付

けることにより、高

齢者等の生活の安定

を支援すること及び

労災年金受給者の生

活を援護することを

目的として、その適

正な事業実施に努め

ること。 
また、当該事業に

ついては、「独立行政

法人の事務・事業の

見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月７

日閣議決定）及び「年

金担保貸付事業廃止

計画」（平成 25 年３

月厚生労働省策定）

に基づいて、当該事

業に関する周知状況

を勘案した上で令和

3 年度末を目途に新

規貸付を終了するこ

ととし、事業の廃止

に向けた適切な措置

を講じること。 

７ 年金担保貸付事

業及び労災年金担

保貸付事業 
厚生年金保険制度

及び国民年金制度に

基づき支給される年

金の受給権者並びに

労働者災害補償保険

制度に基づき支給さ

れる年金の受給権者

に対し、その受給権

を担保にして低利で

小口の資金を貸し付

けることにより、高

齢者等の生活の安定

を支援すること及び

労災年金受給者の生

活を援護することを

目的として、その適

正な事業実施に努め

る。 
また、当該事業に

ついては、「独立行政

法人の事務・事業の

見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月７

日閣議決定）及び「年

金担保貸付事業廃止

計画」（平成 25 年３

月厚生労働省策定）

に基づいて、当該事

業に関する周知状況

を勘案した上で令和

3 年度末を目途に新

規貸付を終了するこ

ととし、事業の廃止

に向けた適切な措置

を講じる。 

＜主な定量的指標＞ 
① 福祉関係団体、司

法関係団体及び消費

者関係団体など 30団

体以上との連携・協力

による周知活動を行

う。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 福祉関係団体、司法関係団体及び消費者関

係団体などとの連携・協力による周知活動を

毎年度 30 団体以上（平均 39 団体）行い、中

期計画を達成した。 
 
 
（実績） 
○年金担保貸付事業 
年度 貸付契約額 資金交付額 
平成 

30 年度 
37,691,700 千円 37,691,700 千円 

令和 
元年度 

31,609,860 千円 31,609,860 千円 

令和 
2 年度 

21,886,300 千円 21,886,300 千円 

令和 
3 年度 

23,075,740 千円 23,075,740 千円 

 
○労災年金担保貸付事業 
年度 貸付契約額 資金交付額 
平成 

30 年度 
863,410 千円 863,410 千円 

令和 
元年度 

738,490 千円 738,490 千円 

令和 
2 年度 

547,940 千円 547,940 千円 

令和 
3 年度 

585,650 千円 585,650 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付

事業については、「独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日

閣議決定）及び「年金担保貸付事業廃止計画」

（平成 25 年 3 月厚生労働省策定）を踏まえ、

引き続き、年金受給者にとって必要かつ無理

のない融資を行った結果、中期目標期間にお

ける貸付実績は、年金担保貸付事業で

223,435 件 114,264 百万円、労災年金担保貸

付事業で 3,435 件 2,735 百万円となった。 
また、貸付残高については、年金担保貸付

事業で 107,202 件 31,523 百万円、労災年金

担保貸付事業で 1,722 件 790 百万円となっ

た。 
○ 第 4 期中期目標策定後、速やかに申込受付

の終了予定を周知するためのチラシやパンフ

レットの作成準備を進め、平成 30 年 7 月に

全ての受託金融機関に送付して、窓口での適

切な対応を依頼することにより、利用者等に

幅広く情報提供する対応を開始することがで

きた。 
その後も「年金制度の機能強化のための国

民年金法等の一部を改正する法律」の成立な

どの状況変化に応じて適宜チラシやパンフレ

ットの見直しを図るとともに、申込受付終了

以降の対応を想定した見直しを加えた新たな

チラシを作成して、令和 4 年 4 月に間に合う

よう全ての受託金融機関に事前送付した。 
また、機構ホームページについても同様の

見直しを図り、申込受付の終了時期及び利用

可能な制度・相談窓口等に関する情報提供を

行うとともに、電話自動応答システムについ

ても、利用者からの問合せに対して 24 時間

365 日体制で申込受付終了に向けた周知対応

を行った。 
○ 申込受付終了に向けた周知活動について

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○法人の自己評価について 
  本項目における法人の自己

評価は、「独立行政法人の評

価に関する指針」（令和４年３

月２日改定、総務大臣決定）

に即して記載されており質が

高く、評価の視点に即し業務

実績を具体的に記述する等十

分な説明責任が果たされてお

り、正当であると確認できる。 
 
○適切な事業実施及び事業の終

了に向けた取り組み 
年金受給者にとって真に必

要な資金を融資し、無理のな

い返済となるように配慮し融

資を行った。 
また、第４期中期目標策定

後、速やかに申込受付の終了

予定を周知するためのチラシ

やパンフレットを作成し、適

宜変更等を行った。 
その後も、令和２年５月に

成立した「年金制度の機能強

化のための国民年金法等の一

部を改正する法律」により、

令和３年度末で新規申込受

付を終了することが決定した

ことを踏まえ、チラシやパン

フレットの見直しを行い、申

込受付終了以降の対応を想

定した新たなチラシを作成し

て、全ての受託金融機関や関

係団体に事前送付するなど、

利用者等への幅広い周知が図

られる対応を行い、新規申込
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なお、当該事業の

実施にあたっては、

以下の点に留意する

こと。 
 
（１）業務運営コス

トを分析し、そ

の適正化を図る

とともに、貸付

金利の水準に適

切に反映するこ

とにより、安定

的で効率的な業

務運営に努める

こと。 
 
（２）年金受給者に

とって無理のな

い返済となるよ

うに配慮した審

査等を行うとと

もに、返済中に

生活困難に陥っ

た者に係る返済

条件の緩和を行

うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、当該事業の

実施にあたっては、

以下の点に留意す

る。 
 
（１）業務運営コス

トを分析し、そ

の適正化を図る

とともに、貸付

金利の水準に適

切に反映するこ

とにより、安定

的で効率的な業

務運営に努め

る。 
 
（２）年金受給者に

とって無理のな

い返済となるよ

うに配慮した審

査等を行うとと

もに、返済中に

生活困難に陥っ

た者に係る返済

条件の緩和を行

う。 
（関連指標） 

○貸付条件変更 

実績 

・貸付条件変更件 

 数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 貸付金利に業務運

営コストを適切に反

映した利率の設定と

なっているか。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者の利便性に

配慮するとともに、借

入申込時に年金受給

者にとって必要な資

金が融資され、無理の

ない返済となるよう

に配慮した審査等を

行っているか。 
 
 
 
 
 
○ 返済中に生活困難

となった者に対し、返

済条件の緩和措置を

講じているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
○ 各年度において前年度決算及び福祉医療機

構債券の発行状況等を踏まえ、業務運営コス

トを分析し、事業の終了時期を見据えて損益

が均衡する金利水準の検証を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者にとって真に必要な資金を融資し、

無理のない返済となるように配慮するため、

平成 26 年 12 月に貸付限度額や、返済上限の

引下げ及び疎明資料による資金使途、必要額

の確認などの制度変更を行ったことにより、

制度変更後は平均返済額が変更前と比較して

下回っており、第 4 期中期目標期間中におい

ても同様の傾向で推移し、直近の実績では、

平均返済額が制度変更前の 5.8 万円から 3.9
万円（△1.9 万円）、また、年金受給額に占め

る返済額の割合の平均は 33.1％から 20.4％
（△12.7％）となった。 

 
○ 返済中に生活困窮に陥った者や令和 2年度

以降においては新型コロナウイルス感染症等

の影響を受けた者も含めた貸付条件変更につ

いて、次のとおり変更承認を行い、利用者の

生活安定を支援することに寄与した。 
年度 変更承認件数 

平成 30 年度 277 件 
令和元年度 243 件 
令和 2 年度 595 件 
令和 3 年度 234 件 

 
○ 災害救助法の適用となった災害や令和 2年

は、社会福祉振興助成事業との連携等により、

福祉関係団体、司法関係団体及び消費者関係

団体などとの連携の拡充に努めた結果、中期

目標を上回る 42 団体との連携・協力を確保

することができたところであり、それぞれの

団体にチラシやパンフレットを適宜送付する

とともに、令和 4 年 4 月以降の対応を想定し

た新たな対応要領（Q&Ａ等）を事前送付する

など、引き続き利用者等への幅広い周知が図

られる対応を着実に進めた。 
○ 受託金融機関に対して、令和元年 6 月以降

に次回の申込ができない借入者が発生するこ

とを早い段階から伝えて、対象者の早見表や

Q&Ａ等を送付するとともに、毎年度、受託金

融機関事務説明会を開催し、厚生労働省と連

携して説明を実施（実績：16 回）したほか、

当日の資料や各種の事務連絡を WAM NET
専用掲示板に掲載して情報共有を図るなど、

連携強化に努めた。 
さらに、申込受付終了の間際になって借入

申込関係書類に不備が生じた場合の対応等に

係る具体的な処理方策を事務連絡するととも

に、事業終了を見据えた債権回収の強化等を

図るため、年金担保貸付事務取扱を全面改訂

して受託金融機関宛に送付した。 
○ 以上のとおり、申込受付終了に向けて必要

と考えられる可能な限りの取組みについて、

厚生労働省や全国銀行協会等とも事前調整し

て対応した結果、令和 4 年 3 月末の新規申込

受付終了までの間、受託金融機関の窓口や利

用者に特段の混乱が生じることのない運用を

確保することができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 

特になし。 
 

受付終了までの間、受託金融

機関の窓口や利用者に特段の

混乱が生じることのない運用

を行った。 
 

○評価 
  所期の目標を達成している

と見込まれることから、「Ｂ」

評価とする。 
 
＜今後の課題＞ 

申込受付終了後における既

往債権の管理回収業務につい

ては、返済中の利用者に配慮

しつつ、引き続き着実な実施

を図るとともに、安定的かつ

効率的な業務運営に努め、円

滑な業務終了に向けた適切な

措置を行うことを期待する。 
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（３）円滑に事業を

終了する観点か

ら、新規貸付終

了時期及び利用

可能な他制度等

に関する周知を

図るとともに、

受託金融機関等

の協力を得て窓

口における利用

者への適切な対

応に努めるこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（３）円滑に事業を

終了する観点か

ら、新規貸付終

了時期及び利用

可能な他制度等

に関する周知を

図るとともに、

受託金融機関等

の協力を得て窓

口における利用

者への適切な対

応に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○ 新規貸付終了時期

及び利用可能な他制

度等に関する周知を

図るとともに、受託金

融機関等の協力を得

て窓口における利用

者への適切な対応に

努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

度以降の新型コロナウイルス感染症による影

響への対応として、機構ホームページで速や

かに貸付条件変更等の周知を行った。 
 

○ 第 4 期中期目標期間初年度の平成 30 年 7
月に、年金担保貸付事業及び労災年金担保貸

付事業の申込受付終了予定についてチラシ、

パンフレット、機構ホームページ等で速やか

に周知広報を実施し、その後、随時改訂しな

がら周知を行った。 
令和 3 年度においては、申込受付終了の半

年前から機構ホームページ等で必要な注意喚

起を図るとともに、令和 4 年 4 月以降に向け

てその後の窓口対応や照会先を明確にした新

たなチラシの配布、機構ホームページ等の全

面改訂を行った。 
また、受託金融機関と緊密な連携を図るた

め、毎年度、事務説明会を開催するとともに、

適時・的確な事務連絡の送付や WAM NET 専

用掲示板を通じて対応の共有化を図った。 
○ 受託金融機関において適切な対応に資する

よう、令和元年 6 月以降は、申込受付終了に

より次回の申込ができない借入者の発生を受

託金融機関に注意喚起するとともに、対象者

の早見表や利用者対応に関する Q&A を提供

して、窓口現場の対応を支援した。 
○ 毎年度、全国 7 ヶ所において受託金融機関

事務説明会を開催し、厚生労働省と連携した

説明を実施（実績：16 回）するとともに、同

説明会を欠席した金融機関に対しては、当日

の資料送付及び WAM NET 専用掲示板へ掲

載した。また、厚生労働省と連携して取扱件

数の多い金融機関を中心に、個別訪問による

フォローアップを実施した。（実績：50 機関） 
加えて、最終の申込受付に係る対応として、

借入申込関係書類に不備があった際の手続き

等について、最終受付であることを踏まえた

事務連絡を発出するとともに、事業終了を見

据え、債権回収を強化するために全面改訂し

た年金担保貸付事務取扱を受託金融機関宛に

送付するなど連携の強化を図った。 
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なお、利用者

等に必要な情報

が行きわたるよ

う、福祉関係団

体、司法関係団

体及び消費者関

係団体などとの

連携・協力によ

る周知活動を行

うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）年金担保貸付

事業及び労災年

金担保貸付事業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、利用者

等に必要な情報

が行きわたるよ

う、福祉関係団

体、司法関係団

体及び消費者関

係団体などとの

連携・協力によ

る周知活動を行

う。 
（関連指標） 

○受託金融機関 

に対する周知

実績 

・受託金融機関事 

務説明会開催 

実績 

・受託金融機関個 

別訪問実績 

・全国銀行協会等 

との意見交換 

実績 

（４）年金担保貸付

事業及び労災年

金担保貸付事業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者等に必要な

情報が行きわたるよ

う、福祉関係団体、司

法関係団体及び消費

者関係団体などとの

連携・協力による周知

活動を行っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 令和 2年度に年金担保貸付の利用者 1万人

に対して、現在の利用状況や代替措置に関す

る意向に係るアンケート調査を実施し、4,034
名からの回答が得られた。 
その集計・分析を通じて、年金受給者の一

時的な資金需要は根強く残っていること、代

替措置と位置付けられる家計改善支援事業や

生活福祉資金貸付制度に対する利用意向が高

いこと等が把握できた。 
アンケート調査の結果を報告書として取り

まとめた上で、年金担保貸付の事業実施主体

の立場から、今後の代替措置の確保に向けた

提言内容を含めて厚生労働省関係部署への報

告を行うとともに、機構ホームページで公表

した。 
 

○ 申込受付終了に向けた周知活動について

は、社会福祉振興助成事業との連携等により、

福祉関係団体、司法関係団体及び消費者関係

団体などとの連携の拡充に努めた結果、平成

29 年度末の 32 団体から 131%の増となる 42
団体との連携・協力を確保した。 
それぞれの団体にチラシやパンフレットを

適宜送付するとともに、令和 4 年 4 月以降の

対応を想定した新たな対応要領（Q&Ａ等）を

事前送付するなど、引き続き利用者等への幅

広い周知対応が図られる態勢整備を着実に進

めた。 
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に関する評価に

ついて、以下の

指標を設定す

る。 
・ 福祉関係団

体、司法関係

団体及び消費

者関係団体な

ど 30 団体以

上との連携・

協力による周

知活動を行う

こと。（平成

28 年度実績：

29 団体） 

に関する評価に

ついて、以下の

指標の達成を目

指す。 
・ 福祉関係団体、

司法関係団体及

び消費者関係団

体など 30 団体

以上との連携・

協力による周知

活動を行う。 
 

 
 
 
 
○ 周知活動における

連携・協力団体数につ

いて、中期計画を達成

しているか。 
 

 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―８ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法附則第 5 条の 2 第 1 項及び第

2 項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
なし 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

長期延滞債権の回収

処理割合（計画値） 
18％以上 － 18％以上 18％以上 18％以上 18％以上 18％以上  予算額（千円） 1,601,966 1,487,031 1,505,253 1,321,160  

長期延滞債権の回収

処理割合（実績値） 
－ 17.3％ 22.0％ 23.4％ 19.5％ 20.7%   決算額（千円） 

1,586,083 1,405,726 1,295,223 1,183,467  

達成率 
 

－ － 122.2％ 130.0％ 108.3％ 115.0%   経常費用（千円） 
1,625,097 1,407,216 1,266,572 1,176,591  

 
 

        経常利益（千円） 
15,590,680 13,055,780 10,856,698 8,974,898 

 

         行政コスト（千円） 
 

－ 1,407,216 1,266,572 1,176,591  

         行政サービス実施コ

スト（千円） 
△16,014,981 － － －  

 
 

        従事人員数 
28.70 人 26.29 人 27.01 人 25.07 人 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ８ 承継年金住宅融

資等債権管理回

収業務 
承継年金住宅融

資等債権管理回収

業務については、新

規貸付の終了した

年金住宅融資等債

権の管理及び回収

を行い、当該回収金

の国への納付により

年金給付の財源に

寄与することを目的

とし、以下の点に留

意してその適正な実

施に努めること。 

なお、業務承継時

からの債権残高の

減少状況を踏まえ、

当該業務の終了を

見据えた具体的な

検討を行いつつ、安

定的かつ効率的な

業務実施に努める

こと。 

 

（１）業務終了を見

据えた検討に際

しては、減少傾

向が続く債権残

高の将来見通し

を踏まえ、業務

運営コストの分

析及び将来の収

支状況の的確な

把握を行うとと

もに、さらに当

該業務の関係機

８ 承継年金住宅融

資等債権管理回

収業務 
承継年金住宅融資

等債権管理回収業務

については、新規貸

付の終了した年金住

宅融資等債権の管理

及び回収を行い、当

該回収金の国への納

付により年金給付の

財源に寄与すること

を目的とし、以下の

点に留意してその適

正な実施に努める。 

なお、業務承継時

からの債権残高の減

少状況を踏まえ、当

該業務の終了を見据

えた具体的な検討を

行いつつ、安定的か

つ効率的な業務実施

に努める。 

 

 

 

（１）業務終了を見

据えた検討に際

しては、減少傾

向が続く債権残

高の将来見通し

を踏まえ、業務

運営コストの分

析及び将来の収

支状況の的確な

把握を行うとと

もに、さらに当

該業務の関係機

＜主な定量的指標＞ 
① 長期延滞債権につ

いて、経済環境の著し

い変動がない限り、総

件数に対して 18％以

上の回収処理を行う。 
 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 業務終了を見据え

た検討に際して、減少

傾向が続く債権残高

の将来見通しを踏ま

え、業務運営コストの

分析及び将来の収支

状況の的確な把握を

行うとともに、さらに

当該業務の関係機関

と緊密に連携して、今

後の課題の把握等に

努めているか。 

＜主要な業務実績＞ 

① 長期延滞債権については、毎年度、総件数

に対して毎年度 18％以上の回収処理（平均

21.4％）を行い、中期計画を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業務運営コストの分析及び将来の収支状況

の把握等を行うとともに、2 回にわたる関係

機関ヒアリングから把握された課題等を全体

整理することにより、当該業務の終了を見据

えた具体的な検討に向けた準備対応を進め、

国と調整を行った。 

○ 前中期目標期間において、多くの関係機関

との調整で合意された第三者弁済契約の延長

等について、その後の実施状況や、平成 30 年

4 月に発足した新設合併法人をはじめとする

関係転貸法人の事業動向等を把握しつつ、令

和 5 年度から実施する関係機関との協議・調

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 業務運営コストの分析及び将来の収支状況

の把握等を行うとともに、過去 2 回にわたる

関係機関ヒアリングから把握された課題等を

全体整理することにより、当該業務の終了を

見据えた具体的な検討に向けた準備対応を進

めて、国と調整した。 

○ 前中期目標期間において、多くの関係機関

との調整で合意された第三者弁済契約の延長

等について、その後の実施状況や、平成 30 年

4 月に発足した新設合併法人をはじめとする

関係転貸法人の事業動向等を把握しつつ、令

和 5 年度から実施する関係機関との協議・調

整に向けた準備検討を着実に進めた。 
○ 承継債権管理回収勘定における将来の収支

状況の把握等に資するため、関連システムに

将来推計の機能を追加する準備検討を進め、

公共調達手続きを経て、システム修正作業及

びテスト実施の検討等を行うことにより、迅

速な処理・職員の負担軽減に向けた対応を進

めた。 
○ 承継年金住宅融資等の貸付先について、毎

年度、財務状況等の把握・分析を行うととも

に、必要に応じてヒアリング及び指導を行っ

た。 

○ 貸付先の保証人等については、毎年度、受

託金融機関等に調査を行い、必要な手続きが

適切に行われたことを確認するとともに、転

貸債権に係るローン保証会社の格付けによ

り、各社の保証履行能力の実態把握・分析を

行った。 

 また、令和 2 年 4 月の改正民法施行に伴う

保証人変更契約書の様式変更について、必要

な調査や調整を行うことにより、受託金融機

関で適切な運用が図られる状況を確保した。 
○ 貸付先との交渉が難航して回収が進まなか

った債権や過去に貸付先が破綻して機構自ら

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○法人の自己評価について 
  本項目における法人の自己

評価は、「独立行政法人の評

価に関する指針」（令和４年３

月２日改定、総務大臣決定）

に即して記載されており質が

高く、評価の視点に即し業務

実績を具体的に記述する等十

分な説明責任が果たされてお

り、正当であると確認できる。 
 
○業務の終了を見据えた検討 
 業務運営コストの分析及び

将来の収支状況の見込みの把

握等を行うとともに、関係機

関ヒアリングから把握された

課題等の全体整理を行うこと

により業務の終了を見据えた

具体的な検討に向けた準備対

応を進め、国との調整を行っ

た。 
 
○評価 
  所期の目標を達成している

と見込まれることから、「Ｂ」

評価とする。 
 
＜今後の課題＞ 

承継年金住宅融資等債権

の残高については、減少傾向

が続くことから、債権残高の

将来見通しを踏まえ、関係機

関との緊密な連携及び調整を

進めつつ、事業の終了を見据

えた具体的な検討を行うこと

を期待する。 
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関と緊密に連携

して、今後の課

題の把握等に努

めること。 
 
 
 
 
（２）年金住宅融資

等債権につい

て、貸付先の財

務状況等の把握

及び分析、担保

物件及び保証機

関又は保証人の

保証履行能力の

評価等を適時に

行うことによ

り、適切な債権

管理に努めるこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関と緊密に連携

して、今後の課

題の把握等に努

める。 
 
 
 
 
（２）年金住宅融資

等債権につい

て、貸付先の財

務状況等の把握

及び分析、担保

物件及び保証機

関又は保証人の

保証履行能力の

評価等を適時に

行うとともに、

転貸債権に係る

保証履行能力の

把握及び分析、

転貸法人等に対

する必要な助言

等を行うことに

より、適切な債

権管理に努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年金住宅融資等債

権について、貸付先の

財務状況等の把握及

び分析、担保物件及び

保証機関又は保証人

の保証履行能力の評

価等を適時に行うと

ともに、転貸債権に係

る保証履行能力の把

握及び分析、転貸法人

等に対する必要な助

言等を行うことによ

り、適切な債権管理に

努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整に向けた準備検討を着実に進めた。 
○ 承継債権管理回収勘定における将来の収支

状況の把握等に資するため、関連システムに

将来推計の機能を追加する準備検討を進め、

公共調達手続きを経て、令和 4 年 10 月の運

用開始に向けてシステム修正作業及びテスト

実施の検討等を進めた。 
 

○ 転貸法人について、毎年度、前年度の決算

書を徴求し、財務状況等の把握・分析を行う

とともに、必要に応じて、ヒアリング及び指

導を行った。 

○ 住宅生活協同組合等について、毎年度、受

託金融機関から現状の報告及び決算書を徴求

し、財務状況等の把握・分析を行った。 

○ 貸付先の保証人等については、毎年度、受

託金融機関等に調査を行い、その結果に基づ

き保証人の変更等の対応を図り、必要な手続

きが適切に行われたことを確認した。 
 また、令和 2 年 4 月の改正民法施行に伴う

保証人変更契約書の様式変更について、必要

な調査や調整を行うことにより、受託金融機

関で適切な運用が図られる状況を確保した。 
○ 年金住宅融資等債権について、貸付金の自

己査定基準に基づき、毎年度、貸付先の財務

状況等を勘案した債権分類を実施し、貸倒引

当金を適正に計上した。 

○ 転貸債権に係るローン保証会社の格付け

（Moody’s、S&P）により、毎年度、各社の保

証履行能力の実態把握・分析を行い、保証能

力を確認した。 
○ 転貸法人に対するヒアリングを通じて実情

等を把握するとともに、必要な助言、指導等

を行った。令和 2 年度以降は新型コロナウイ

ルス感染症の影響を踏まえた転貸法人の現場

対応の状況等を電話・メール等で随時確認し、

住宅金融機構等の動向を把握した上で必要な

情報提供や指導を行った。 
○ 専門員及び転貸法人からの定期報告（年 2
回）、専門員の活動状況や転貸法人を取り巻

く情勢等の情報交換を行う専門員会議を毎年

が管理してきた債権等について、受託金融機

関等との連携による着実な対応を進めること

により、担保物件の処分等を通じて必要な回

収処理等を行った。 
○ 住宅金融支援機構への委託分債権（自然人

保証）で期限の利益を喪失した債権に係るサ

ービサー（債権回収会社）への再委託につい

て、同機構との緊密な連携により、令和 2 年

5 月から開始し、再委託を実施した。 
○ ローン返済困窮者に対する返済条件の変更

325 件（新型コロナウイルス感染症の影響に

伴う緩和措置の適用 121 件を含む）、民事再

生法の適用による返済条件の変更 19 件の措

置を講じた。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、

返済が困難となった借入者への返済条件の変

更等について、機構ホームページで周知を行

うとともに、121 件（再掲）の措置を講じ、

借入者のニーズに円滑に対応できた。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

住宅金融支援機構の動向を把握し、転貸法人

に必要な事務連絡の発出等を行った。 
また、令和 2 年度以降、年 2 回の約定償還

時に先駆けて、主な貸付先における新型コロ

ナウイルス感染症の影響の有無等についてモ

ニタリングを実施するとともに、過去に破綻

した貸付先に係る債権管理への影響等につい

て受託金融機関等から毎月報告を受け、いず

れも特段の支障等が生じていないことを確認

した。 
○ 長期延滞債権については、受託金融機関に

対して適切な指示を行い、必要に応じて保証

機関等に対する保証履行請求及び担保物件の

処分を行ったことなどにより、総件数に対し

て 21.4％（平成 30～令和 3 年度の平均）の

回収処理を行い、中期計画の目標値を上回る

（平成 30～令和 3 年度における達成率平均

118.8%）ことができた。 

○ 以上の取組みの結果、国庫納付金として、

約 3,036 億円（平成 30～令和 3 年度）を国庫

納付する予定であり、引き続き公的年金の給
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（３）年金住宅融資

等債権につい

て、適時的確に

回収を行うこと

により、延滞債

権の発生の抑制

に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）延滞債権につ

いて、貸付先に

対する督促、保

証機関又は保証

人に対する保証

履行請求及び担

保物件の処分等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）年金住宅融資

等債権につい

て、適時的確に

回収を行うこと

により、延滞債

権の発生の抑制

に努める。 
（関連指標） 

○適時的確な債 

 権回収の実績 

・年金住宅融資等 

債権の元金回 

収率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）延滞債権につ

いて、貸付先に

対する督促、保

証機関又は保証

人に対する保証

履行請求及び担

保物件の処分等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年金住宅融資等債

権について、適時的確

に回収を行うことに

より、延滞債権の発生

の抑制に努めている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 延滞債権について、

貸付先に対する督促、

保証機関又は保証人

に対する保証履行請

求及び担保物件の処

分等を適切に行うこ

とにより、早期の債権

度開催し、専門員を通じて転貸法人の債権管

理に関する指導を行った。 
○ 令和 2 年度以降、年 2 回の約定償還時に先

駆けて、主な貸付先における新型コロナウイ

ルス感染症の影響の有無等についてモニタリ

ングを実施するとともに、過去に破綻した貸

付先に係る債権管理への影響等について受託

金融機関等から毎月報告を受け、いずれも特

段の支障等が生じていないことを確認した。 
 

○ 貸付先との交渉が難航して回収が進まなか

った債権や過去に貸付先が破綻して機構自ら

直接管理をしている債権について、受託金融

機関等との連携による着実な対応を進めるこ

とにより、担保物件の処分等を通じた回収を

図った。 

○ 住宅金融支援機構への委託分債権（自然人

保証）で期限の利益を喪失した債権に係るサ

ービサー(債権回収会社)への再委託について

令和 2 年 5 月から開始し、同機構と連絡を密

に取りつつ準備を進め、延滞長期化の抑制(債

務者に係る時効更新)を図った。 

○ ローン返済困窮者に対する返済条件の変更

325 件（新型コロナウイルス感染症の影響に

伴う緩和措置の適用 121 件を含む）、民事再

生法の適用による返済条件の変更 19 件の措

置を講じた。 
また、災害等の発生時には、機構ホームペ

ージに返済猶予等の対応を掲載した。 
○ 短期延滞債権について迅速かつ着実な督促

を行うため、転貸法人へのヒアリングや関係

団体の役員会・総会及び専門員会議において

周知徹底を図った。 
 
○ 長期延滞債権については、受託金融機関に

対して適切な指示を行い、必要に応じて保証

機関等に対する保証履行請求及び担保物件の

処分を行った。 

 

 

 

付財源に寄与した。 
 
 
＜課題と対応＞ 

特になし。 
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を適切に行うこ

とにより、早期

の債権回収に努

めること。 
 
（５）承継年金住宅

融資等債権管理

回収業務に関す

る評価につい

て、以下の指標

を設定する。 
 
・ 長期延滞債

権 に つ い て

は、被保険者

の高齢化等に

より、その回

収が一層難し

くなっている

中で、経済環

境の著しい変

動 が な い 限

り、総件数に

対して 18％
以上の回収処

理 を 行 う こ

と。（第３期中

期目標期間実

績 ： 平 均

17.8%） 

を適切に行うこ

とにより、早期

の債権回収に努

める。 
 
（５）承継年金住宅

融資等債権管理

回収業務に関す

る評価につい

て、以下の指標

の達成を目指

す。 
・ 長期延滞債権

については、被

保険者の高齢化

等により、その

回収が一層難し

くなっている中

で、経済環境の

著しい変動がな

い限り、総件数

に対して 18％
以上の回収処理

を行う。 

回収に努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 長期延滞債権につ

いては、経済環境の著

しい変動がない限り、

総件数に対して 18％
以上の回収処理を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 上記①のとおり。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―９ 一時金支払等業務及び補償金支払等業務 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法附則第 5 条の 3 第 1 項及び第

5 条の 5 第 1 項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 247・743 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

 
 

        予算額（千円） 

－ 

（一時金） 
11,167,039 

（補償金） 
5,422,001 

（一時金） 
3,405,515 

（補償金） 
11,517,779 

（一時金） 
1,758,266 

（補償金） 
2,960,550 

 

 
 

        決算額（千円） 

－ 

（一時金） 
1,596,426 

（補償金） 
1,478,432 

（一時金） 
1,368,357 

（補償金） 
8,869,033 

（一時金） 
323,778 

（補償金） 
1,105,403 

 

 
 

        経常費用（千円） 

－ 

（一時金） 
1,652,881 

（補償金） 
1,518,015 

（一時金） 
1,364,090 

（補償金） 
8,888,258 

（一時金） 
321,334 

（補償金） 
1,117,220 

 

 
 

        経常利益（千円） 

－ 

（一時金） 
0 

（補償金） 
0 

（一時金） 
△9,632 

（補償金） 
0 

（一時金） 
0 

（補償金） 
0 

 

         行政コスト（千円） 

－ 

（一時金） 
1,652,881 

（補償金） 
1,518,015 

（一時金） 
1,364,090 

（補償金） 
8,888,258 

（一時金） 
321,334 

（補償金） 
1,117,220 

 

 
 

        従事人員数 

－ 

（一時金） 
4.33 人 

（補償金） 
1.16 人 

（一時金） 
3.54 人 

（補償金） 
3.72 人 

（一時金） 
3.76 人 

（補償金） 
4.07 人 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ９ 一時金支払等業

務及び補償金支

払等業務 
 

 

 

 

旧優生保護法に基

づく優生手術等を受

けた者に対する一時

金の支給等に関する

法律（平成 31年法律

第 14号）に基づく一

時金等及びハンセン

病元患者家族に対す

る補償金の支給等に

関する法律（令和元

年法律第 55 号）に基

づく補償金の支払に

当たっては、個人情

報の取扱いに特に配

慮するとともに、事

務費や基金残高の管

理等を含め、国に対

して毎月の支払状況

等を報告するなど、

国と密接な連携の

上、業務の適切かつ

迅速な実施に努める

こと。 
 

 

９ 一時金支払等業

務及び補償金支

払等業務 
 

 

 

 

旧優生保護法に基

づく優生手術等を受

けた者に対する一時

金の支給等に関する

法律（平成 31 年法律

第 14号）に基づく一

時金等及びハンセン

病元患者家族に対す

る補償金の支給等に

関する法律（令和元

年法律第 55 号）に基

づく補償金の支払に

当たっては、個人情

報の取扱いに特に配

慮するとともに、事

務費や基金残高の管

理等を含め、国に対

して毎月の支払状況

等を報告するなど、

国と密接な連携の

上、業務の適切かつ

迅速な実施に努め

る。 

＜主な定量的指標＞ 
 なし 
 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
○ 一時金等及び補償

金の支払に当たって

は、個人情報の取扱い

に特に配慮するとと

もに、事務費や基金残

高の管理等を含め、国

に毎月の支払状況等

を報告するなど、国と

密接な連携の上、業務

の適切かつ迅速な実

施に努めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国と緊密に連携のうえ、適切かつ迅速な支

払業務を行い、毎月、確実に支払いを完了す

るとともに、速やかに支払状況を国に報告し

た。 
○ 秘匿性の高さから個人情報の取扱いに特に

配慮する必要があるため、国との一時金及び

補償金の支払情報の授受については、セキュ

リティ性の高い WAM NET 掲示板を活用し

た。 
○ 一時金支払等業務及び補償金支払等業務

の支払実績は、次のとおりである。 

《一時金支払等業務》       （単位：件、百万円） 

区  分 件数 金額 

令和元年度（※） 476 1,524 

令和 2 年度 410 1,313 

令和 3 年度 86 275 

累  計 972 3,113 

（※）令和元年 6 月から支払いを開始した。 

 
《補償金支払等業務》    （単位：件、百万円） 

区  分 件数 金額 

令和元年度（※） 1,061 1,459 

令和 2 年度 5,555 8,807 

令和 3 年度 690 1,048 

累  計 7,306 11,314 

（※）令和 2 年 1 月から支払いを開始した。 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 一時金支払等業務及び補償金支払等業務

ともに、国と緊密に連携のうえ、適切かつ迅

速な支払業務を行い、毎月、確実に支払いを

完了するとともに、速やかに支払状況を国に

報告した。 
○ 一時金等及び補償金の支払にあたっては、

個人情報の取扱いに特に配慮する必要がある

ため、国との一時金及び補償金の支払情報の

授受については、セキュリティ性の高いWAM 
NET 掲示板を活用した。 

 

 

＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

 
 

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○一時金支払等業務及び補償

金支払等業務について、毎月確

実に支払いを完了するととも

に、支払い状況についても速や

かに報告しており、支払業務を

適切かつ迅速に実施している。 
また、一時金及び補償金の支

払にあたっては、WAM NET 掲

示板を活用し、個人情報の取扱

いに配慮しつつ業務を実施して

いる。 
 

○所期の目標を達成していると

見込まれることから、「Ｂ」評

価とする。 

 
 

４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務・システムの効率化と情報化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第４ 業務運営の効

率化に関する事

項 
 
通則法第 29 条第

２項第３号の業務運

営の効率化に関する

事項は、次のとおり

とする。 
 
１ 業務・システム

の効率化と情報化

の推進 
（１）各事業・業務

の実施を効率的

かつ安定的に支

援するため、計

画的なシステム

の導入及び改善

に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 業務運営の効

率化に関する目

標を達成するた

めにとるべき措

置 
 
 
 
 
 
１ 業務・システム

の効率化と情報化

の推進 
（１）各事業・業務

の実施を効率的

かつ安定的に支

援するため、情

報化推進計画を

策定し、システ

ムの導入及び改

善を継続的に実

施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 各事業・業務の実施

を効率的かつ安定的

に支援するため、情報

化推進計画を策定し、

システムの導入及び

改善を継続的に実施

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 情報化推進計画を策定し、当該計画に基づき、次の情報シ

ステムの導入及び改善を実施し、機構が行う各事業・業務の

実施を効率的かつ安定的に支援した。 
a 福祉医療貸付事業において、制度改正等に伴う融資条件

の変更に対応するため、毎年度、貸付総合電算システムの

改修を実施した。 
また、令和 2 年度以降は、新型コロナウイルス対応支援

資金に係る膨大な申込みに迅速に対応するための各種機

能追加を行った。 
さらに、期中管理態勢強化のため新たに自己査定支援シ

ステムを開発した。 
b 福祉医療経営指導事業において、診療・介護報酬等改定

時における対応のほか、令和 2 年度以降、新型コロナウ

イルス対応支援資金において貸付が増大している一般診

療所の経営分析機能を追加等するため、事業報告書等電子

報告システムの改修等を行った。 
c 退職手当共済事業において、手続きのオンライン化や現

行業務フローの課題を踏まえた新システムの機能を検討の

うえ、要件定義業務に関する調達など、新システム構築に

向けた対応を行った。 
d WAM NET 事業において、社会福祉法人の財務諸表等電

子開示システム及び障害福祉サービス等情報公表システ

ムについては、利用者の利便性向上のための改修や国等の

要望を踏まえた機能追加等を行った。 
また、令和元年度に、子ども・子育て支援情報公表シス

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 情報化推進計画に基づくシ

ステム改善として、貸付総合電

算システムについては、機能追

加等の改修を実施し、業務の効

率化を図った。 
また、福祉医療貸付事業に係

る債権の期中管理態勢強化の

ため、自己査定支援システムを

開発した。 
事業報告書等電子報告シス

テムについては、報酬改定への

対応機能追加等の改修を実施

し、業務の効率化を図った。 
退職手当共済事業における

新システム構築に向けた対応

を行った。 
WAM NET 事業において、

「社会福祉法人の財務諸表等

電子開示システム」及び「障害

福祉サービス等情報公表シス

テム」については、国等の要望

を踏まえた機能追加等の改修

を行うとともに、「子ども・子

育て支援情報公表システム」、

「障害者支援施設等災害時共

有システム」及び「児童福祉施

設等災害時情報共有システム」

を構築した。 
これらの取組みにより、各事

業・業務の実施を効率的かつ安

定的に支援することができた。 
○ 事務所外から機構LANへの

接続を可能とする高度なセキ

ュリティが確保されたシステム

環境整備を行い、新型コロナウ

イルス感染拡大や災害発生時

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○システムの導入及び改善 
 情報化推進計画に基づくシス 
テム改善として、 
・福祉医療貸付事業に係る貸付

総合電算システムに係る機能の

追加等、 
・財務諸表等電子開示システム

及び障害福祉サービス等情報公

表システムに係る機能の追加

等、 
の改修を実施するなど、業務の

効率化に努めている。 
また、新たに 

・福祉医療貸付事業に係る債権

の期中管理態勢強化のための、

自己査定支援システムの開発、 
・子ども・子育て支援情報公表

システム、障害者支援施設災害

時情報共有システム及び児童福

祉施設災害時情報共有システム

の構築を行い、 
・退職手当共済システムについ

ては、各種手続のオンライン化

を目指して、新システムの要件

定義に関する調達を開始、 
するなど、組織として、各事業・

業務の実施を効率的かつ安定的

な支援の実施に取り組んでい

る。 
 また、災害発生時等に事業所

外からもテレワークにより業務

継続が可能となるよう、高度な

セキュリティが確保されたシス

テムの環境整備を行った。 
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（２）情報化の進展

に機動的かつ的

確に対応するこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）情報化の進展

に機動的かつ的

確に対応するた

め、情報管理担

当部署の専門性

の向上を図る。 
 
（３）各業務の特性

に応じて、当該

業務に必要なＩ

Ｔに関する技能

及び知識の習得

を推進するた

め、職員に対す

る研修等を実施

する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 情報化の進展に機

動的かつ的確に対応

するために、情報管理

担当部署の専門性の

向上を図っているか。 
 
 
○ 職員に対するＩＴ

に関する研修等を計

画的に実施している

か。 
 
 
 
 
 

テムを構築し、同年厚生労働省からの依頼を受け、令和 2
年度には、災害発生時に被災した保育所等の児童福祉施設

や障害福祉サービス施設等の被災状況などを国や自治体

が共有する災害時情報共有システムを構築した。 
○ 令和 2 年度には、想定を超える感染症の感染拡大や災害

発生時にも、テレワークにより機構の業務継続を確実に可能

とするため、高度なセキュリティを確保しながら事務所外か

ら機構内LANへリモート接続を可能とするシステム環境整

備を行った。 
○ 福祉医療貸付事業、経営指導事業、助成事業等に係る相談

業務など、コロナ禍により対面での実施が困難となった顧客

等とのコミュニケーションを安全に確保するとともに、サー

ビスの質の維持・向上を図るため、緊急対応として、令和 2
年度から Web 会議サービスを導入した。 

  なお、導入にあたっては、現行の政府統一基準に準拠し、

高度なセキュリティ確保が可能なシステムを厳選した。 
 
○ 情報管理担当部署の専門性の向上を図るため、CIO 補佐

官による ICT 人材育成のための研修を実施した。 
また、研修プログラムに基づき、情報セキュリティに関す

る知識や情報セキュリティインシデントに関する知識、情報

システムの構築技法及び見積り等に関する知識習得に係る

外部研修を受講した。 
 

○ 機構職員の ICT リテラシーの向上を図るため、毎年度、

策定した情報システム関連研修計画に基づき、情報管理担当

部署等による OA 研修（e ラーニング研修：Word、Excel、
PowePoint 等）、業務システム等操作研修（集合研修等）及

びCIO補佐官による ICTリテラシーの向上のための研修を

役職員向けに実施した。 
年度 OA 研修 システム 

操作研修 
ICT リテラ

シー研修 
平成 30 年度 343 名 129 名  75 名 
令和元年度 233 名  82 名  73 名 
令和 2 年度 195 名  30 名 148 名 
令和 3 年度 276 名 134 名  92 名 

 

等においても機構の業務継続

が可能となる体制整備を図っ

た。 
○ コロナ禍により、機構各業務

において、対面による相談や集

合形式による会議の開催が困

難となったため、Web 会議サ

ービスを導入し、顧客等とのコ

ミュニケーションについて安全

性を確保しつつ、サービスの質

の維持・向上を図るとともに、

業務の効率化及び円滑な実施

を支援した。 
○ 情報セキュリティに関する知

識や情報セキュリティインシデ

ント等に関する知識習得に係

る外部研修の受講により、情報

管理担当部署の専門性の向上

を図った。 
○ 情報システム関連研修計画

に基づき、情報管理担当部署等

によるOA研修を実施するとと

もに、CIO補佐官による役職員

向け研修を実施するなど、機構

職員の ICT リテラシーの向上

を図った。 
 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 
 
 

○研修 
情報セキュリティ関連の研修

受講、CIO 補佐官によるＩＣＴ

人材育成研修及び情報システム

関連の研修等の実施により、情

報システムや情報セキュリティ

に関する知識の習得、機構職員

の IT リテラシーの向上に取り

組んでいる。 
 
○評価 
業務の効率化に向けた各種シス

テムの改修、整備に取り組んで

いること、各種研修による情報

システムや情報セキュリティに

関する知識の習得、職員の ICT
リテラシーの向上を図るなど、

業務・システムの効率化と情報

化の推進に努めており、所期の

目標を達成していると見込まれ

ることから、「Ｂ」評価とする。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―２ 経費の節減 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
経費節減（計画値）

（百万円） 
中期目標期間の最終年度において、一般管

理費は 70 百万円、業務経費は 296 百万円 
 

 

 
 

（一般管理費） 

80（▲3％） 
（業務経費） 

308（▲1％） 

（一般管理費） 

77（▲6％） 
（業務経費） 

305（▲2％） 

（一般管理費） 

75（▲9％） 
（業務経費） 

302（▲3％） 

（一般管理費） 

  72（▲12％） 
（業務経費） 

299（▲4％） 

（一般管理費） 

 70（▲15％） 
（業務経費） 

296（▲5%） 

－ 

経費節減（実績値） 
（百万円） 

年度計画値の 100％ （一般管理費） 

82 
（業務経費） 

311 

（一般管理費） 

85 
（業務経費） 

331 

（一般管理費） 

78 
（業務経費） 

314 

（一般管理費） 

73 
（業務経費） 

302 

（一般管理費） 

72 
（業務経費） 

297 

 

 
 

 

－ 

上記削減率（％） 中期目標期間の最終事業年度において、平

成 29 年度（一般管理費 82 百万円、業務経

費 311 百万円）と比べて一般管理費は 15％
程度、業務経費は 5％程度削減 

 

 
 

 

（一般管理費） 

3.7％ 
（業務経費） 

6.3％ 

（一般管理費） 

▲4.3％ 
（業務経費） 

0.9％ 

（一般管理費） 

▲10.9％ 
（業務経費） 

▲3.0％ 

（一般管理費） 

▲12.8% 
（業務経費） 

▲4.7% 

 

 
 

 

 

  達成度 － 
 
 

 

 
 

 

（一般管理費） 

94.1％ 
（業務経費） 

93.1％ 

（一般管理費） 

98.7％ 
（業務経費） 

97.1％ 

（一般管理費） 

102.7％ 
（業務経費） 

100.0％ 

（一般管理費） 

100.0% 
（業務経費） 

100.7% 

 

 
 

 

－ 

 
 
 
 
  

（注）削減対象経費は、運営費交付金を充当する一般管理費及び業務経費であって、決算報告書の業務経費及び一般管理費のうち、人件費、貸付金に係る振込・口座振替手数料及び債権保全費、福祉医療経営指導事業に係る経費、社会福祉事業に関する調査研究、知識の普

及及び研修に係る経費、退職手当共済事業に係る業務委託費及び退職手当給付金支給に係る振込手数料、システム関連経費、事務所借料関連経費、公租公課並びに特殊要因経費を除いた金額である。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 経費の節減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）業務方法の

見直し及び事

務の効率化を

行い、経費の

節減に努める

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 経費の節減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）質が高く効

率的な業務運

営を確保し、

組織における

資源を有効に

活用するため、

毎年度、業務

方法等を点検

し、業務方法

の改善等を行

うことにより、

事務の効率化

を推進し、経

費の節減に努

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間の

最終事業年度にお

いて、平成 29 年度

と比べて一般管理

費は 15%程度、業

務経費は5%程度の

額を節減する。 
 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
○ 業務方法をどの

ように改善し、事務

の効率化を図り、経

費の節減に努めて

いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 運営費交付金を充当して行う業務（一般勘定・共済勘定・保険勘定）に係る

一般管理費及び業務経費については、中期目標期間の最終事業年度（令和 4 年

度）において、基準額（平成 29 年度決算額）に対して、一般管理費は△15%程

度、業務経費は△5%程度の額を削減できるよう、不断に経費削減の取組みを行

い、業務の質の確保に留意しつつ効率的な執行に努めた。 

令和 2 年度以降は、人材派遣職員及び再雇用職員等の人員配置の最適化を着

実に推進したことにより、一般管理費△12.8％（目標△12％）、業務経費△4.7％
（目標△4％）と、一般管理費、業務経費ともに中期計画に基づく計画を達成し

た。 

 
 
 
○ 業務方法の改善等による事務効率化及び経費の節減の取組みとして、以下の

とおり実施した。 
（平成 30 年度から実施） 
・ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務において、破綻した貸付先に係る回収

業務の委託業務内容の見直し等を通じて、業務委託手数料を削減。 
さらに、承継年金住宅融資等債権管理回収業務において、有価証券（国債）

による根質権を担保としている貸付先と交渉し、根抵当権へと担保を変更し

たことに伴い、担保有価証券を保管する委託先（信託銀行）との間で締結し

ている担保有価証券管理事務請負契約の早期解約が可能となり、完済までの

委託費を削減。 
 （令和元年度から実施） 
・ 退職手当共済事業において、退職手当共済制度マニュアルの印刷及び送付を

取り止め、機構ホームページからのダウンロード方式に変更することで、印

刷製本費や通信運搬費の削減。また、繁忙期の人材派遣職員に係る経費節減

及び労務管理の負荷軽減等を図るため、令和 2 年度から段階的に事務処理の

委託化を進める計画を策定。 
 （令和 2 年度から実施） 
・ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業において、システム運用保守業

務の契約内容の見直しによる節減。また、承継年金住宅融資等債権管理回収

業務においても、同様の見直しによる契約額の削減。 
（令和 3 年度から実施） 
・ 心身障害者扶養保険事業において、「令和 2 年の地方からの提案等に関する

対応方針（令和 2 年 12 月 18 日閣議決定）」に基づき、令和 3 年度から保険

契約者（地方公共団体）が機構に提出する年金給付保険金支払対象障害者の

現況及び死亡の届出において、住民票の写しの添付を省略するなど事務を効

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 人材派遣職員等の人

員配置の最適化を着実

に推進した結果、人材派

遣料等を節減することが

できたこと等により、一

般管理費、業務経費とも

に中期計画を達成するこ

とができた。 
○ 契約の適正化について

は、調達等合理化計画に

基づく取組みを着実に実

施するとともに、契約監

視委員会における点検を

適正に行い、公正かつ透

明な調達手続による適切

で、迅速かつ効果的な調

達を推進した。 
○ 給与水準については、

その適正化に向けて、機

構独自の特別都市手当

据置の継続、55 歳を超え

る職員に対する給与体系

の見直し等を実施してき

た結果、年齢・地域・学

歴差を勘案したラスパイ

レス指数は平成 30 年度

から令和3年度の平均で

100.4ポイントとなった。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○節減の取組 
経費節減に向けた取組と

して、職員等の人員配置の

最適化による人材派遣料等

の節減に努めている。また、

事務消耗品等の購入単価の

引下げを図るなど、費用負

担の軽減に努めたことによ

り一般管理費、業務経費と

もに中期計画を達成する見

込みが立っている。 
 
○契約の適正化 
契約の適正化に向けて、

調達等合理化計画にに基づ

く取組を着実に実施してい

る。 
 
○評価 
上記の取組等により、一

般管理費及び業務経費の節

減率は目標を達成する見込

であり、事務の効率化及び

経費の節減に努めており、

所期の目標を達成している

と見込まれることから、「Ｂ」

評価とする。 
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（２）公正かつ透

明な調達手続

による適切で、

迅速かつ効果

的な調達のた

め、機構が策

定した「調達

等 合 理 化 計

画」に基づき、

一者応札等に

対する取組を

着実に実施す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）運営費交付

金を充当する

 
 
 
 
 
（２）公正かつ透

明な調達手続

による適切で、

迅速かつ効果

的な調達のた

め、機構が策

定した「調達

等 合 理 化 計

画」に基づき、

一者応札等に

対する取組を

着実に実施す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）運営費交付

金を充当する

 
 
 
 
 
○ 公正かつ透明な

調達手続による適

切で、迅速かつ効果

的な調達を実現す

る観点から、機構が

策定した「調達等合

理化計画」に基づく

取組を着実に実施

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 一般管理費等の

経費の節減につい

率化 
・ 心身障害者扶養保険事業において、「国が行う行政手続きに準じた押印の見

直し」に準じて、令和 3 年度から各地方公共団体からの提出書類に係る様式

の統廃合及び押印の省略など事務を効率化 
 
○ 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決定）に基づき、毎年度「調達等合理化計画」を策定し、機構ホ

ームページで公表した。 
○ 「調達の適正化について（依頼）」（平成 22 年 4 月 6 日厚生労働省発総 0406
第 5 号）を踏まえ、全ての調達は原則として一般競争入札によることとし、「独

立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日

総務大臣決定）に基づく調達等合理化推進委員会においては、入札における仕

様書等や随意契約とする理由の審議を徹底した。 
  また、毎年度、契約監視委員会を開催し、当該年度の「調達等合理化計画（案）」

（前年度調達等合理化計画に係る自己評価の報告を含む）の事前点検を行うと

ともに、前年度に契約を締結した新たな競争性のない随意契約、2 か年度連続の

一者応札・応募案件について事後点検を行った。 
 

年度 
競争性のある契約 競争性のない随意契約 合 計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成30年度 30件 6.9億円 12件 4.2億円 42件 11.1億円 

令和元年度 35件 32.6億円 7件 0.4億円 42件 33.1億円 

令和2年度 38件 15.3億円 19件 17.3億円 57件 32.6億円 

令和3年度 29件 9.9億円 5件 0.2億円 34件 10.1億円 

（注1）単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2）令和2年度件数には、コロナ対応に係る調達が競争性のある契約8件、競争性のない随意契

約10件が含まれる。 

 
○「調達等合理化計画」に基づき、以下の項目について重点的な取組みを行った。 

a 競争性のない随意契約に対する取組み 
    会計規程等における「随意契約によることができる事由」に該当している明

確な理由の確認を徹底し、公正性、透明性を確保した。 
 また、調達等合理化推進委員会において、対象となる随意契約全件の事前点

検を行った。 
b 一者応札・応募に対する取組み 

     機構ホームページにおいて公表している「1 者応札・1 者応募に係る改善方

策について」に基づき、公告期間の確保や不当な資格要件を設定しない等に

よって、競争への参加者が複数となるよう改善に取り組んだ。 

 
○ 上記①のとおり。 
 



78 
 

一般管理費及

び 業 務 経 費

（いずれも人

件費を除く。）

については、業

務の質の確保

に留意しつつ、

より一層の業

務運営の効率

化を推進し、

中期目標期間

の最終事業年

度において、平

成 29 年度と

比べて一般管

理費は15％程

度、業務経費

は 5％程度の

額を節減する

こと。 
（注）貸付金

に係る振

込・口座

振替手数

料及び債

権 保 全

費、福祉

医療経営

指導事業

に係る経

費、社会

福祉事業

に関する

調 査 研

究、知識

の普及及

び研修に

係 る 経

費、退職

手当共済

事業に係

一般管理費及

び 業 務 経 費

（いずれも人

件費を除く。）

については、業

務の質の確保

に留意しつつ、

より一層の業

務運営の効率

化を推進し、

中期目標期間

の最終事業年

度において、平

成 29 年度と

比べて一般管

理費は15％程

度、業務経費

は 5％程度の

額 を 節 減 す

る。 
（注）貸付金

に係る振

込・口座

振替手数

料及び債

権 保 全

費、福祉

医療経営

指導事業

に係る経

費、社会

福祉事業

に関する

調 査 研

究、知識

の普及及

び研修に

係 る 経

費、退職

手当共済

事業に係

ては、中期目標を達

成しているか。 
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る業務委

託費及び

退職手当

給付金支

給に係る

振込手数

料、シス

テム関連

経費、事

務所借料

関 連 経

費、公租

公課並び

に特殊要

因経費を

除く。 
役職員の給

与水準につい

ては、政府の

方針を踏まえ

検証を行い、

その検証結果

や取組状況に

ついて公表す

ること 

る業務委

託費及び

退職手当

給付金支

給に係る

振込手数

料、シス

テム関連

経費、事

務所借料

関 連 経

費、公租

公課並び

に特殊要

因経費を

除く。 
役職員の給

与水準につい

ては、政府の

方針を踏まえ

検証を行い、

その検証結果

や取組状況に

ついて公表す

る。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 役職員の給与水

準については、政府

の方針を踏まえ検

証を行い、その検証

結果や取組状況に

ついて公表してい

るか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 在勤地が大都市圏であること、大卒以上の高学歴者の割合が高いことから、

対国家公務員指数（年齢差勘案）と国家公務員に比較して給与水準が高くなっ

ているが、年齢・地域・学歴差を勘案したラスパイレス指数は概ね国家公務員

と同水準を維持している。 
○ 毎年度、給与水準の適正化に係る検証を行うとともに、給与水準の検証結果

と今後講ずる措置を機構ホームページに公表した。 
 
○ラスパイレス指数の状況 

年度 対国家公務員 地域勘案 学歴勘案 
地域・学歴 

勘案 
平成 30 年

度 
114.5 101.4 111.5 99.4 

令和元年度 115.7 102.7 112.7 100.4 
令和 2 年度 116.5 103.4 113.2 100.9 
令和 3 年度 116.2 103.1 113.2 100.8 

（注）地域勘案指数：民間賃金が高い地域の職員に支払われる手当の有無を考慮

した指数 

学歴勘案指数：学歴構成による給与水準の違いを考慮した指数 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
 

  



80 
 

様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第５  財務内容の

改善に関する

事項 
通則法第 29条第

2 項第 4 号の財務

内容の改善に関す

る目標は、次のとお

りとする。 
なお、独立行政法

人会計基準の改訂

等により、運営費交

付金の会計処理と

して、業務達成基準

による収益化が原

則とされたことを

踏まえ、引き続き、 
収益化単位の業務

ごとに予算と実績

を管理すること。 
 
１ 運営費交付金

以外の収入の確

保 
運営費交付金を

充当して行う事業

については、それぞ

れの事業目的を損

なわない範囲で、利

用者負担その他の

自己収入を確保す

ることに努めるこ

と。 
 
２ 自己資金調達

による貸付原資

の確保 
福祉医療貸付事

業及び年金担保貸

第３ 予算、収支計

画及び資金計

画 
1 予算 
  別表 1 のとお

り 
 
2 収支計画 
 別表2のとおり 
 

3 資金計画 
 別表3のとおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 

なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉医療経営指

導事業及び福祉保

健医療情報サービ

ス事業については、

それぞれの事業目的

を損なわない範囲で

自己収入の確保に

努めているか。 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療貸付事

業及び年金担保貸

付事業において、債

券の発行等による

資金調達を適切に

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療経営指導事業収入については、新型コロナウイルスの

影響により、令和 2 年度以降、セミナーが開催できなかったこと

により減少したものの、利用者負担に配慮しつつ、適切なサービ

スや料金体系を確保するとともに、事業目的を損なわない範囲で

自己収入の確保に努めた。 
（単位：千円） 

区分 
平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和 

2 年度 
令和 

3 年度 
福祉医療経営指導事収入 61,201 72,865 20,778 21,296 

福祉保健医療情報 
サービス事業収入 

3,046 4,284 5,007 3,816 

合計 64,247 77,148 25,785 25,112 

 
○ 福祉医療機構債券の発行については、IR（投資家向け広報活動）

を積極的に実施したこと等により、適切な発行条件で円滑な資金

調達を行った。 
令和 3 年度は当機構初のソーシャルボンドの発行を行い、投資

表明を 32 件獲得した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 運営費交付金を充当して行う事

業について、新型コロナウイルス感

染症の影響によりセミナーが開催

できなかったため、福祉医療経営指

導収入が減少したものの、利用者負

担に配慮しつつ適切なサービスや

料金体系を確保するとともに、事業

目的を損なわない範囲で自己収入

の確保に努めた。 
○ 福祉医療機構債券の発行につい

ては、令和 3 年 12 月に当機構初の

ソーシャルボンドの発行を行い、投

資表明を 32 件獲得した。 
また、新型コロナウイルス感染症

の影響が続く中、従来の対面方式に

加え、動画配信やオンライン会議シ

ステム等を活用し、発行に係る説明

会及び IR（投資家向けの広報活動）

を実施したこと等により、適切な発

行条件で円滑な資金調達を行うこ

とができた。 
○ 不要財産の国庫納付については、

会計検査院による平成29年度決算

検査報告における機構への意見表

示を踏まえ、厚生労働省と協議を行

った結果、24.2 億円の不要財産（現

預金）を国庫納付（平成 30 年～令

和 3 年度）した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○自己収入の確保 
 自己収入の確保について

は、令和２年度、３年度は新

型コロナウイルスの影響によ

り、福祉医療経営指導事業等

で当初予定していた事業収入

を下回ったものの、第４期中

期目標期間を通じて、利用者

負担に配慮しつつ、かつ事業

目的を損なわない範囲で自己

収入の確保に努めている。 
 
○債権発行による資金調達 
 機構の社会貢献性の高さを

広く周知するため、ソーシャ

ルボンドを発行するととも

に、動画配信やオンライン会

議システム等を活用し、発行

に係る説明会及び投資家向け

の広報を行うなど、円滑な資

金調達ができている。 
 
○不要財産の国庫納付 
 平成 29 年度決算検査報告

において、会計検査院より意

見表示のあった労災年金担保

貸付勘定における不要財産に

ついて、平成 30 年から令和

３年度に国庫納付（24.2 億

円）を行っている。 
 
○評価 
自己収入の確保、債券発行

による資金調達及び不要財産

の国庫納付について、円滑か

つ適切に行われており、所期
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付事業において、債

券の発行等による

資金調達を適切に

行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金

の限度額 
１ 限度額 
 95,500 百万円 

２ 想定される理

由 
（１）運営費交付金

の受入れの遅

延等による資

金不足に対応

するため。 
（２）一般勘定にお

いて、貸付原資

の調達の遅延

等による貸付

金の資金不足

に対応するた

め。 
（３）年金担保貸付

勘定及び労災

年金担保貸付

勘定において、

貸付原資に充

行っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、動画配信や

オンライン会議システム等を活用し、発行に係る説明会及び IR
を実施したこと等により、コロナ禍においても適切な発行条件で

円滑な資金調達を行った。 
  なお、年金担保貸付事業においては、資金需要が予定を下回っ

たことから、令和 2 年度下期以降は発行を見送った。 
 

年度 IR 件数 

平成 30 年度 
39 件 

（うち集合 IR1 件・3 機関参加） 

令和元年度 
44 件 

（うち集合 IR3 件・32 機関参加） 
令和 2 年度 53 件 

令和 3 年度 
24 件 

（うち集合 IR1 件・20 機関参加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の目標を達成していると見込

まれることから、「Ｂ」評価

とする。 
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３ 不要資産の国

庫納付 
 
 
 
 
 
 

将来にわたり業

務を確実に実施す

る上で必要なくな

ったと認められる

財産（不要財産）を

速やかに国庫納付

すること。 
 

当するため。 
（４）共済勘定にお

いて、退職者の

増加等による

給付費の資金

不足に対応す

るため。 
（５）予定外の退職

者の発生に伴

う退職手当の

支給等、偶発的

な出費に対応

するため。 
 
第５ 不要財産又

は不要財産と

なることが見

込まれる財産

がある場合に

は、当該財産の

処分に関する

計画 
年金担保貸

付勘定及び労

災年金担保貸

付勘定に係る

政府出資金等

について、業務

廃止後、金銭納

付により国庫

納付する。 
 
第６ 第５の財産

以外の重要な

財産を譲渡し、

又は担保に供

しようとする

ときは、その計

画 
なし 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 不要財産の国庫

納付については、計

画どおり適切に実

施しているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 不要財産の国庫納付については、会計検査院による平成 29 年

度決算検査報告における機構への意見表示「独立行政法人福祉医

療機構の労災年金担保貸付勘定における政府出資金の規模につい

て」を踏まえ、厚生労働省と協議のうえ、以下のとおり国庫納付

した。 
 

年度 納付額 
平成 30 年度  7.3 億円 
令和元年度  5.5 億円 
令和 2 年度  5.2 億円 
令和 3 年度  6.2 億円 

計 24.2 億円 
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第７ 剰余金の使

途 
・ 全勘定に共通

する事項 
業務改善に係

る支出のための

原資 
職員の資質向

上のための研修

等の財源 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
 

目的積立金等の状況については、次表のとおりである。 
                                                                             （単位：百万円、％） 

 平成３０年度（初年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度（最終年度） 

前期中(長)期目標期間繰越積立金 300 291 286 283  

目的積立金 - - - -  

積立金 - 2,748 5,347 10,979  

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金等 - - - -  

運営費交付金債務 - - 944 564  

当期の運営費交付金交付額（a） 2,548 2,238 3,975 2,517  

 うち年度末残高（b） - - 944 564  

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - 24 22  
（注）単位未満の端数については、金額は切り捨て、小数点以下は四捨五入して記載している。 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第６ その他業務運

営に関する重要

事項 
通則法第 29 条第

２項第５号のその他

業務運営に関する重

要目標は、次のとお

りとする。 
なお、独立行政法

人制度の趣旨を十分

に踏まえ、業務実施

方法の更なる改善を

図り、機構に期待さ

れる社会的使命を効

率的、効果的に果た

すことができるよう、

経営管理の充実・強

化を図ること。 
 
 
１ 効率的かつ効果

的な業務運営体制

の整備 
国の政策や福祉医

療に係る事業経営環

境が変化する中で福

祉医療に係る事業の

健全な発展を総合的

に支援するため、組

織編成等の業務運営

体制を継続的に見直

すこと。 

 
 

 

第８ その他業務運

営に関する重要

事項 
機構に期待される

社会的使命を効率

性、有効性を持って

果たしていくために、

機構において最適な

ガバナンスの更なる

高度化を図るととも

に、引き続き、「専門

性の向上」と「業務

間の連携強化」を図

り、小回りのきく福

祉、医療を支援する

専門店として、次の

ような機構の事業全

般にわたる共通の取

組を実施する。 
 
１ 効率的かつ効果

的な業務運営体制

の整備 
（１）国の政策や福

祉医療に係る事

業経営環境が変

化する中で福祉

医療に係る事業

の健全な発展を

総合的に支援す

るため、組織編

成等の業務運営

体制について、

継続的に見直し

を行う。 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉医療に係る事

業の健全な発展を総

合的に支援するため、

業務運営体制を継続

的に見直しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療に係る事業の健全な発展を総合的に支援する観

点から、業務運営体制に係る以下の組織見直しを実施した。 
年度 主な見直し内容 

平成 
30 年度 

・福祉医療貸付事業を推進するため、「上席推進

役」を創設。 
・WAM NET による福祉医療の健全な発展の支

援をより一層推進するため「WAM NET 振興

課」を創設し、併せて情報システム室を「情報

事業部」に改編。 

令和 
元年度 

・旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に

対する一時金の支給業務を実施する「一時金支

払業務室」及び「一時金支払業務課」を創設。 
・ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給業

務を実施する「補償金支払業務課」を創設し、

併せて「一時金支払業務室」を「支払業務室」

に改編。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 役員会を原則として月 1 回

開催し、機構の業務運営等に関

する重要事項を審議・決定した

ほか、トップマネジメントを補

佐する経営企画会議を、新型コ

ロナウイルス感染症予防対策

を講じた運営とするため、原則

として四半期毎に書面で開催

し、重要案件に対し、迅速かつ

的確に経営判断を行うととも

に、役員連絡会を原則として毎

週開催し、機構内での情報の共

有化及び問題意識の統一を徹

底した。 
なお、経営企画会議の協議内

容等については、迅速かつ的確

に浸透させるため、イントラネ

ット等を通じて全職員に対し

ても発信した。 
また、四半期毎の経営企画会

議の開催に加えて、特に報告の

必要性の高い内容については、

月次にて報告することとし、新

型コロナウイルスの感染状況を

踏まえ、書面形式での報告を確

立するなど、トップマネジメン

トの推進を図った。 
○ 新型コロナウイルス感染症

に対応するため、BCP（業務継

続計画）に則り、速やかに危機

管理対策本部を設置のうえ、

「優先復旧業務等への対応方

針」、「緊急事態宣言及び緊急事

態解除宣言等を踏まえた対応」

を都度指示し、業務運営体制を

確りと確立した。 

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○組織における情報共有等 
役員会（月一回）、経営企画会

議（四半期毎）、役員連絡会議

（週一回）を通じて、重要事項

等に関する組織としての意思決

定、経営判断及び機構内での情

報の共有化及び問題意識の統一

の徹底等について、対面開催に

限らず、感染対策としての書面

開催、イントラネット等を通じ

ての迅速かつ的確な情報共有な

ど、意思決定や情報伝達手段に

おいて工夫を凝らして実施して

いることが認められる。 
 
○業務運営体制の見直し 
福祉医療に係る事業の健全な

発展を支援するための組織見直

しを継続的に実施し、時勢に応

じた体制の見直し・強化を行う

ことで、効率的かつ効果的な業

務運営体制整備を図っている。 
 
○WAM NET 基盤の活用 
新型コロナウイルスの感染拡

大を受け、対面による各種業務

や会議等の実施が困難となった

ため、各部署と連携を図り

WAM NET 基盤及び Web 会議

サービス等を活用し、福祉保健

医療施策の推進を維持するとと

もに、機構各事業の事務の効率

化及び利用者サービスの向上を

図った。 
 
○評価 
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（２）国の政策や福

祉医療に係る事

業経営環境の変

化等に迅速的確

に対応するた

め、トップマネジ

メントを補佐す

る経営企画会議

等の効率的かつ

効果的な運営を

図ることで、理

事長のリーダー

シップが組織運

営に反映される

統制環境を維

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ トップマネジメント

機能が有効に発揮さ

れ、国の福祉医療施策

の変化等に関する重

要事項に迅速かつ的

確に対応しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 
2 年度 

・障害者等支援の観点から、扶養保険課と支払業

務室を再編し、「保険・支払業務部」を創設。 
・リスク管理債権の増加等を踏まえ、「債権課」

を「債権第一課」と「債権第二課」に分割。 
・新型コロナウイルス対応支援資金の融資申込み

に迅速に対応するため、組織横断的な「新型コ

ロナウイルス対策融資業務室」を設置。 

令和 
3 年度 

・万全な情報セキュリティ体制の構築及び政府統

一基準に準拠した機能を確保するため、「情報

セキュリティ対策課」を創設。 
・業務運営体制の強化を図るため、「福祉医療貸

付部」と「新型コロナウイルス対策融資業務室」

を統合・再編のうえ、「新型コロナウイルス対

応支援室」を創設。 
・経営サポートセンターの各グループの機能を明

確化するため、再編。 
 
○ 令和 2 年度においては、新型コロナウイルス感染症に対

応するため、BCP（業務継続計画）に則り、速やかに危機管

理対策本部を設置のうえ、「優先復旧業務等への対応方針」、

「緊急事態宣言及び緊急事態解除宣言等を踏まえた対応」を

都度指示し、業務運営体制を確りと確立した。（危機管理対

策本部会議：5 回） 
  令和 3 年度においては、政府の基本的対処方針、東京都

や大阪府の対応方針を踏まえた機構の対応を検討のうえ、

都度周知した。（危機管理対策本部会議：1 回、機構の対応

方針のメール周知：17 回） 
 
○ 役員会を原則として月 1 回開催し、機構の業務運営等に

関する重要事項を審議・決定した。 
○ トップマネジメントを補佐する経営企画会議は、理事長か

らの「機構運営哲学」及び「行動の指針」の提示、全役員に

よる「重点目標」の指示、「業務実績評価の検証」等の重要

案件に対し、迅速かつ的確に経営判断を行った。 
なお、協議内容等については、迅速かつ的確に浸透させる

ため、イントラネット等を通じて全職員に対して発信した。 
また、新型コロナウイルス感染症予防対策を講じた運営と

するため、令和 2 年度以降は原則として四半期毎に書面で

開催し、特に報告の必要性の高い内容については月次にて報

告することとするなど、状況を効果的に把握・共有すること

により、トップマネジメントの推進を図った。 
○ 役員連絡会を毎週開催し、機構内での情報の共有化及び問

題意識の統一の徹底を図った。  

○ 福祉医療に係る事業の健全

な発展を支援するための組織

見直しを継続的に実施するこ

とで、効率的かつ効果的な業務

運営体制整備を図った。 
○ 新型コロナウイルスの感染

拡大を受け、対面による相談や

各種会議、研修・セミナー等の

開催が困難となったため、各部

署と連携のうえ、WAM NET基

盤（メール一括配信機能やセキ

ュリティの高い連絡・掲示板シ

ステム等）及び Web 会議サー

ビス等を活用し、福祉保健医療

施策を推進するとともに、機構

各事業の事務の効率化及び利

用者サービスの向上を図った。 
 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

組織としての迅速かつ的確な意

思決定、情報の共有化及び問題

意識の統一を徹底するととも

に、時勢に応じた組織体制の見

直し・強化、事業間の連携によ

る効率的な業務運営の実施な

ど、組織全体として効率的かつ

効果的な業務運営体制の整備に

取り組んでおり、所期の目標を

達成していると見込まれること

から、「Ｂ」評価とする。 
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持・強化する。 
 
（３）多岐にわたる

事業を実施して

いる機構の特長

や専門性を活か

し、業務間の連

携を強化すると

ともに、職員の

業務改革等に向

けた取組を奨励

し、業務改善活

動の活性化を図

ることにより、

業務の効率的な

運営を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 業務間の連携強化

や業務改善活動の活

性化により、どのよう

な業務運営の効率化

が図られているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 機微情報やデータの受渡し等においてセキュリティが確保

され、大容量データの授受が可能な WAM NET 基盤を活用

し、次のとおり、各年度において機構業務の効率的な実施を

推進した。 
年度 主な取組み 

平成 
30 年度 

・与信管理業務において、アドバイザー契約業

務委託先との連絡用掲示板システムの構築 
・年金担保貸付事業において、受託金融機関と

の連絡用掲示板システムの構築 

令和 
元年度 

・一時金支払等業務及び補償金支払等業務にお

いて、厚生労働省と支払データの授受を行う

ため、専用連絡システムの構築 
・福祉医療貸付事業において、貸付先との専用

連絡システムの構築 
・福祉医療経営指導事業において、業務を受託

した行政との専用連絡システムの構築 

令和 
2 年度 

・福祉医療貸付事業の新型コロナウイルス対応

支援資金に係るコールセンター等との専用連

絡システムの構築 
・社会福祉振興助成事業において、審査・評価委

員との専用連絡システムの構築 
・社会福祉振興助成ついて、専用応募フォーム

の作成及びデータアップロードによる提出の

仕組みを構築 

令和 
3 年度 

・年金貸付部において、受託金融機関と専用連

絡システムの構築 
・監査室において、業務委託先（監査先）との間

でデータ授受や連絡等を行うため、専用の連

絡システムの構築 
・顧客業務部において、コールセンター等との

専用連絡システムの構築 
 
○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、対面による相談や

各種会議、研修・セミナー等の開催が困難となったため、機

構の各業務において、以下のとおり WAM NET 基盤や Web
会議サービスを活用した取組みを行った。 
＜Web 会議サービスの活用＞ 
a 福祉医療貸付事業に係る融資相談、債権管理に係る代表

者ヒアリング及び地方銀行協会との打合せ会議等 
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b 経営支援事業に係るコンサルティング業務 
c 社会福祉振興助成事業に係る助成相談及び中間支援組織

（NPO センター等）を活用した助成説明会 
d 「社会福祉振興助成事業審査・評価委員会」、「心身障害

者扶養保険資金運用委員会」、「WAM NET 事業推進専門

委員会」などの外部委員が参画する各種委員会 
e 福祉医療貸付事業、年金担保貸付事業及び承継年金住宅

融資等債権管理回収業務に係る業務改善・代理貸付事務手

続きに関する全国銀行協会との会議 
f 財務省、厚生労働省など所管部局との打合せ等の会議 
 
＜WAM NET 基盤の活用＞ 
a 福祉医療貸付事業、年金担保貸付事業及び承継年金住宅

融資等債権管理回収業務に係る受託金融関に対する業務

説明等について、専用掲示板へ資料及び説明動画を掲載す

ることで、平時と遜色のない業務説明体制を実現。 
b 新型コロナウイルス対応支援資金の融資制度を周知する

ため、融資案内動画等を WAM NET に掲載し、より分か

りやすく情報提供を実施。 
c 福祉医療経営指導事業で実施する経営セミナーにおいて、

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえた医療機関や社会

福祉施設等の今後の経営の在り方及び組織運営等をテー

マとした「新型コロナウイルス対策経営セミナー」、「社会

福祉法人会計実務セミナー財務管理編・経営環境対応編」、

「介護老人保健施設経営セミナー」等をオンラインセミナ

ーとして配信。 
d 福祉医療経営指導事業が実施する各種調査を Web で実

施する仕組みを構築して、「社会福祉法人経営動向調査」

等を円滑かつ効率的に実施。 
e 社会福祉振興助成事業の募集説明動画を WAM NET に

掲載し、NPO 法人等社会福祉の振興に寄与する非営利法

人向けに情報提供を実施。 
f 社会福祉振興助成事業において、審査・評価委員と機構

間の連絡・調整業務の効率化を図るため、審査や事業評価

に係るデータ授受等を安全に行うための専用連絡システム

の機能を充実。 
g 退職手当共済事業において、WAM NET 基盤のメール一

括配信機能を活用し、共済契約者あてに新型コロナウイル

ス感染症対応に係る通知や退職届作成システムの利用促

進に係る案内等を送信。 

h 年金担保貸付利用者1万人を対象としたアンケート調査
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さらに、機構

事業への理解・

支持促進に資す

るための効果的

な情報発信及び

広報活動を行

う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 機構事業への理解・

支持促進に資するた

めの効果的な情報発

信及び広報活動を行

っているか。 

結果の公表にあたり、WAM NET 基盤を活用し、受託金

融機関担当者が速やかに閲覧できる環境を整備。 
i 福祉医療貸付事業及び退職手当共済事業の電子申請シス

テムの利用者に対し、迅速なユーザーID の発行やシステ

ム利用における問い合わせに対応し、電子届出事務の円滑

な実施を支援。 
j WAM NET 基盤によるメール一括配信機能を活用し、各

事業における事務の効率化及び利用者サービスの向上を支

援。 
k 福祉医療機構債券の発行にあたり、投資家・アナリスト

向け決算説明の動画を WAM NET に掲載し、証券会社や

機関投資家等に向けて平時と遜色のない情報提供を実施。 
 
○ 機構事業に関するプレスリリースを実施し、機構事業への

理解・支持促進に努めた。 
○ 寄付月間（Giving December）「賛同パートナー」の登録

を引き続き行い、機構ホームページ上の「ご寄付のお願い」

ページに寄付月間ロゴを掲載するなど、機構の認知度及び社

会的な信頼性を高めるとともに、寄付金獲得の一助となる活

動を実施した。 
○ WAM NET やメールマガジン、Twitter 等を積極的に活

用し、それぞれの媒体の特徴を活かし相乗的に広報すること

で、新型コロナ関連情報をはじめとする各種情報の効果的な

拡散を図った。 
また、Twitter の発信については、新たに「Twitter カー

ド」を導入し、サムネイル画像やタイトル等の投稿内容が広

く表示され、より閲覧者に訴求するよう充実化を図った。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―２ 内部統制の充実 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 内部統制の充実 

 
 
 
 
 
 
（１）内部統制につ

いては、「独立行政

法人の業務の適正

を確保するための

体制等の整備」（平

成 26 年 11 月 28
日総務省行政管理

局通知）を踏まえ、

内部統制基本方針

等関係規程類を適

時適切に見直し、

整備するととも

に、各種会議や研

修等における指示

の伝達等を通じて

役職員で認識を共

有すること。 
 
 

また、モニタリ

ングを通じて内部

統制の仕組みが有

効に機能している

か点検・検証を行

い、その結果を踏

まえて、当該仕組

みが有効に機能す

るよう見直しを行

うことにより、機

構の組織規模及び

事務・事業の特性

２ 内部統制の充実 
 
 
 
 
 
 
（１）内部統制につ

いては、「独立行

政法人の業務の

適正を確保する

ための体制等の

整備」（平成 26
年 11 月 28 日総

務省行政管理局

通知）を踏まえ、

内部統制基本方

針等関係規程類

を適時適切に見

直し、整備する

とともに、各種

会議や研修等に

おける指示の伝

達等を通じて役

職員で認識を共

有する。 
また、モニタ

リングを通じて

内部統制の仕組

みが有効に機能

しているか点

検・検証を行い、

その結果を踏ま

えて、当該仕組

みが有効に機能

するよう見直し

を行うことによ

り、機構の組織

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
○ 内部統制基本方針

等関係規程類を適時

適切に見直し、整備す

るとともに、各種会議

や研修等における指

示の伝達等を通じて

役職員で認識を共有

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 内部統制の仕組み

が有効に機能してい

るかモニタリングを通

じて点検・検証を行

い、その結果を踏まえ

て見直しを行ってい

るか。 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
○ 定期的にガバナンス委員会を開催し、リスク管理に関する

事項等について、機構内イントラネットへの資料掲載や会議

議事録等を活用した職員への指示の伝達を通じて、役職員で

認識を共有した。 
また、全役職員向けにコンプライアンス研修を実施し、内

部統制及びコンプライアンス意識の定着を図った。 
○ 令和 2 年度以降は、新型コロナウイルス感染症予防対策

を講じた運営とするため、ガバナンス委員会を原則として四

半期毎に書面で開催したことに加え、リスク管理の観点か

ら、事務リスク及び顧客サポート等の対応実施状況について

は資料配布による月次報告を行った。 
これらの内容については、機構内イントラネットへの資料

掲載や会議議事録等を活用した職員への指示の伝達を通じ

て、役職員で認識を共有した。 
 
 
 
 
 
○ ガバナンス委員会において、リスク等管理に係る各種モニ

タリングの報告等の実施及び当該活動結果を踏まえた規程

等の見直しを行うとともに、内部統制の仕組みが有効に機能

しているかについて「独立行政法人の業務の適正を確保する

ための体制等の整備」（平成 26 年 11 月 28 日総務省行政管

理局通知）を踏まえた総括点検を実施した。 
○ リスク・アプローチに基づく内部監査を実施し、検出され

た問題事象に関する改善活動をフォローアップした。 
  また、各年度の内部監査結果に基づき、今後取り組むべき

課題等をとりまとめ、経営企画会議において内部監査の総括

報告を行うとともに、その結果等を踏まえ、リスク管理上の

課題を分析・定量評価し、次年度の内部監査計画を策定し

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ ガバナンス委員会について

は、定期的に開催し、リスク管

理に関する事項等について、機

構内のイントラネットを通じ

て、役職員で認識を共有した。 
また、全役職員向けにコンプ

ライアンス研修を実施し、内部

統制及びコンプライアンス意識

の定着を図った。 
○ 内部統制の更なる充実を図

るため、ガバナンス委員会にお

いて、リスク等管理に係る各種

モニタリングの報告等の実施

及び当該活動結果を踏まえた

規程等の見直しを行うととも

に、内部統制の仕組みが有効に

機能しているかについて「独立

行政法人の業務の適正を確保

するための体制等の整備」（平

成 26年 11月 28日総務省行政

管理局通知）を踏まえた総括点

検を実施した。 
○ リスク・アプローチに基づく

内部監査を実施し、検出された

問題事象に関する改善活動の

フォローアップを行い、マニュ

アル等の見直しが行われたこと

を確認した。 
また、各年度の内部監査結果

に基づき、今後取り組むべき課

題等をとりまとめ、経営企画会

議において内部監査の総括報

告を行うとともに、その結果等

を踏まえ、リスク管理上の課題

を分析・定量評価し、次年度の

内部監査計画を策定した。 

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○内部統制の充実 
 内部統制については、 
・内部統制及びコンプライアン

ス意識の定着を図るため、全役

職員向けコンプライアンス研修

を開催、 
・ガバナンス委員会において、

リスク等管理に係る各種モニタ

リングの報告等の実施及び当該

活動結果を踏まえた規程等の見

直しを行うとともに、内部統制

の仕組みが有効に機能している

か総合点検を実施、 
・内部監査の実施により検出さ

れた問題事象及び前年度以前に

検出された問題事象に関する改

善活動のフォローアップを行

い、マニュアル等の見直し、 
等により、更なる充実を図ると

ともに、各年度の内部監査結果

に基づき、リスク管理上の課題

の分析・定量評価をした上で、

次年度の内部監査計画を作成す

るなど、内部統制が有効に機能

するための取組を着実に実施し

ている。 
 
○情報セキュリティ対策 
情報セキュリティ対策とし

て、サイバー攻撃への防御力及

び組織対応力を強化するため、 
・インシデント発生時における

対応訓練、 
・サイバー攻撃への対応事例等

をテーマとした研修の受講、 
・標的型攻撃メール対応訓練、 
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を踏まえた内部統

制の更なる充実を

図ること。 
 

 
 
（２）政府機関の情

報セキュリティ

対策のための統

一基準群を踏ま

え、情報セキュ

リティポリシー

等関係規程類を

適時適切に見直

すとともに、適

切な情報セキュ

リティ対策を講

じることにより、

情報システムに

対するサイバー

攻撃への防御力

及び組織的対応

能力の強化に取

り組むこと。 
また、上記の

対策の実施状況

を毎年度把握

し、PDCA サイ

クルにより情報

セキュリティ対

策の改善を図る

こと。 

規模及び事務・

事業の特性を踏

まえた内部統制

の更なる充実を

図る。 
 
（２）政府機関の情

報セキュリティ

対策のための統

一基準群を踏ま

え、情報セキュ

リティポリシー

等関係規程類を

適時適切に見直

すとともに、適

切な情報セキュ

リティ対策を講

じることにより、

情報システムに

対するサイバー

攻撃への防御力

及び組織的対応

能力の強化に取

り組む。 
また、上記の

対策の実施状況

を毎年度把握

し、PDCA サイ

クルにより情報

セキュリティ対

策の改善を図

る。 

 
 
 
 
 
 
○ 情報セキュリティ

ポリシー等関係規程

類を適時適切に見直

すとともに、適切な情

報セキュリティ対策

を講じることにより、

情報システムに対す

るサイバー攻撃への

防御力及び組織的対

応能力の強化に取り

組んでいるか。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 情報セキュリティ

対策の実施状況を把

握し、PDCAサイクル

により情報セキュリ

ティ対策の改善を図

っているか。 
 

た。 
 
 
 
 
 
○ 情報システムの安全性・信頼性の確保のため、毎年度情報

セキュリティ計画を策定し、次のとおり情報セキュリティ対

策の強化を行った。 

a 標的型攻撃メール対応訓練 

b 情報セキュリティ研修 

c セキュリティリスクの未然防止を目的とした技術的対策 

○ 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基

準群」が令和 3 年 7 月に改定されたことを踏まえ、情報セ

キュリティポリシー等関係規程を改定した。 

○ 内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）が主催する

CSIRT 研修を受講した。 

○ 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が主催する

実践的サイバー防御演習を受講した。 

○ 情報セキュリティインシデント対処に係る厚生労働省との

連携訓練を実施し、連絡体制の確認及び連携強化を図った。 

 
 
 
○ 情報システムの安全性・信頼性の確保のため、情報システ

ム委員会において審議・承認を経て、情報セキュリティ計画

を毎年度策定のうえ、次のとおり情報セキュリティ対策を実

施した。 
また、その内容については、情報システム委員会において

検証を実施することで、PDCA サイクルによる情報セキュ

リティ対策の強化・改善を図った。 
a 人的対策 
・標的型攻撃メール対応訓練 

・構内 LAN（オープン環境）におけるセキュリティ関連情

報の周知 
・新任者向け情報セキュリティ研修及び情報システム管理

者向け研修 

・上記訓練、研修等で把握された課題等の再周知、再訓練

の実施 

 
 

○ 政府機関等のサイバーセキ

ュリティ対策のための統一基

準群が改定されたことを踏ま

え、情報セキュリティポリシー

等関係規程の改定を行うとと

もに、改定の要点をまとめた資

料を作成し役職員への着実な

周知を図った。 

○ サイバー攻撃への防御力及

び組織対応力を強化するため、

厚生労働省サイバーセキュリ

ティ担当参事官室等と連携し、

情報セキュリティインシデント

発生時における対応訓練を実

施するとともに、内閣サイバー

セキュリティセンター（NISC）

主催の研修を受講し、その内容

を反映した標的型攻撃メール

対応訓練やセキュリティ研修

を実施するなど、役職員の情報

セキュリティ意識の向上を図っ

た。 

○ 情報システムの安全性・信頼

性の確保のため、標的型攻撃メ

ール対応訓練や情報セキュリ

ティ研修などの情報セキュリテ

ィ対策を講じ、その結果等を情

報システム委員会で検証する

ことで、PDCAサイクルによる

情報セキュリティ対策の強化・

改善を図った。 
○ 現行の政府統一基準に準拠

した高度なセキュリティ確保が

可能な Web 会議サービスを厳

選し、顧客等とのコミュニケー

ションの安全を確保した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
  特になし。 
 

・セキュリティ研修、 
等の実施により、役職員の情報

セキュリティ意識の向上を図

り、セキュリティ対策の強化に

努めている。 
 また、政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一

基準群が改定されたことを踏ま

え、情報セキュリティポリシー

等、関係規程の改定及び役職員

への着実な周知を図った。 
さらに、委託業者及びデータ

センターと連携した災害時対応

訓練を実施するなど、情報セキ

ュリティ対策の更なる高度化に

努めている。 
 
○評価 
上記の取組により、内部統制

の充実及び情報セキュリティ対

策の強化に積極的に取り組んで

おり、所期の目標を達成してい

ると見込まれることから、「Ｂ」

評価とする。 
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b 技術的対策 

年度 主な取組み内容 

平成 
30 年度 

・メール中に埋め込まれた URL（インターネッ

トへのリンク）を無効化 
・外部メール受信時の確認画面に、「後で確認」

ボタンを追加し、事後確認を可能とする機能

を追加 

令和 
元年度 

・持ち込み PC 検知機能の導入（ネットワーク

に接続されている機器を監視し、持ち込み PC
等の不正接続を検知すると、管理者に通知す

る機能を追加） 

令和 
2 年度 

・なりすましメールのブロック機能強化 

・メール本文中の悪意ある URL のブロック機能

の強化 

令和 
3 年度 

・ログ監視による Web アクセスブロックの強化 
・WAM NET 及び機構ホームページの暗号化設

定について「TLS 暗号設定ガイドライン」（第

3.0 版）に基づき厳格化 
 c 物理的対策 

・PC 端末の更新に伴い、端末に情報が残らないシンクラ

イアント端末への移行 
d 災害時対応訓練（委託業者及びデータセンターと連携） 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うWeb 会議サ

ービスの導入にあたっては、現行の政府統一基準に準拠した

高度なセキュリティ確保が可能なシステムを厳選した。 

 
 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―３ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最終年

度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 人事に関する事 
 項 
（１）女性活躍や働

き方改革を推進

する観点から、

育児・介護等と

の両立支援、ワ

ーク・ライフ・バ

ランスの推進な

どの各種人事施

策を講じるこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９ その他主務省

令で定める業務

運営に関する事

項 
独立行政法人福祉

医療機構の業務運

営、財務及び会計並

びに人事管理に関す

る省令（平成 15 年厚

生労働省令第 148
号）第４条の業務運

営に関する事項は、

次のとおりとする。 
 
１ 職員の人事に関

する計画 
（１）女性活躍や働

き方改革を推進

する観点から、

育児・介護等と

の両立支援、ワ

ーク・ライフ・バ

ランスの推進な

どの各種人事施

策を講じる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 育児・介護等との両

立支援、ワーク・ライ

フ・バランスの推進な

どの各種人事施策を

講じているか。 
 
 
 
っｓ 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 育児・介護等との両立支援を推進するため、新たに産前産

後休暇、育児休業及び復帰後の職員のための相談体制を整備

し、運用した。 
○ 出産や育児に関する支援制度及び介護に関する支援制度

を必要とする職員が利用しやすい環境づくりを促進するた

め、イントラネットに掲載している制度案内を改訂のうえ再

周知を行い、啓発に努めた。 
○  女性活躍や働き方改革を推進する観点から、専門家を講師

に招きワーク・ライフ・バランスに関する研修を実施した。 
○  次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく

一般事業主行動計画を策定し、機構ホームページに公表し

た。 
○ 働き方改革の推進とともに、働き方改革関連法の施行に伴

い年 5 日間の取得が義務付けられた年次有給休暇の取得を

促進するため、その取得状況及び時間外勤務実績等につい

て、定期的に経営企画会議等で報告した。 
○  令和 2 年 4 月の緊急事態宣言等を踏まえ、業務継続及び

職員の感染防止の観点から、時差出勤を継続して実施すると

ともに、在宅勤務及び出勤停止の制度等を創設した。 
  また、小・中・高・特別支援学校等の臨時休校に伴う特別

休暇や妊娠中又は基礎疾患を有する職員等に適用するため

の特別有給休暇の制度を創設した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 育児・介護等との両立支援の

推進については、産前産後休

暇、育児休業及び復帰後の職員

のための相談体制を整備する

とともに、出産や育児及び介護

に関する支援制度を必要とす

る職員が利用しやすい環境づ

くりを促進した。 
また、女性活躍や働き方改革

を推進する観点から、専門家を

講師に招きワーク・ライフ・バ

ランスに関する研修を実施し

た。 
さらに、次世代育成支援対策

推進法及び女性活躍推進法に

基づく一般事業主行動計画を

策定し、機構ホームページに公

表した。 
○ ワーク・ライフ・バランスの

推進については、働き方改革関

連法の施行に伴い年 5 日間の

取得が義務付けられた年次有

給休暇の取得状況、時間外勤務

実績等を経営企画会議等で報

告を行った。 
○ 福祉医療分野における金融

業務機能等の強化を図る観点

から、人材の確保・育成に係る

方針を策定した。 
○ 担当業務に必要な知識・技術

の習得、職員の能力開発等を目

的として、公開セミナー、通信

教育及び専門研修を実施した

ほか、金融業務機能の強化を目

的として、貸付部門に所属する

職員を対象とした通信教育を

評定 Ｂ 評定  
＜評定に至った理由＞ 
○女性活躍や働き方改革の推進 
育児・介護等との両立支援を

推進するため、 
・次世代育成支援対策推進法等

に基づく一般事業主行動計画を

策定及び公表、 
・職員に対する出産・育児及び

介護に関する支援制度の継続的

な周知、産前産後休暇、育児休

業及び復帰後の職員のための相

談体制をの確保など、職員が各

種支援制度を利用しやすい環境

作り、 
・年次有給休暇の取得状況等を

経営企画会議等での報告による

管理の徹底、 
等の実施により、女性活躍や働

き方改革の推進に取り組んでい

る。 
 
○人材の確保・育成 
人材の確保・育成対策として、 

・業務に必要な知識・技術の習

得、職員の能力開発等を目的と

した通信教育等による職員研修

の実施、 
・さらに、貸付部門に所属する

職員に対しては金融業務機能の

強化を目的とした通信教育の実

施、 
・人材の確保・育成に係る方針

の策定、 
・民間金融機関等との人事交流

の実施、 
など、より専門性の高い職員の

育成・確保に努めている。 
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（２）福祉医療分野

における金融業

務機能等の強化

を図る観点か

ら、人材の確保・

育成に係る方針

を策定するな

ど、職員の資質

向上を図るた

め、人材の確保・

育成に努め、士

気及び専門性の

高い組織運営に

努めること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
（２）福祉医療分野

における金融業

務機能等の強化

を図る観点か

ら、人材の確保・

育成に係る方針

を策定するな

ど、職員の資質

向上を図るた

め、担当業務に

必要な知識・技

術の習得、能力

開発等を目的と

した各種研修や

外部との人事交

流を引き続き行

う。 
 

２ 施設及び設備に

関する計画 
なし 

 
３ 積立金の処分に

関する事項 
前期中期目標の期

間の最終事業年度に

おいて、通則法第 44
条の処理を行ってな

お積立金があるとき

は、その額に相当す

る金額のうち厚生労

働大臣の承認を受け

た金額について、独

立行政法人福祉医療

 

 

 

 

 

 

 

○ 金融業務機能等の

強化を図る観点から、

人材確保・育成に係る

方針の策定について

検討を行っているか。 

 
 
○ 職員の資質向上を

図るため、担当業務に

必要な知識・技術の習

得、能力開発等を目的

とした各種研修を実

施するとともに、外部

との人事交流を行っ

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  さらに、新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を受け

る場合又は当該接種により副反応が発生し療養する必要が

ある場合に取得できる特別有給休暇を創設した。 
○  更なる感染拡大に備え、機構の BCP 対策に資するものと

して、在宅勤務が実施可能な環境を整備し、速やかに運用を

開始した。 
 
○ 福祉医療分野における金融業務機能等の強化を図る観点

から、人材の確保・育成に係る方針を策定した。 
 
 
 
 
 
○ 業務に必要な知識・技術の習得、能力開発等を目的とし

て、公開セミナー、通信教育及び部署毎における固有の能力

を習得するための専門研修を実施したほか、金融業務機能の

強化を目的として、貸付部門に所属する職員を対象とした通

信教育を実施した。 
○ 専門性の高い職員を育成・確保するため、民間金融機関等

との人事交流を実施した。  
 

実施した。 
また、専門性の高い職員を育

成・確保するため、民間金融機

関等との人事交流を引き続き

実施した。 
○ 新型コロナウイルス感染症

への対策として、令和 2 年 4 月

の緊急事態宣言等を踏まえ、業

務継続及び職員の感染防止の

観点から、時差出勤を継続して

実施するとともに、在宅勤務及

び出勤停止の制度等を創設し

た。また、小・中・高・特別支

援学校等の臨時休校に伴う特

別休暇や妊娠中又は基礎疾患

を有する職員等に適用するた

めの特別有給休暇の制度を創

設した。さらに、新型コロナウ

イルス感染症に係る予防接種

を受ける場合等の特別有給休

暇を創設した。 
○ 更なる感染拡大に備え、機構

の BCP 対策に資するものとし

て、在宅勤務が実施可能な環境

を整備し、速やかに運用を開始

した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし 

 

○新型コロナウイルス感染症へ

の対策 
 新型コロナウイルス感染症の

感染防止等の観点から、個々の

職員の事情に応じた特別有給休

暇の創設、時差出勤及び在宅勤

務等の活用による事務所内の感

染予防対策の徹底に努めてい

る。 
 
○評価 
 ワーク・ライフ・バランスの

推進や研修制度の充実など、時

勢に沿った人事施策の改善充実

に取り組んでおり、所期の目標

を達成していると見込まれるこ

とから、「Ｂ」評価とする。 
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機構法第 12 条第１

項に定める業務の財

源に充てることとす

る。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
 
 

 
 


